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1. 地中連続壁の不具合事象について

本書は，防潮堤（鋼製防護壁）の不具合事象及び同事象を踏まえた設計変更について，添付書

類「VI-2-4-2-5-1 防潮堤（鋼製防護壁）の耐震性についての計算書」 及び 「VI- 3—別添 1-2-5 - 1

防潮堤（鋼製防護壁）の強度計算書」を補足説明するものである。

本章では，防潮堤（鋼製防護壁）基礎の構造変更が必要となった地中連続壁で発生した不具合

事象に関する調査結果及び原因と対策について説明する。

1. 1 防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更の経緯

防潮堤（鋼製防護壁）は，南側及び北側にそれぞれ縦横 15.5 mの正方形の柱状の基礎（以下，

南側に位置する基礎を「南基礎」，北側に位置する基礎を「北基礎」という。）を有する。 既エ

事計画認可（平成30年 10月 18日付け原規規発第 1810181号） （以下， 「既エ認」という。）

における当該基礎は，既設構造物の南北に2つの地中連続壁を岩盤に設置し，その上部に既設構

造物を跨ぐように鋼製防護壁を設置する計画で，地震及び津波による設計荷重に対して十分な

強度を有する構造形式である。防潮堤（鋼製防護壁）位置図を図 1. 1-1に，防潮堤（鋼製防護

壁，既エ認）構造図を図1.1-2に示す。

基礎の施工においては，地中連続壁構築の準備としてガイドウォール※1及び溝壁防護のSM

w※2を構築した上で地中連続壁を地中に構築した後，同地中連続壁を土留めとして中実部を掘
削し，中実鉄筋コンクリートを地中連続壁と一体化させながら構築する計画としていた。地中連

続壁の不具合事象は，地中連続壁の施工中及び中実部の掘削中において確認したものである。

※1 :地中連続壁構築時に地山の崩落防止及び施工精度の確保のため， 設置する現場打ちの鉄筋

コンクリート仮設構造物。

※2 :土（Soi1)とセメントスラリーを原位置で混合・攪拌 (Mixing)し，地中に造成する壁体
(Wa 11)の略称で，芯材に日型鋼材を使用。本施工箇所では，崩落しやすい地層があるため

溝壁防護のための補助工法として使用。

【不具合事象】

・地中連続壁の施工後に中実部の掘削を実施したところ，地中連続壁の中実部側の壁面の一

部においてコンクリート未充填及び鉄筋（組み立て用の鋼材含む）の変形，脱落，欠損（以

下， 「変形等」という。）の事象を確認した。

・地中連続壁の地山側の壁面に対しての音響探査及び水平コア採取による壁厚確認を行った

ところ，一部においてコンクリート未充填の事象が発生していることを確認した。

・北基礎の地中連続壁の南西側角部において，鉄筋かごが計画深度まで建込みできない事象

（高止まり事象）が発生した。

これらの不具合事象は，その全容を把握するに至っておらず，地中連続壁に耐力を期待するこ

とは困難であることから，東海第二発電所の既工認の防潮堤（鋼製防護壁）の設計を変更する必

要が生じた。
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一ヂ~N

東海港
ー ：鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁

ー ：鉄筋コンクリート防潮壁

ー ：鋼製防護壁

図l.1-1 防潮堤（鋼製防護壁）位置図
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図1.1-2 防潮堤（鋼製防護壁，既エ認）構造図
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1. 2 不具合事象の調査結果

不具合事象（コンクリート未充填，鉄筋の変形等及び鉄筋かごの高止まり）について，調査方

法及び調査結果を以下に示す。

l. 2. 1 コンクリート未充填

(1) 調査方法

掘削により露出した地中連続壁の中実部側壁面（南基礎 T.P.約ー2m~T. P.約ー45mの

範囲，北基礎T.P.約ー2m~T. P.約ー49mの範囲）に対し，コンクリート未充填の状況（範

囲，深さ及び壁面上の位置）を目視等にて調査した。

なお，地山側については音響探査及び水平コアボーリング調査を実施しているが，調査範

囲が限定的であることから，参考資料としてl.5. 1にその調査結果を示す。
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(2) 調査結果

地中連続壁のエレメント及び区画割図を図l.2-1に，剛結継手部※1詳細図を図l.2-2に

示す。調査結果のうち南基礎については，地中連続壁中実部側壁面の観察結果（コンクリ ー

ト未充填）を図l.2-3に， 地中連続壁中実部側壁面のコンクリート未充填状況を図1.2-4 

に，地中連続壁中実部側壁面区間ごとの観察結果の概要を表l.2-1に示す。また，北基礎

については，地中連続壁中実部側壁面の観察結果（コンクリート未充填）を図 1. 2-5に，

地中連続壁中実部側壁面のコンクリート未充填状況を図1.2-6に，最大深さ約70cmのコ

ンクリート未充填箇所（北基礎区画①及び⑮）を図 1. 2-7に，地中連続壁中実部側壁面区

間ごとの観察結果の概要を表1.2-2に示す。

地中連続壁中実部側壁面の観察結果の概要は以下の通り。

・南基礎，北基礎のほとんどの剛結継手部でコンクリート未充填が面的に分布していた。

そのコンクリート未充填部においては，鉛直鉄筋（設計純かぶり※2115mm),水平鉄筋

（設計純かぶり 163mm)が露出している箇所があった。

・剛結継手部以外のコンクリート未充填の分布は剛結継手部に比べ少なく，コンクリート

未充填の一部は隣接する剛結継手部から連続していた。

・コンクリート未充填の最大深さは，北基礎の約70cmであり（図1.2-5及び図l.2-7 

参照），剛結継手部の仕切板※3際（剛結継手部側）で観察され，未充填部は粘性土で閉

塞されていた。

・コンクリート未充填の鉛直方向の分布は， SMW下端までの区間（以下，「SMW区間」

という。）よりも同区間以深の方が，コンクリート未充填が多く分布している。南基礎

と比べると，北基礎のSMW区間ではコンクリート未充填部は土砂を多く含んだスライ

ムにより閉塞されていた。

・南基礎の区画⑮の中実部側の鉄筋かぶり部のコンクリート未充填部は，南7のコンクリ

ート流出防止シート※4, 土砂及びスライム・安定液並びにこれらを巻き込んだコンク

リートにより閉塞されていた。

・北基礎の区画⑮の中実部側の鉄筋かぶり部のコンクリート未充填はSMW壁体で閉塞

されていた。

※1 :先行エレメントと後行エレメントを連続した一体構造とするために設けた箇所で，先行エレ

メントと後行エレメントの水平鉄筋の鉄筋が重なるように配置する。

※2 :設計純かぶりとは，コンクリート躯体表面から鉄筋表面までの設計上の距離をいう。

※3 :先行エレメントのコンクリート打設範囲を保持するための両端に設ける鉛直鋼板であり，
仕切板で区切られた内側に先行エレメントのコンクリートを打設する。仕切板の外側が剛

結継手部となる。図1.2-2を参照。
※4:先行エレメントのコンクリートの打設時にコンクリートが周辺に流出することを防止する

ための土木シートである。
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注：「南 1~8」, 「北 1~8」の表記はコンクリー

ト打設ブロック（エレメント名称）を示す。

①から⑯は施工上の区画を示す。

剛結継手部の詳細は図1.2-2参照 棗—

凡例

仁： 先行エレメント

仁 ：後行エレメント（剛結継手部）

仁 ：後行エレメント（剛結継手部以外）

（南基礎） （北基礎）

図1.2-1 地中連続壁のエレメント及び区画割図

図1.2-2 剛結継手部詳細図（北基礎）
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（地山側）

地中連続壁中実部側壁面の観察結果（コンクリート未充填：南基礎）
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（地山側）

皐

中実部仰

撮影方向

（
奉

m妾）

（奉

m妾）

亡コ：先行エレメント

亡：後行エレメント（剛結継手部）

亡コ：後行エレメント（剛結継手部以外）

ー ：壁面写真の撮影範囲

（地山側）

図1.2-6 地中連続壁中実部側壁面のコンクリート未充填状況（北基礎）
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最大

（
一
要
ヨ
妾
）

（奉

m妾
）

亭

ー ：最大深さ約 70
未充填箇所

cmのコンクリート

（地山側）

四 f1蜘

▽*T.P -3.00(), 

▽*T P -4.“n|9 

V•T. P. -5.000. 

V• l. P. -6. 000. 

• • I P. -7. ()()(lo 

▽*T P -8匹
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• •1. P. - 10 000,, 

V亭T.P.-11.000o

▽41 P -l？函

• •T P -li恋

• •T. Pー14.000.

• • T P -14“ 
• •T. p．-15. 000.か17年

▽*T. p. -16.“ 

▽*1 P ←11匹

'v•l. P. -lR.如

• •1 P -18匹

-16. 5 rn 

仕切板

一一a 一• 一汐
T. P. -1 l. 0 m 
▽SMW下端
--------------

T. P. -14. 0 m 

【凡例）凹みの計画面からの深さ

0 mm~50 mm 
51 mm~100 mm 
101 mm~150 mm 
151 mm~200 mm 
201 mm~250 mm 
251 mm~300 mm 
301 mm~ 

最大深さ約 70cmのコンクリート未充填箇所（北基礎区画①及び⑮）図1.2-7 
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表1.2-1 地中連続壁中実部側壁面区間ごとの観察結果の概要（南基礎）

区画
観察結果

標高 (T.P.) 詳細

① 
剛結 約ー6m～約ー10m まばらにスライム・安定液を巻き込んだコンクリート※が分布していることを確認した。
継手 約ー10m～約ー45m 全面にわたりコンクリート未充填部が分布し粘性土が堆積していることを確認した。

② 先行
約ー16m～約ー18m 極小規模で局所的な範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していること

を確認した。

約ー9m～約ー10m 極小規模で局所的な範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していること

③ 
剛結 を確認した。

継手 約ー15m～約ー34m まばらにコンクリート未充填部が分布し粘性土が堆積していることを確認した。
約ー43m～約ー45m まばらにコンクリート未充填部が分布し粘性土が堆積していることを確認した。
約ー18m～約ー22m 極小規模で局所的な範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していること

④ 後行
約ー41m～約ー42m を確認した。
約ー27m～約ー31m コンクリート未充填部が分布し粘性土が堆積していることを確認した。このコンクリート未

充填部は，隣接した区画③と繋がっている。

約ー3m～約ー14m 極小規模で局所的な範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していること

⑤ 
剛結 を確認した。

継手 約ー17m～約ー34m まばらにコンクリート未充填部が分布し粘性土が堆積していることを確認した。
約ー42m～約ー45m 

⑥ 先行
約ー2m～約ー8m 極小規模で局所的な範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していること
約ー34m～約ー36m を確認した。

剛結
約ー3m～約ー7m 極小規模で局所的な範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していること

⑦ を確認した。
継手
約ー12m～約ー45m まばらに分布したコンクリート未充填部が分布し粘性土が堆積していることを確認した。
約ー18m 極小規模で局所的な範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していること

⑧ 後行
約ー39m～約ー41m を確認した。
約ー44m～約ー45m コンクリート未充填部が分布し粘性土が堆積していることを確認した。このコンクリート未

充填部は，隣接した区画⑦と繋がっている。

約ー6m～約ー12m 極小規模で局所的な範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していること

剛結
を確認した。

⑨ 約ー13m～約ー20m まばらにコンクリート未充填部が分布し粘性土が堆積していることを確認した。
継手
約ー32m～約ー41m 
約ー42m～約ー45m 
約ー2m～約ー12m 極小規模で局所的な範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していること

⑩ 先行 約ー32m,約ー38m を確認した。
約ー42m～約ー45m 

⑪ 
剛結 約ー2m～約ー10m 断続的に分布している範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートを確認した。
継手 約ー10m～約ー45m 全面にわたりコンクリート未充填部が分布し粘性土が堆積していることを確認した。
約ー2m～約ー5m 極小規模で局所的な範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していること
約ー11m～約ー18m を確認した。

⑫ 後行
約ー35m付近
約ー42m～約ー43m 
約ー42m～約ー43m コンクリート未充填部が分布し粘性土が堆積していることを確認した。このコンクリート未

充填部は，隣接した区画⑪と繋がっている。

約ー2m～約ー10m 断続的に分布している範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布しているこ
とを確認した。

剛結
約ー10m～約ー18m 全面的にコンクリート未充填部が分布し粘性土が堆積していることを確認した。

⑬ 
継手 約ー22m～約ー29m まばらにコンクリート未充填部が分布し粘性土が堆積していることを確認した。
約ー34m～約ー36m 
約ー39m～約ー41m 
約ー43m～約ー44m 
約ー8m～約ー9m 極小規模で局所的な範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していること
約ー13m付近 を確認した。

⑭ 先行 約ー12m 断続的に分布している範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布しているこ

約ー16m～約ー24.0 m とを確認した。
約ー35m～約ー45.0 m 
約ー2m～約ー21m 断続的に分布している範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布しているこ

剛結 とを確認した。
⑮ 
継手 約ー21m～約ー45m 全面的にコンクリート未充填部が分布している範囲に，コンクリート流出防止シート（約一

21 m～約ー26m),土砂及びスライム・安定液を巻き込んだコンクリートを確認した。

⑯ 後行
T. P.約ー6m 極小規模で局所的な範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していること

を確認した。

※の注釈は次頁参照。
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※：地中連続壁工法では，気中でのコンクリート打設とは異なり，安定液中にコンクリートを

打設することにより，コンクリートの強度低下が起こる場合がある°。そのため，コンクリ

ート標準示方書 (2012年制定）においては，スライム ・安定液の巻き込み等により強度が低
下すること等を考慮し，コンクリート強度の割増しを行うのがよいとしている2)。ただし，

スライムや安定液は，極力，巻き込まないように施工することを前提としている。スライ

ム・安定液を巻き込んだコンクリートとは，このような強度の割増しによって，所要強度

を確保できているコンクリートを指す。したがって，スライム・安定液を巻き込んだコン

クリートはその健全性に問題がない。

l) わかりやすい地中連続壁工法， P.112,総合土木研究所， 1996.

2) 土木学会編：コンクリート標準示方書 施工編 2012年制定，pp.283~284,土木学会， 2012.
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表1.2-2 地中連続壁中実部側壁面区間ごとの観察結果の概要（北基礎）

区画
観察結果

標高 CT.P.) 詳細

約ー2m～約ー9m 断続的に分布している範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートを確認した。

剛結
約ー9m～約ー12m 断続的にコンクリート未充填部が分布し士砂を多く含んだスライムの堆積を確認した。

① 約ー12m～約ー49m 断続的にコンクリート未充填部が分布し粘性土が堆積していることを確認した。
継手
約ー10m～約＿17m 仕切板際で深さ 70cm，幅30cmのコンクリート未充填があり，粘性土（一部安定液混じり

の粘性土）を確認した。

② 先行
約ー2m～約ー24m 帯状の範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していることを確認した。
約ー45m～約ー46m 
約ー2m～約ー9m 断続的にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していることを確認した。

③ 
剛結 約ー9m～約ー12m コンクリート未充填部が分布し土砂を多く含んだスライムが堆積していることを確認した。
継手 約ー12m～約ー18m 区画全域にわたりコンクリート未充填部が分布し粘性土が堆積していることを確認した。
約ー19m～約ー49m 

④ 後行
約ー24m付近 極小規模で局所的な範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していること

約ー34m～約ー36m を確認した。

剛結
約ー2m～約ー12m まだらにスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していることを確認した。

⑤ 
継手
約ー19m～約ー28m 断続的にコンクリート未充填部が分布し粘性土が堆積していることを確認した。
約ー29m～約ー48m 

⑥ 先行
約ー2m～約ー12m 局所的な範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していることを確認し
約ー15m～約ー47m た。
約ー5m～約ー6m 極小規模で局所的な範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していること

⑦ 
剛結 を確認した。

継手 約ー9m～約ー12m コンクリート未充填部が分布し土砂を多く含んだスライムが堆積していることを確認した。
約ー12m～約ー49m 断続的にコンクリート未充填部が分布し粘性土が堆積していることを確認した。

⑧ 後行
約ー43m付近 極小規模で局所的な範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していること

を確認した。

剛結
約ー5m～約ー12m まだらにコンクリート未充填部が分布し土砂を多く含んだスライムが堆積していることを

⑨ 確認した。
継手
約ー12m～約ー49m 断続的にコンクリート未充填部が分布し粘性土が堆積していることを確認した。
約ー2m～約ー10m 極小規模で局所的な範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していること
約ー14m～約ー22m を確認した。

⑩ 先行 約ー31m～約ー37m 
約ー43m付近
約ー46m付近
約ー2m～約ー12m 極小規模で局所的な範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していること

剛結
を確認した。

⑪ 約ー12m～約ー30m 断続的にコンクリート未充填部が分布し粘性土が堆積していることを確認した。
継手
約ー34m～約ー36m 
約ー38m～約ー49m 
約ー2rn～約ー12rn 極小規模で局所的な範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していること

⑫ 後行
約ー23m付近 を確認した。

約ー28m付近
約ー47m～約ー48m 
約ー2m～約ー11m 極小規模で局所的な範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していること

⑬ 
剛結 を確認した。

継手 約ー11m～約ー12m コンクリート未充填部が分布し土砂を多く含んだスライムが堆積していることを確認した。
約ー15m～約ー49m 全面にわたりコンクリート未充填部が分布し粘性土が堆積していることを確認した。

⑭ 先行
約ー2m～約ー9m 極小規模で局所的な範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していること
約ー21m～約ー23m を確認した。
約ー2m～約ー12m コンクリート未充填部が分布した範囲にSMWの壁体を確認した。

⑮ 
剛結
約ー12m～約ー49m 全面にわたりコンクリート未充填部が分布し粘性土が堆積していることを確認した。

継手
約ー11m～約ー14m 仕切板の際で深さ70cm,幅13cmのコンクリート未充填部に粘性土（一部安定液混じりの

粘性土）が堆積していることを確認した。

⑯ 後行
約ー7m～約ー12m 極小規模で局所的な範囲にスライム・安定液を巻き込んだコンクリートが分布していること
約ー22m～約ー23m を確認した。
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1. 2. 2 鉄筋の変形等（鉄筋かごの高止まり事象を含む）

(1) 調査方法

掘削により露出した地中連続壁の中実部側壁面（南基礎ではT.P.約ー2mから T.P.約一

45 mの範囲，北基礎ではT.P.約ー2mから T.P.約ー49mの範囲）に対し，鉄筋の変形等（こ

こでは，鉄筋（水平鉄筋，鉛直鉄筋，組み立て用の鋼材含む）の変形，脱落，欠損を 「鉄筋

の変形等」という）の状況（鉄筋かごの高止まり事象を含む）を目視にて調査した。

(2) 調査結果

a. 南基礎

南基礎の観察結果を図1.2-8に示す。主な観察結果は以下の通り。

・区画⑮ （剛結継手部）の上段～中 3段において先行エレメントの鉄筋の変形等を確

認し，中 2段～下段において後行エレメントの鉄筋の変形等を確認した。また，中

2段において先行エレメントの鉄筋と後行エレメントの組立用鋼材の交錯を確認

した。

・区画⑮の中 2段～下段において，後行エレメントの鉄筋の変形等を確認した。

・区画① （剛結継手部）の中 2段～下段において先行エレメント及び後行エレメント

の鉄筋の変形を確認した。

b. 北基礎

北基礎の観察結果を図1.2-9に示す。主な観察結果は以下の通り。

・区画⑮及び区画① （剛結継手部）の上段～下段において先行エレメント及び後行エ

レメントの鉄筋の変形等を確認した。また，区画⑯の上段～下段において後行エレ

メントの鉄筋の変形等を確認した。なお，区画⑮の中 1段及び下段において先行エ

レメントと後行エレメントの鉄筋の錯綜を確認した。

•その他の剛結継手部（区画③，⑤，⑦及び⑨）の上段～下段において鉄筋の変形を

確認した。

・区画⑮，⑯及び①の鉄筋かご（後行エレメント）建込み時に高止まり（約 70cm) 

を確認した。
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図1.2-8 鉄筋の変形等の観察結果（南基礎） （1/2) 
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図 I.2-8 鉄筋の変形等の観察結果（南基礎） （2/2) 
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ー ：スケッチ図示範囲
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図1.2-9 鉄筋の変形等の観察結果（北基礎） （1 / 3) 
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図1.2-9 鉄筋の変形等の観察結果 （北基礎南側） （2/3) 
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図I.2-9 鉄筋の変形等の観察結果（北基礎西側） （3/3) 
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1. 3 原因調査

コンクリート未充填及び鉄筋の変形等（鉄筋かごの高止まり事象を含む）の原囚調査として，

地中連続壁の施工履歴・施工記録から，通常の施工状況と異なる事象などを整理した。また，不

具合事象の調査結果とこれらの事象などをあわせて，不具合事象の原因を特定する。

1. 3. 1 施工履歴・施工記録の調査

防潮堤（鋼製防護壁，既工認）の施工手順を図1.3-1に，地中連続壁の施エステップを

図1.3-2に示す。また，掘削イメージを図1.3-3に，掘削中の溝壁の断面図を図1.3-4に

示す。

本工事での通常の施工状況と異なる事象などについて，施工履歴・施工記録を調査した。

その結果，施工手順図の I,II, illの段階（準備作業を含む）で通常の施工状況と異なる事

象などを確認した。通常の施工状況と異なる事象などは以下に示す通り。

・南基礎区画⑭におけるコンクリート打設中の溝壁崩落及び区画⑮への崩落土砂等の流

入

・北基礎区画①，②及び③掘削中における溝壁崩落（他区画への水平展開を含む）

・北基礎区画⑬，⑭及び⑮におけるSMWの再構築

・北基礎区画⑮，⑯及び①における鉄筋かご建込み時の上げ下ろし

次項に各事象などの概要を示す。

I -

掘削
天端高

▽T. P. + 20. 00 m 

II 鉄筋かご建込み

皿 コンクリート打設

掘削

鉄筋設置

コンクリート打設

鉄筋設置

アンカーボルト設置

コンクリート打設 ▽T. P. -50. 00 m 

鋼製防護壁架設 }鋼製防護壁

Km 

図l.3-1 防潮堤（鋼製防護壁，既工認）の施工手順
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溝壁とは，地中連続壁の構築において，安定液を用い

た地山掘削によって形成される溝の壁面を指す。溝壁

は，掘削溝内を満たす安定液の水圧によって安定的に

呆持されている。

図1.3-4 掘削中の溝壁の断面図
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(1) 南基礎区画⑭におけるコンクリート打設中の溝壁崩落及び区画⑮への崩落土砂等の流入

南基礎南7（区画⑭）のコンクリート打設中に中実部側の溝壁の一部が崩落し，崩落土砂

等（崩落土砂及び打設中のコンクリート）が南 6の南面の剛結継手部（区画⑮）に流入し堆

積した（図1.3-5参照）。

南7（区画⑭）のコンクリート打設完了後，区画⑮の崩落土砂等はハンマーグラブ等を用

いて撤去した。ただし，中実部側の先行エレメントの鉄筋と溝壁の間（かぶりに相当する箇

所）の一部の崩落土砂等は撤去できず，基礎中実部の構築の際に補修可能であることから残

置した（図1.3-6参照）。

1. 区画⑭のコンクリート打設時，溝壁崩落

H1南8□□ 9 : 

2.ハンマーグラブ等による崩落土砂等撤去
負迄1,9.L、よl‘、上＇`

：竺1: C’IIII]]ー］ 三］

昇 ＇ ハンマーグラブ等による 位
昇' : •こ ．•. ． 贄 ミ土ー ⑥ ー南3
9日 ' . H H | |- • • 

］ 曹史 ．疇りi i~ ̀  
退｀五胃ニーニII:;I~I•I`□南~I~

Iエごェ立：：ごェ宜二吐ェ`土ご迂定ェごェ：ェ兵

膏

凡例［口］：未掘削 ロニ］ 赤文字 ：施工中 ［こ□：コンクリート打設 ［口］ ：掘削
＝ 

図l.3-5 南基礎の溝壁崩落事象の発生位置等

後行エレメントの鉄筋（緑の鉄筋）を建込む

前に流入した土砂等を撤去した。

ただし，中実部側の先行エレメントの鉄筋と

溝壁の間の撤去ができず基礎中実部掘削時に

対応するとして一部残置した。

凡例

0亡ニコ 先行エレメントの鉄筋

0こニコ 後行エレメントの鉄筋

こニコ先行エレメ ントのコンクリート部

こ二ニ］後行エレメントのコンクリート部

一 崩落土砂等の撤去残り

図1.3-6 南基礎の溝壁崩落箇所におけるかぶり部の崩落土砂等の残置状況
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(2) 北基礎区画①，②及び③掘削中における溝壁崩落（他区画への水平展開を含む）

北基礎の区画①，②及び③の掘削中に地山側及び中実部側の溝壁が崩落した。

このため，崩落した区間は流動化処理土にて， その他の区間は砕石にて埋戻した。

また，崩落の影響調査として，ボーリング調査を踏まえ，さらなる溝壁崩落を防ぐため溝

壁保護エ（砕石による埋戻し）及び溝壁補強エ（鉛直縫地エ，薬液注入エ及び高圧噴射攪拌

工） を実施（他区画への水平展開を含む） した。

概要を図1.3-7に， その詳細を次頁以降に示す。

1.北基礎区画①，②及び③掘削中の溝壁崩落
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2.崩落部の埋戻し（流動化処理土等）
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4.溝壁補強工
（薬液注入工，高圧噴射攪拌工，鉛直縫地エ）

皐

凡 例 ロ□：未掘削 口 赤文字 ：施工中 口 ：コンクリート打設 口 ：砕石埋戻し ロ ：掘削

図1.3-7 北基礎の施工内容（通常の施工状況と異なる事象）
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a. 溝壁の崩落及び流動化処理土等による埋戻し

北基礎の区画①，②及び③の掘削中に溝壁が崩落した。このため，超音波測定を実施し，

その結果，図1.3-8に示すように溝壁に空洞が発生していることを確認した。 そのため，

図 1. 3-8に示す崩落部の区間は空洞を充填するため流動化処理土にて， その他の区間は

再掘削を容易にするため砕石にて埋戻した。
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図l.3-8 溝壁崩落と流動化処理土等の埋戻し （北基礎区画①，②及び③）
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b. 溝壁保護エ（砕石による埋戻し）

溝壁崩落に対する予防策として，すぐにコンクリート打設を行わない掘削部（剛結継手

部）に対し砕石で埋戻しを行った（図1.3-9参照）。

なお，北基礎では溝壁崩落の状況を考慮し，掘削溝の浅部まで埋戻しを行ったため，多

量の砕石を撤去することなったことから， サクションポンプに加え， ハンマーグラブを用

いて，撤去を行った。

南基礎 北基礎

［二未掘削

□□コンクリート打設済
ロ 砕石埋戻し済

図l.3-9 剛結継手部の砕石埋戻し
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C. 溝壁補強工 （鉛直縫地エ）

北基礎の区画①，②及び③において発生した掘削中の溝壁崩落部へ流動化処理土及び砕

石で埋戻した後，崩落部に埋戻した流動化処理土の補強として地山側に鉛直縫地工を施工

した（図1.3-10参照）。

また，溝壁の崩落を懸念した他の溝壁についても， 補強エとして鉛直縫地工を実施した。
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d ・ 溝壁補強工 （地盤改良工：高圧噴射攪拌工及び薬液注入エ）

北基礎の区画①，②及び③において，地中連続壁の溝壁崩落後に実施したボーリング調

査の結果， 溝壁周辺の地盤が緩んでいることを確認した（図1.3-11の左図参照）。その

ため，地盤改良（高圧噴射攪拌エ）により当該地盤を補強した（図1.3-11の右図参照）。

地山側の高圧噴射攪拌工の改良体造成中に，掘削溝内にエアと排泥の一部の流入が確認

したことから，北4の掘削済の区画（剛結継手部，区画①及び⑮）では埋戻した砕石中に，

未掘削の区画⑯では原地盤に逸走防止用の薬液注入工を行った。その後，高圧噴射攪拌工

の改良体を造成した。

口：調査ボーリング削孔時にロッドが自沈
(Ac層の軟化） を確認した範囲
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(3) 北基礎区画⑬，⑭及び⑮における SMWの再構築

地中連続壁の溝壁防護エとしてSMWは構築済であったが，既設構造物の耐震裕度向上エ

事（地盤改良工 ：薬液注入エ）の施工において，北基礎区画⑬，⑭及び⑮のSMW（ガイド

ウォールの一部を含む）が支障となったことから，

（図1.3-12参照）。

西側
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図1.3-12 SMWの再構築位置及び断面図

(4) 北基礎区画⑮，⑮及び①における鉄筋かご建込み時の上げ下ろし

北4後行エレメントの鉄筋かごを区画⑮，⑯及び①に建込む際に，途中で抵抗を受け計画

深度以浅で止まってしまった。そのため， 鉄筋かごの上げ下ろしを複数回実施したが，計画

高さまで設置することができなかった。
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1. 3. 2 原因調査

不具合事象の観察結果及び不具合事象の発生と関連があると考えられる施工履歴の概要

を表1.3-1に示す。これらの整理結果から，不具合事象（コンクリート未充填及び鉄筋の

変形等）が発生した要因について分析した。

表1.3-1 観察結果及び施工履歴の概要

不具合事象 観察結果

コンクリート ・南基礎，北基礎のほとんどの剛結継手部でコンクリ

未充填 ート未充填が面的に分布しており，鉄筋が露出して

いる箇所があった。

・剛結継手部以外のコンクリート未充填の分布は

剛結継手部に比べ少なく， コンクリート未充填の一

部は隣接する剛結継手部から連続している。

・コンクリート未充填の最大深さは，北基礎で約70cm 
であり，剛結継手部の仕切板の際で観察され，未充

填部は粘性土で閉塞されていた。

・コンクリート未充填部は， 北基礎のSMW区間では

土砂を多く含んだスライムにより，南基礎及び北基

礎の SMW区間以深では粘性土により閉塞されて

いた。

・南基礎の区画⑮のコンクリート未充填部は，コンク

リー ト流出防止シート，土砂及びスライム ・安定液

を巻き込んだコンクリートにより閉塞されていた。

・北基礎の区画⑮のコンクリー ト未充填はSMW壁体

で閉塞されていた。

鉄筋の変形等 ・区画⑮，⑯及び①において鉄筋の変形等を確認した。

・区画⑮において鉄筋の交錯を確認した。

・北基礎の区画⑮，⑮及び①において鉄筋かごの高止

まりを確認した。

(1) コンクリ ー ト未充填の原因調査

a. 要因分析

施工履歴

0コンクリート打設中の溝壁崩
落及び崩落土砂等の流入

・崩落土砂撤去時にハンマー

グラブ等の使用

・崩落土砂等残置

0掘削中の溝壁崩落
・埋戻し砕石撤去時にハンマ

グラブを使用

・溝壁付近での地盤改良工の

実施

OSMWの再構築

• SMWの撤去 ・再構築

コンクリート未充填部の発生の原因のうち，直接原因として，コンクリー ト未充填部

が発生する直接原因として， 「コンクリート流路の阻害」， 「コンクリー トの流動性の

不足」が考えられる。

これらの直接原因について，その要因となる可能性のある項目を抽出し， コンクリー

ト未充填の調査結果，施工履歴及び施工記録に基づき，抽出した項目の発生の有無につ

いて検討，分析を実施した。要因分析図を図1.3-13に示す。

この結果，直接原因はコンクリートの流路阻害であり，以下の 5つの要因を抽出した。

これらの要因について次項にて詳述する。

①粘性土層 (Ac層）のはらみ出し及び崩落

②溝壁のはらみ出しにより崩落した土砂の押上げ

③崩落土砂等の残置

④SMWによる閉塞

⑤未改良地山の崩落
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想定事象 ・確認結果

【想定事象】掘削中・開放期間中は，安定液により不透水膜（マッドケーキ）が形成され，これを介して土圧と水圧とのバランスを確保し，溝壁の安定性が保持されている。このマッ ドケーキが

鉄筋等に付舒し厚みが増し，鉄筋間のコンクリートの流路が狭まりコンクリー ト未充填が発生する可能性がある。

【確認結果】施工手順や施工履歴を調査した結果，当該箇所のコンクリー トの打設前に高圧水流を用いてマッドケーキを洗浄し，除去していることを確認した。また，中実部側のコンク リート未

充填部の鉄筋が露出した箇所を確認した結果，鉄筋に厚いマッドケーキの付着が確認されなかった。

【想定事象】コンクリー トの打設中に，掘削溝内の安定液の浪度 （比重等）が管理甚準値を満足していない場合，安定液とコンクリー トの比重差の減少や安定液の粘性の増加により，安定液とコ

ンク リートの骰換性が悪化し，コンクリー ト未充填が発生する可能性がある。

【確認結果】施工記録により確認した結果，全てのコンク リートの打設前に，掘削溝内の安定液の浪度（比重等）が管理基準値を満足していることを確認した。

【想定事象】掘削溝が計画よりも小さく施工されていた場合，鉄筋かぶり部が縮小し，コンク リートの流路が狭まりコンク リート未充填が発生する可能性がある。

【確認結果】鉄筋かごの建込み前に超音波記録にて，掘削溝は所定の形状が確保されていることを確認したことから，掘削出来形不足の可能性はない。

【想定事象】地中連続壁のコンク リートは気中のコンクリートに比べて，打設中にコンクリー トと安定液が接し，安定液とセメン トのゲル化物をコンクリー ト中に巻き込みやすい。また， トレミ

ー管を使用して自然流動のみで，鉛直 ・水平鉄筋を乗り越えながら打設され，鉄筋かぶり部付近にスライムが集中し，コンクリー トの流路が狭まりコンクリート未充填が発生する可能性がある。

【確認結果】スライム ・安定液の巻き込みにより未充填は発生しない。なお，地中連続壁施工上，スライム ・安定液の巻き込みは通常起こりうる事象であり，この影孵に対しコンクリー ト強度を

割増すこととしている。

［想定事象】施工時に地盤に加わる荷重（施工機械等の上載荷重やコンク リートの打設圧）や安定液と地下水の水位差不足により溝壁のはらみ出しが発生し，コンク リート充填箇所の閉塞及び流

路阻害が発生する可能性がある。更に，溝壁のはらみ出しが大きくなるにつれ崩落し，下方及び隣接区画のコンクリー ト流路の閉塞及び阻害となり，コンク リート未充填が発生する可能性があ

【確認結果】南基礎地中連続壁の施工履歴及び施工条件に基づく 2次元FEM解析により，溝壁のはらみ出し発生を確認したことから，このはらみ出し及びその崩落物によりコンク リートの流路

が阻害され，コンクリー トの未充填が発生したと評価した（詳細は I.3. 2 (I)参照， 北基礎も同様の事象が発生と評価）。次項に詳述する。

【想定事象】はらみ出しにより崩落土砂を含んだスライムがSMW区間までコンクリート打設時に押し上げられ，コンクリー トの流路が狭まりコンク リート未充填が発生する可能性がある。

【確認結果］地中連続壁工法は，コンクリートの打設により比重の軽いスライムを上部に押し上げる工法である。観察結果から，北碁礎区画①，③,⑦，⑨及び⑬のSMW区間においてコンク リ

ート未充填部に土砂を含んだスライムを確認した。 SMW区間でははらみ出しは発生しないことから，はらみ出しにより崩落した土砂がSMW区間―ド方よりスライムとともに押し上げられ，鉄

筋のかぶり部に残留し，コンクリー トの流路が阻害され，コンクリートの未充填が発生したと評価した。次項に詳述する。

【想定事象】南基礎南 7 （区画⑭）のコンク リート打設中に溝壁が崩落し，区画⑮ヘコンク リート及び崩落土砂の流入が発生している。その後，区画⑮の崩落土砂等を撤去したが，中実部側の鉄

筋かぶり部の一部において崩落士砂等が撤去できず残謄したことから，区画⑮の中実部側においてコンクリー ト未充填が発生する可能性がある。

【確認結果】観察及び施工記録から，区画⑮の中実部側の鉄筋かぶり部のコンクリー ト未充填部においてコンクリー ト流出防止シー ト，スライム・安定液を巻き込んだコンク リート及び流入した

土砂の撤去残りが確認されており，これがコンクリートの流路を阻害した。次項に詳述する。

［想定事象】地盤改良（薬液注入）のため既設置のSMWの一部を撤去 ・再構築したため，掘削溝側にずれ，コンク リートの流路が狭まり，コンク リート未充填が発生する可能性がある。

【確認結果】観察結果から， 北碁礎区画⑮において地中連続壁のかぶり部にSMWを確認しており， SMWがコンクリー トの流路を阻害した。 施工記録から不連続となったSMWが土砂崩落によ

る周辺地山の緩みと掘削機等の上載荷重により，再構築部が変位した。次項に詳述する。

【想定事象】北基礎北3のコンクリー ト打設中に，区画①付近で溝壁の崩落が発生し土砂が堆積した。このため溝壁の崩落防獲のため区画①及び区画⑮に，砕石を充瑣しており砕石撤去の後の清

掃が不十分な場合，崩落土砂や埋戻し砕石が残留し，コンク リートの流路が狭まり コンクリー ト未充填が発生する可能性がある。

【確認結果】施工記録を確認した結果，鉄筋かご建込み直前に，高圧噴射攪拌工の施工機械を用いて高圧水流により崩落土砂や埋戻し砕石の除去及び消掃を行っていることを確認した。その後超

音波測定及びレッド測屈※lにより仕切板に崩落土砂や埋戻し砕石がないことを確認しており，仕切り板に崩落土砂や埋戻し砕石が残留した可能性はない。

【想定事象】開放期間が長期化したため，スライムが増加し， コンクリー トの流路が狭まることで，コンクリー ト未充填が発生する可能性がある。

【確認結果】施工記録を確認した結果，コンク リート打設前に継手清掃により鉄筋周りのスライムを除去するとともに，底部のスライムもサンドポンプでスライムを除去している。安定液の品質

（比重，粘性，砂分率）は試験により所定の管理基準値を満足しているため，スライムが増加した可能性はない。

【想定事象】既設のSMWの背面側下部に高圧噴射攪拌工を実施したが，溝壁周辺に未改良地山が残った。この未改良地山が崩落し，コンク リートの流路が狭まりコンク リート未充填が発生する
可能性がある。

［確認結果】溝壁周辺の未改良地山は高圧噴射攪拌工の地盤改良体と縁が切れやすい状態にあった。また，仕切板付近の溝壁（未改良地山）は継手清掃の高圧水流により不安定になった。ここに

コンクリート打設圧力が掛かり，区画①及び区画⑯のSMW下端付近の未改良地山が押し出され崩落し仕切板際に残留した。次項に詳述する。

【想定事象】配骰された鉄筋問隔とコンクリート中の粗骨材の最大粒径との差が比較的小さい場合，充填性に影響を与える可能性がある。また，流動性（スランプフロー値）が小さい場合，コン

クリート打設の際に打設位骰から躯体の端まで到達せず，コンクリー ト未充填が発生する可能性がある。

【確認結果】鉄筋間隔は最小区間でも約 100mm,これに対し粗骨材の最大粒径は 20mmで，これらはコンク リート標準示方書に碁づく最小鉄筋間隔と粗骨材の粒径の関係を満足しているため，
充填性は確保されている。また，高流動コンクリー トを使用し，受入検査で基準値を満足しているため，流動性は確保されている。

グレーでハッチンーグした記載は施工記録等から不具合事象発生の要因とならない要囚。

鉛（レッド）に目盛りのついたロープを地表から掘削溝底に垂らし，ロープが張った状態の目盛りを読み取ることで水深（掘削深度）を検査する方法。

図 I.3-13 コンクリート未充填の要因分析結果
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b． コンクリート未充填の推定原因

(a) 粘性土層 (Ac層）のはらみ出し及び崩落

コンクリート未充填部の観察結果より，未充填部の大部分が粘性土で閉塞されていた

ことを確認した。

そのため，地中連続壁の施工時の溝壁（粘性土層 (Ac層））の挙動に着目した。通

常は掘削後の溝壁は安定液で満たされ，この安定液圧と溝壁の土圧が均衡を保ち，溝壁

面の安定が保持される。ただし，土質，地下水位，安定液の性質，掘削形状（長さ，深

度），溝壁の掘置き期間，上載荷重及び周辺環境を考慮した上で，溝壁の安定性が確保

される場合以外は適切な補助工法を計画する必要がある。

本工事では，詳細設計（施工設計）における検討条件の選定において，地盤の特性や

掘置き期間の長さ，掘置き期間中に受ける荷重等，施エステップに対するリスクの想定

が不十分であったことから， 適切な補助工法を計画することができなかった。

この結果，施工時の荷重の影響（当初考慮していなかった地中連続壁の構築ステップ

における施工機械やコンクリート打設の荷重が繰返し中実部の地盤に作用し，内部圧力

として残留及び蓄積する状態等の荷重の影響），安定液と地下水位の水位差などにより，

溝壁の土圧と安定液の均衡が崩れ，溝壁（粘性土）がはらみ出し，その一部が崩落した

ことによりコンクリート流路を阻害してコンクリート未充填が発生したと推定した。

以上の推定が適切かどうかを確認するため，原地盤の応力状態及び施工条件を考慮し

た数値シミュレーション (2次元FEM解析）を実施した。
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イ． 数値シミュレーションの条件の整理

地中連続壁工法における溝壁の安定性（すべり及びはらみ出し）に影響を与える要

囚として，施工時の荷重（施工機械荷重及びコンクリート打設圧），地下水位と安定

液の水位差，並びに地盤の物性（強度等）が挙げられる。

本検討では，これらの要因に関して，施工記録に基づき施工時の荷重及び地下水位

と安定液の水位差について条件設定を行うとともに，地盤の物性は構成則（応力とひ

ずみの関係を数式で定義した力学モデル）により考慮した。これらの要因の条件設定

により，施工時の溝壁挙動を評価するため， 2次元FEM解析（解析コード：SoilPlus) 

による数値シミュレーションを実施した。

検討対象は，コンクリート未充填が先行して確認された南基礎のうち，掘置き期間

が最も長かった区画①とした。

まず，施工時の荷重条件について整理した。構築ステップごとに施工記録を確認し，

施工機械の配置及びその荷重履歴，並びにコンクリート打設時に生じる打設圧及びそ

の作用履歴を入力条件として設定した。

施工記録を整理した結果，施工機械は中実部側及び地山側の溝壁近傍の地盤上に配

置され，その荷重が繰り返し作用していたことを確認した（図1.3-14)。また，各

エレメントのコンクリート打設に伴う打設圧が，中実部側地盤に対して繰り返し作用

したことを確認した（図1.3-15)。

次に，地下水位と安定液の水位差については，施工記録に基づき，施工時の管理水

位を踏まえた条件として設定した。

さらに，地盤の物性については，各土質の力学挙動を適切に再現可能な構成則を採

用することで考慮した。粘性土層 (Ac層）については，ひずみ軟化及びクリープ特

性を考慮可能な弾粘塑性構成則（関ロ・太田モデルり を適用した。また，砂質土及

び礫質土 (du層， Ag2層， As層及びAgl層）については，弾性構成則を適用

した。

これらの施工条件を踏まえ，施工機械荷重及びコンクリート打設荷重が繰り返し中

実部地盤に作用する条件として設定した。さらに，構築ステップの進捗に伴い，コン

クリート壁（地中連続壁）による閉合状態に近づくにつれ，徐々に圧力の逃げ場がな

くなり，地盤の内部圧力として残留及び蓄積するものと想定した。当該想定について

は，数値シミュレーションにより確認することとした。

以上の条件設定に基づき，溝壁の変形挙動を対象とした数値シミュレーションを実

施した。図1.3-16に2次元FEM解析モデルを，表 l.3-2に剛結継手部の掘置き期

間を示す。

3) Sekiguchi, H. and Ohta,廿．： Inducedanisotropy and time dependency in clays, Proc. 9th ICSMFE, 
Specialty Session 9, Tokyo, pp. 229-237, 1977. 
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［コ： 施工エレメン ト

D:施工機械荷重作用面
母妥一
＼ C 1 C2  

仁コ： コンクリート打設済箇所

C3  C4 

⇒― 

C5 C6  C7 C 8 

施工機械は中実部外側に設置 施エ機械は中実部外側に設置

⇒l]]l南8]了記一ー 南2IIi 

日ロ

図1.3-14 構築ステップごとの施工機械の位置（施工機械荷重の履歴） （南基礎）

打設順 標記名 打設エレメント 打設順 標記名 打設エレメント

1 C 1 南 1 5 C5 南4

2 C2 南 3 6 C6 南 7

3 C3 南 2 7 C7 南 8

4 C4 南 5 8 C 8 南 6

疇 ：当該ステッブのコンクリート打設圧 ·~ ：前のステップのコンクリート打設圧
：前々のステップのコンクリート打設圧 q :前々以前のステップのコンクリート打設圧

C 1 | c 2 |c 3 | c 4 
會

|- | • 

：打設箇所

南 1打設

-1
-

]

.
 

南3打設 南2打設

’
 

C5 C6  C7 

』

南 5打設

C 8 

南4打設 南7打設 南8打設 南6打設

図1.3-15 構築ステップごとのコンクリー ト打設に伴う地盤への施工圧力の蓄積履歴（南基礎）
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【凡例 】

こコ 表暦改良(du外地下水位ヒ）

二表暦改良(du中地下水位上）

二 表暦改良(du地下水位下）

ー ガイドウォール

ロコ 溝壁防護（SMW)

ロコ 地盤改良(Ag2)

にコAg2
Ac 

二 As1
亡コAg1

一Km

面

西面

北面

東面

南面

着目 した掘削溝

図1.3-16 2次元FEM解析モデル

表1.3-2 剛結継手部の掘置き期間

区画
掘置き期間

南基礎

区画① 260日
区画③ 50日
区画⑤ 27日
区画⑦ 71日

区画⑨ 24日
区画⑪ 89日
区画⑬ 51日
区画⑮ 152日
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北基礎

440日
297日
92日
109日

235日

30日
132日
463日
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口． 数値シミュレーションによる解析結果

数値シミュレーション（水位差の条件として区画①における安定液と地下水位の実

際の差1.37 mを設定した）の結果を図1.3-17に示す。この結果，溝壁中の粘性土

層 (Ac層）で水平変位（はらみ出し）が進行していることを確認した（図の左側の

2次元FEM解析モデルは右側の変位の図と同一標高で記載）。また中実部側と地山

側の溝壁の水平変位を比べると中実部側の溝壁の水平変位がより大きい結果となっ

た。これにより，溝壁が掘削された状態で維持され，その間，施工機械の設置圧やコ

ンクリートの打設圧の繰返し作用が，中実部の内部圧力となって蓄積したことで中実

部側の溝壁の水平変位量（はらみ出し量）が大きくなったことを確認した。

溝壁①

部 曝ー部溝甲
水平変位 Dh(m) 水平変位 Dh(m) 

,~· 00 0. 10 0. 20 0. 30 0. 40 -0. 40 -0. 30 -0. 20 -0. 10 0. 00 
10 

地山側中実側 地山側満壁水平変位
（掘削直後をゼロとした変位）

中実側溝壁水平変位
（掘削直後をゼロとした変位）

...- ---► 

-10 -10 

一含 -2 0 

［凡例 】 o: 

ぶ］こコ表暦改良(du外地下水位上） ← 

亡碑改良(du中地下水位上） 喜-30 g -30 
仁□表暦改良(du地下水位下）
ー ガイドウォール 了
亡コ溝壁虞（SMW)
仁 地盤改良(Ag2)
こコAg2 -40 -40 

_ 99日
ー 107日

-50 I 
ー 122日
一 144日 -50 

一 184日
ー 192日
＿掘日き期間 (260曰）終了

-60 -60 

地山側

図1.3-17 溝壁（区画①）の変位推移
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掘削完了
攪械荷箆(M2)

コン打設（（2)

機械荷堕(M3)

コン打設（（3)

コン打設（（4)

攪械荷重(M5)

＿ コン打設(CS)

＿ コン打設((6)

＿ コン打設（（7)

ー 機械荷墜(M8)

ー一掘四き期間 (260日）終了

中実部側
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次に，周辺地下水位と安定液水位の水位差の影響を確認した。設定した地下水位は，

前述の解析結果（区画①における安定液と地下水位の実際の差1.3 7 m) に対する比

較ケースとして水位差を 2.0 mと3.0 mに変化させたケースを実施した。溝壁の最

大水平変位量の経時変化を図1.3-18に示す。安定液水位と地下水位の水位差が大き

くなるにつれ，最大水平変位量の値が小さくなっている。溝壁の水平変位量（はらみ

出し量）は，掘削溝の掘置期間や周辺地下水位と安定液水位の水位差にも影響を受け

ることを確認した。

(
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)

己
瞑
目
妥

K

0. 2 

0. 18 

0. 16 

0. 14 

o. 12 
o. 1 
0.08 

0.06 

0.04 

0.02 

゜゚

一 安定液と地下水位の差：1.37m

一 安定液と地下水位の差 ：2.0m

一 安定液と地下水位の差：3.0m

50 100 150 
掘り置き日数（日）

（地山側溝壁）

5

5

 

0

1

 

0

0

 

l

-

(

U

)

迂
謡
丹
ユ
ら
｛
ぽ

-0. 1 

-0.2 

-0. 25 

一 安定液と地下水位の差：1.37m

一 安定液と地下水位の差： 2.0m

一 安定液と地下水位の差：3.0m

200 250 300 

水位差

［凡例 l
亡 表暦改良(du外地下水位ヒ）

こコ表暦改良(du中地下水iili)

二表暦改良(du地下水位下）

ー ガイドウォール

こコ溝壁叫（SMW)

にコ 地盤改良(Ag2)

亡コAg2
亡 Ac
亡 As1
亡 Ag1
置鵬’Km

50 100 150 
掘り置き日数（日）

200 250 300 

図1.3-18 

（中実部側溝壁）

安定液水位と地下水位の水位差による溝壁の最大水平変位
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粘性土層 (Ac層） の分布範囲の以深でもコンクリート未充填部が粘性土で閉塞され

た箇所が確認されており，その原因を検討した。

はらみ出しが発生した溝壁中の粘性土層 (Ac層）ははらみ出し量が大きくなるに

つれ不安定になり，その一部は，溝壁のはらみ出し部から崩落する。崩落した土砂はコ

ンクリート流路を阻害することになり，粘性土層 (Ac層）下方にもコンクリート未充

填が発生すると推定した。

以上より，構築ステップの進捗に伴い，溝壁の水平変位量（はらみ出し量）が増加す

ることを，数値シミュレーションにより再現・確認できたことから，はらみ出し及びそ

の崩落土砂により，コンクリートの未充填が発生したと評価した。

発生メカニズムの模式図を図1.3-19に示す。 溝壁が掘削された状態で長期間維持さ

れ，その間，溝壁周辺に繰返し上載する掘削機の荷重や周辺のコンクリートの打設圧，

安定液水位と地下水位の水位差不足により，中実部側の粘性土層 (Ac層）地盤の溝壁

にはらみ出しの変形が発生し，鉄筋かぶり部の閉塞やコンクリートの流路の阻害により

コンクリート未充填が発生した。また，はらみ出した粘性土層 (Ac層）の一部が不安

定となり，下方（隣接区間を含む）へ崩落・堆積し，鉄筋かぶり部の閉塞やコンクリー

トの流路の阻害によりコンクリート未充填が発生した。
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▼安定液水位

下水笙—―°77言「
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掘削面
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f
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圧
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重機荷重 かぶり部

▼安定液水位

▼地下水位 t 
= t 鉄筋

安定液

¢ はらみ

粘性土層
(Ac層）

¢ 
岩盤 l 掘削溝

掘削面（溝壁）は安定液の水圧によ 施工時の重機荷重が加わり，水位

り変形が抑制され，安定的に保持さ 差が不足したため溝壁の変形が抑

れている。 ピ：這されなかった。

はらみ出しが継続し，その一部が

下方に崩落し，土砂として堆積す

る。

王 安定液立

f
 
はらみ出し及び崩落・堆積した粘

性土がかぶり部に居残り，コンク

リートで置き換わらず未充填部が

生成される。

図1.3-19 発生メカニズムの模式図
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(b) 溝壁のはらみ出しにより崩落した土砂の押上げ

観察結果より， SMW区間のコンクリート未充填部は，北基礎のみ広く分布しており，

区画①，③,⑦，⑨及び⑬のコンクリート未充填部には，土砂を含んだスライムを確認

した（図l.3-20参照）。

SMW区間は，掘削溝に地山が露出せず， 粘性土 (Ac層）のはらみ出しは発生しな

いことから， これらのコンクリート未充填の発生の推定原因を検討した。

地中連続壁工法は，コ ンクリートとスライムの比重差を利用して，掘削溝中のスライ

ムをコンクリート打設において打設面の上昇とともに上方に押し上げ，構造物上部に排

出することを想定したエ法である。

また，北基礎は南基礎に比べて粘性土層 (Ac層）の分布が厚く， SMW区間以深の

はらみ出し，崩落が広範囲にわたり発生している。この崩落した粘性土 (Ac層）の一

部は，スライムに混入し，コンクリート打設に伴って， SMW区間まで押し上げられた

が，崩落土砂を多く含んでいたため上部に排出されなかった。 以上より， SMW区間で

発生したコンクリート未充填（区画①の一部及び区画⑮を除く）は，この土砂を多く含

んだスライムが， SMW区間の鉄筋かぶり部に流入したことによるものと推定した（図

1. 3-21参照）。

団 ： □芦ロニ三 手：
"'I'----'"-ーー ・1..Jh吐 II... ［一、：：・ロ／11 / 1 4 

コ→即 l 廷 •• ·•= 四＂ 結 コーナー

部

（地山側）

齋
（
写
ヨ
妾
）

中実部側

凡例

亡コ ：未改良地山の崩落による閉塞（後述）

亡コ ：崩落土砂を含んだスライムによる閉塞

亡コ ：SMWによる閉塞

亡コ： スライム ・安定液の巻き込み

亡コ：先行エレメント
亡コ：後行エレメント
こコ：後行エレメント
ー ：壁面の観察範囲

（剛結継手部）

（剛結継手部以外）

図1.3-20 崩落土砂を含んだスライムによる閉塞を確認した箇所（北基礎SMW区間）
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［地山側］ ［中実部側］

トレミー

【SMW区間以深打設時】

安定液

崩落土砂を多く

含むスライム

コンクリート

粘性土層 (Ac層）

はらみ出し・崩落

［地山側］ ［中実部側］

崩落土砂を多く含むスライ

ムが上部まで押し上げられ

ずに鉄筋かぶりに流入

【SMW区間打設時】

図1.3-21 溝壁のはらみ出しにより崩落した土砂の押上げ
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(c) 崩落土砂等の残置

観察結果より，南基礎区画⑮ではコンクリート未充填部にコンクリート流出防止シー

ト，土砂及びスライム・安定液並びにこれらを巻き込んだコンクリートを確認した（図

1. 3-2 2参照）。

施工履歴を確認したところ，南7のコンクリート打設中に溝壁が崩落し，区画⑮ヘコ

区画⑮の崩落土砂等を撤去したが，

中実部側の鉄筋かぶり部の一部において崩落土砂等が撤去できず中実部掘削時に対応

ンクリート及び崩落土砂の流出が発生し， その後，

するとして一部残置したことを確認した。

以上より，区画⑮の中実部側においてコンクリート未充填は崩落土砂等の残置により

発生したと推定した。

区画⑮

T.P.-21.0m 

T.P.-26.5m 

（
奉
ヨ
妾
）

（地山側）

（地山側）

：先行エレメント

：後行エレメント（剛結継手部）

：後行エレメント（剛結継手部以外）

：壁面の観察範囲

コンクリート流出防止シート

T.P.-21.0rn~ -26. 5 IIl 

図1.3-2 2 中実部掘削時のコンクリート未充填部の状況
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(d) SMWによる閉塞

観察結果より，北基礎区画⑮ではコンクリート未充填部にSMWの壁体を確認した。

施工履歴を確認したところ，北基礎区画⑬，⑭及び⑮において，既設構造物の耐震裕

度向上工事として地盤改良（薬液注入エ）の施工に既設置のSMWの一部が干渉したこ

とから，準備工にて同SMWの撤去・再構築を行った。このSMWの撤去・再構築のた

め，既設のSMWと再構築SMWの間に鉛直打継ぎ目が発生した。その結果，再構築s
MWは既設SMWと一体化していない状況となった （図1.3-2 3参照）。

さらに，重機の上載荷重と周辺地山の緩みにより， 再構築SMWが地中連続壁の内側

に変位（約 10cm) し，地中連続壁のかぶり部に入り込み， コンクリートの流路を阻害

しコンクリート未充填が発生したと推定した（図1.3-24参照）。
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図1.3-24 S MWの変位によるコンクリート流路の阻害
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(e) 未改良地山の崩落

観察結果から，北4後行エレメントの剛結継手部（区画①及び⑮）において， SMW

下端付近で仕切板に沿って最大深さ約70cmのコンクリート未充填箇所を確認した。

当該コ ンクリート未充填部は，他のコンクリート未充填部に比べ局所的に深く未充填

状況が異なったため， 試料を採取し， X線回折分析を実施した結果，当該箇所の堆積物

は地山由来の粘性土 (Ac層）であることを確認した。

施工履歴を確認したところ，北4後行エレメントでは，既設の溝壁防護SMWの背面

側下部に，高圧噴射攪拌工による溝壁補強を実施していた。ただし，溝壁への影響を回

避するため， 溝壁と改良体との間には最小で厚さ約 Imの未改良地山 (Ac層）を残し

ていた。 この未改良地山は，改良体との一体性が乏しく， 縁切れを生じやすい状態にあ

った。さらに， 当該箇所の継手清掃には高圧水流が用いられており， その影響により仕

切板付近の溝壁（未改良地山） が不安定化したものと判断した。

以上より，この未改良地山の挙動を検討した結果，コンクリート打設時の打設圧が溝

壁にかかり，その力が地盤改良体に挟まれた未改良地山を掘削溝側に押し出した。その

影響で未改良地山が崩落し，コンクリート流路を阻害し，コンクリート未充填部を形成

したと推定した（図1.3-25参照）。
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(2) 鉄筋の変形等の原因調査

a. 要因分析

鉄筋の変形等（鉄筋かごの高止まり事象を含む）の発生の直接原因としては， 「はら

み出した溝壁の接触」， 「溝壁への接触」及び「設置済み鉄筋かごへの接触」が考えら

れる。

これらの直接原因について，その要因となる可能性のある項目を抽出し，鉄筋の変形

等の調査結果及び施工履歴・施工記録に基づき，抽出した項目の発生の有無について検

討・分析を実施した。要因分析図を図1.3-26に示す。

この結果，直接原因は， 「設置済み鉄筋かごへの接触」であり，以下の 2つの要因を

抽出した。これらの要因について次項で詳述する。

①ハンマーグラブの接触

②鉄筋かご同士の接触
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想定事象 ・確認結果

【想定事象】はらみ出した溝壁が先行エレメントの鉄筋に接触し，鉄筋の変形等が発生した可能性がある。

【確認結果】はらみ出した溝壁は粘性土であり，鉄筋を変形させる程の剛性 ・強度はない。

【想定事象】崩落土砂やコンクリートが流入し鉄筋の変形等が発生した可能性がある。

【確認結果】崩落土砂やコンクリートは，格子状の鉄筋の隙間を通過するため，鉄筋自体に著しい変形を与えるような圧力は作用せず，鉄筋の変形が発生する可能性はない。

【想定事象】掘削溝が計画の掘削形状（幅，深さ）を確保していない場合，溝壁に鉄筋かごが接触し，鉄筋の変形等が発生した可能性がある。

【確認結果】施工記録から鉄筋かご建て込み前に超音波測定及びレッド測駄にて溝壁が計画の掘削形状（幅，深さ）を確保していることを確認した。

【想定事象】鉄筋かごが設計と異なる寸法で組み立てられた場合，鉄筋かごが溝壁に接触し，鉄筋の変形等が発生した可能性がある。

【確認結果】施工記録から鉄筋かごを組み立てた段階で，寸法検査を実施していること，寸法検査の結果が設計寸法と相違ないことを確認した。

【想定事象】鉄筋かごの運搬，建込みの際の変形により，鉄筋かごが溝壁に接触し，鉄筋の変形等が発生した可能性がある。

【確認結果】鉄筋かごは補強枠で剛性が確保されており，運搬の振動や建込み時の吊り作業で変形が生じることはないよう設計されている。

［想定事象】地盤改良 （薬液注入）のため既設骰のSMWの一部を撤去 ・再構築したため，掘削溝側にずれ，鉄筋に接触し， 鉄筋の変形等が発生した可能性がある。

【確認結果】観察結果から SMWの位硲はかぶり部で留まっており（変位駄 locll1），鉄筋に接触した可能性はない。

【想定事象】剛結継手部に防護ポックス（掘削機から剛結継手部の鉄筋を防護する治具）を設骰する際に， 剛結継手部の鉄筋等に接触し，鉄筋の変形等が発生した可能性がある。

［確認結果】施工履歴から防護ポックスの設梱の手順において， 仕切板に設置されているT字のガイ ド銅材に防護ポックスのガイドを添わせることで位囲ずれを起こさず設罹できることから
鉄筋に接触した可能性はない。また， ガイド銅材が使用できなかった北基礎区画①及び区画⑮，南基礎区画⑮については建込み中は，測址から割り出された逃げ扱から，側方4箇所により

位囲を管理しながら建込んでおり，鉄筋との離隔も片側 100llllllあることから，鉄筋に接触した可能性はない。

【想定事象】コンク リート打設においてトレミー管を降下，移動，上昇させた際に， トレミー管が設囲済の鉄筋等に接触し，鉄筋の変形等が発生した可能性がある。

【確認結果】施工手順等を確認した結果，トレミー管の直径は 30Clll弱であり，コンクリート打設時は鉄筋かごの内側にある補強枠の中で使用していることから，鉄筋等に接触する可能性は
ない。

【想定事象】掘削済みの剛結継手部の地山崩落を防ぐために砕石を投入し埋戻した。その砕石が投入時に剛結継手部の鉄筋等に接触し，鉄筋の変形等が発生した可能性がある。

（確認結果）砕石は安定液中を落下させており，衝撃エネルギーは水中であることから減退するため著しい変形を与えるような力は作用しない。

【想定事象】溝壁の補強として地山に縫地鉄筋を挿入するための削孔（ケーシング（cf)135 mm)を使用）， 剛結継手部に堆梢した崩落土砂等をほぐすための削孔において， 削孔が曲がりケーシ
ングが鉄筋等に接触し， 鉄筋の変形等が発生した可能性がある。

【確認結果】施工手順を確認した結果，ポーリング孔の削孔時に鉄筋等にケーシングが接触した場合，オペレーターは即時に異常を感知し削孔機を停止させることを確認した。

【想定事象】溝壁の補強として高圧咽射攪拌エ（ロッドcf)I 14. 3皿）の削孔，剛結継手部に堆積した崩落土砂等をほぐすための削孔において，削孔が曲がり，鉄筋等に接触し， 鉄筋の変形等が
発生した可能性がある。

【確認結果】施工手順を確認した結果，ロッ ドはゆっくり降下させており，接触しても鉄筋を変形させるほどの荷重はかからないことを確認した。また，鉄筋等にケーシングが接触した場合，

オペレーターは即時に以上を感知し，削孔機を停止させることを確認した。

【想定事象】脱落した高圧噴射のロ ッドの回収治具 （油圧ハンマーグラプ，クラムシェルパケッ ト）が，鉄筋等に接触し， 鉄筋の変形等が発生した可能性がある。

【確認結果】施工手順を確認した結果，作業状況を確認した結果，ロッド回収治具はゆっくり昇降されていたため， ロッド回収治具が鉄筋等に接触した際にはクレーンの荷重計によりオペレ

ーターが即時に気づくことを確認した。

注 ：グレーでハッチングした記載は施工記録等から不具合事象発生の要因とならない要因。

図 I.3-2 6 鉄筋の変形等の要因分析結果（その 1)
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想定事象 ・確認結果

【想定事象】剛結継手部で崩落土砂等の撤去にハンマーグラプを使用した場合，鉄筋等に接触し，鉄筋の変形等が発生した可能性がある。

【確認結果】ハンマーグラプの投下位置は鉄筋の位置を踏まえ管理していたが，鉄筋等とハンマーグラプの投下位置の離隔は小さく，ハンマーグラプ沈降時（ワイヤーで吊った状態で水中落下）

の揺動で接触する可能性がある。また，ハンマーグラプで掘削する場合は，自由落下させるため鉄筋に接触してもオペレーターが気づかない可能性がある。なお，使用後の超音波測定記録で，

鉄筋の変形等を示唆する結果を確認した。次項に詳述する。

【想定事象】剛結継手部において全周回転掘削機を用いてケーシング（の1,500 mm)を建込み，崩落土砂等の切削・ 撤去を行った際，ケーシングが鉄筋等に接触し，鉄筋の変形等が発生した可
能性がある。

【確認結果】施工手順から，全周回転掘削機のケーシングは測屈から割り出された設囲済みの鉄筋等の位骰を避けて設骰する管理がなされているとともに，ケーシング設骰位骰は全周回転掘削

機により固定され，鉛直性を確認しながら建込んでいることを確認した。したがって，ケーシングが鉄筋に接触する可能性はない。

【想定事象】剛結継手部でサクションポンプを用いて崩落土砂等の吸引・撤去を行った際，サクションポンプに繋がるトレミー管が鉄筋等に接触し，鉄筋の変形等が発生した可能性がある。

【確認結果】ト レミー管の直径は30cm弱であり，降下・上昇は，掘削溝幅の中央で実施し，鉄筋位骰から十分に離れていることから接触する可能性はない。また，ポンプによる堆積物撤去作
業において， トレミー管の水平移動は，クローラークレーンにより低速でブームの旋回起伏操作により行うため，鉄筋等に接触する可能性はあるものの変形等に至らない。

【想定事象】後行エレメントの建込みの際に，鉄筋かご同士が接触し，鉄筋の変形等が発生した可能性がある。

［確認結果】観察結果から鉄筋の変形等を陣認した区画のうち南基礎区画⑮並びに北基礎区画①及び⑮において鉄筋かご同士の接触（交錯）を確認していること，前述した通り，ハンマーグラ

プの接触により鉄筋の変形の可能性があることから，後行エレメントの建込みの際に変形した鉄筋を起点に鉄筋かご同士が接触・進行し，広範囲の鉄筋の変形等が発生したと推定した。また，

北基礎区画①及び⑮では，鉄筋かご同士の錯綜を確認しており，その結果，鉄筋かごの高止まり事象が発生したと推定した。次項に詳述する。

注 ：グレーでハッチングした記載は施工記録等から不具合事象発生の要因とならない要因。

図 I.3-2 6 鉄筋の変形等の要因分析結果（その 2)
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b. 鉄筋の変形等の推定原因

(a) ハンマーグラブの接触

施工履歴を確認すると，鉄筋の変形等を確認した南基礎区画⑮，北基礎区画①，③，

⑤，⑦，⑨及び⑮において，鉄筋かご建込み後，土砂等の撤去にハンマーグラブを使

用していることを確認した。

ハンマーグラブの投下位置は鉄筋の位置を踏まえ管理していたが，鉄筋等とハンマ

ーグラブの投下位置の離隔は小さく ，ハンマーグラブ沈降時（ワイヤーで吊った状態

で水中落下）の揺動で接触する可能性がある。また，ハンマーグラブで掘削する場合

は，自由落下させるため鉄筋に接触してもオペレーターが気づかない可能性がある。

施工記録から，ハンマーグラブ使用後の超音波測定において，鉄筋の変形等を示唆

する記録を確認した。ハンマーグラブによる土砂撤去中及び後行エレメントの鉄筋か

ご建込み前の掘削溝の超音波測定結果を図1.3-28に示す。ハンマーグラブによる土

砂撤去作業中に発生した凸部（図1.3-2 8左図）は，既に建込んでいる先行エレメン

トの鉄筋等に変形が生じたものである。後行エレメントの鉄筋かご建込み前の超音波

測定結果（図1.3-28右図）では，この凸部の一部はなくなっており，撤去中の土砂

等の可能性もあるが，保守的に鉄筋等が変形したものとして評価する。

以上より，土砂等の撤去において，既に設置されていた地山側及び中実部側の水平

鉄筋や鉛直フラットバー等にハンマーグラブが接触し，鉄筋等※を変形させたと推定

した。ハンマーグラブと鉄筋等の接触状況の推定図を図1.3-2 7に示す。

※ 「鉄筋等」 とは，水平鉄筋，鉛直フラットバー及び水平フラットバーをいう。
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図1.3-2 7 ハンマーグラブと鉄筋等の接触状況の推定図
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(b) 鉄筋かご同士の接触

観察結果から，南基礎区画⑮及び①ならびに北基礎区画⑮及び①にて，先行エレメ

ントの鉄筋かごと後行エレメントの鉄筋かごが互いに接触・交錯し，鉄筋等が変形し

ていることを確認した。

また，前項 (a)に示した通り，ハンマーグラブが接触し先行エレメントに凸部（変形

した鉄筋等）が発生したと推定した。

後行エレメント建込みの際に生じた鉄筋変形のメカニズムを時系列で図 1. 3-2 9に

示し，その内容を以下に示す（以下の I~Nは同図の番号を記載）。

I.先行エレメントの凸部（鉛直フラットバー・水平鉄筋）に建込まれた後行エレ

メントの鉄筋かごが接触した。

II．後行エレメントの鉄筋かごの建込みが進行し，中実部側の後行エレメントの鉛

直フラットバーの隙間より，変形した先行エレメントの鉛直フラットバー・水平

鉄筋が後行エレメントの鉄筋かご内に進入した。

皿後行エレメントの鉄筋かごの建込みが更に進行し，中実部側の先行エレメント

の水平鉄筋と後行エレメントの鉛直フラットバー・水平鉄筋が干渉し，その状態

で鉄筋かごの建込みを進めたことに伴い，先行エレメントの水平鉄筋は下方に変

形した。また，後行エレメントの中実部側の水平鉄筋も変形（一部は脱落）した。

w．区画⑮の鉄筋かご同士の接触により，後行エレメントの鉄筋かごが南 7側に引
き込まれ，区画①にて先行及び後行エレメントの鉄筋かご同士が接触したと推定

した。

また，北基礎の北4 （区画⑮，⑯及び①）では，後行エレメントの鉄筋かご建込み

中に鉄筋かごが計画深度より約 70cm高い位置までしか建込めない状態となり，その

対応として鉄筋かごの上げ下ろしを複数回実施した。このため，観察された通り，先

行及び後行エレメントの鉄筋同士が接触．錯綜し，これにより計画深度まで至らない

位置で高止まりを起こしたと推定した。
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中実部側

先行エレメント
鉛直フラットバー

先行エレメント
水平鉄筋

先行エレメント
鉛直鉄筋

＇ I 
＇ ＇ 鉛直フラットバーの変形に

伴い水平鉄筋も内側に引っ
張られる。

先行エレメント
鉛直フラットバー 1 

掘削壁面

凡例

かご
後行エレメント）の
方向

V型鋼材

堆積土砂等の撤去時に変形して
いた鉄筋等がV型鋼材，鉛直フラ
ットバー（後行）に接触する。

I:先行エレメント鉛直鉄筋 I:後行エレメント鉛直鉄筋
o:先行エレメント水平鉄筋 o:後行エレメント水平鉄筋
I :先行エレメン ト I :後行エレメント
鉛直フラットバー 鉛直フラットバー

む ：位置がずれた先行エレメント水平鉄筋（元の位置）

0:位置がずれた水平鉄筋 r ：変形した鉛直フラットバー

【解説】
崩落土砂等の撤去にて変形した先行エレメント
の凸部（鉛直フラットバー・水平鉄筋）が建込
まれた後行エレメントの鉄筋かごに接触した。

界行エレメント
水平鉄筋

II.… 左図の断面位置

l,Ig 断面描画方向

図1.3-2 9 後行エレメントの鉄筋かご建込み時の鉄筋の変形等 (I)

中実部側

先行エレメント

鉛直フラッ トバー

先行エレメント

水平鉄筋

先行エレメント

鉛直鉄筋

先行エレメント

鉛直フラットバー 1 

＇ 掘削壁面

【解説】

更に後行エレメントの鉄筋かごの建込み

が進行し， 中実部側の後行エレメントの鉛

直フラットバーの隙間より，変形した先行

エレメントの鉛直フラットバー・水平鉄筋

が後行エレメントの鉄筋かご内に進入し

た。

鉄筋かご

] ]言孟レメント）の

¥|鉛直フラットバー（後行）に隙間があ

ったため，変形した鉄筋等が鉄筋かご

内に進入した。

図1.3-29 後行エレメントの鉄筋かご建込み時の鉄筋の変形等 (II)
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中実部側

先行エレメント

鉛直フラットバー

先行エレメント

水平鉄筋

先行エレメント

鉛直鉄筋

先行エレメント

鉛直フラットバー I 

掘削壁面

後行エレメント

水平鉄筋

後行エレメント

鉛直鉄筋

鉄筋かご

【解説】

更に後行エレメントの鉄筋かごの建込み

が進行し，中実部側の先行エレメントの水

平鉄筋と後行エレメントの鉛直フラット

バー・水平鉄筋が干渉し，その状態で鉄筋

かごの建込みを進めたことに伴い，先行エ

レメントの水平鉄筋は下方に変形した。ま

た，後行エレメントの中実部側の水平鉄筋

も変形（一部は脱落） した。

（後行エレメント）の

進行方向

鉄筋かごの建込みの進行に伴い進入した鉄筋等

が更に鉄筋かごに入り込み水平鉄筋，鉛直フラ

ットバーと干渉。変形・脱落等を発生させる。

図1.3-2 9 後行エレメントの鉄筋かご建込み時の鉄筋の変形等(ill)

先行エレメント

鉄筋かご
【解説】

区画⑮の接触・干渉により後行エレ

メントの鉄筋かごが南 7側に引き込

まれ，区画① （剛結継手部）において

先行エレメントと後行エレメントの

中実部側の水平鉄筋が接触し，先行

エレメントの水平鉄筋が変形した。

I 
• 掘削壁面 」 し ：冒：、メント

（設計建込み位置）
鉄筋かご

（後行エレメント）の

進行方向

図1.3-2 9 後行エレメントの鉄筋かご建込み時の鉄筋の変形等 (N)

1-54 56 



1. 4 まとめ

1. 4. 1 

(1) 

不具合事象の調査結果のまとめ

コンクリート未充填の調査結果のまとめ

地中連続壁の中実部側について， 南基礎各区画の調査結果を表1.4-1に，北基礎各区画

の調査評価を表1.4-2に示す。なお，地中連続壁の地山側にて音響探査等を実施した結果，

地山側の壁面にもコンクリート未充填があることを確認した（詳細は1.5. 1 参照）。

表1.4-1 南基礎各区画の調査結果（中実部側壁面のコンクリ ート未充填）

発生要因

①粘性土層 ②崩落土砂等 ③SMWによ ④未改良地山 ⑤溝壁のはら
区画 区分 判定 (Ac層） の残置 る閉塞 の崩落 み出しによ

のはらみ り崩落した

出し及び 土砂の押上
月中月t各1, げ

〇 ：あり 〇 ：あり 〇 ：あり 〇 ：あり 〇 ：あり 〇 ：あり
ー：なし※ ー： なし ー：なし ー：なし ー：なし ー：なし

① 剛結継手

゜ ゜② 先 f／丁一

③ 剛結継手

゜ ゜④ 後 行

゜ ゜③から流入⑤ 剛結継手

゜ ゜⑥ 先 fノ丁ー

⑦ 剛結継手

゜ ゜⑧ 後 1／丁一

゜ ゜⑦から流入⑨ 剛結継手

゜ ゜⑩ 先 1/丁-

⑪ 剛結継手

゜ ゜⑫ 後 行

゜ ゜⑪から流入⑬ 剛結継手

゜ ゜⑭ 先 f，，丁一

⑮ 剛結継手

゜ ゜⑯ 後 ，，f丁― 

※判定の「一：なし」は，地中連続壁工法上の想定範囲に相当する，ごく軽微なコンクリート未充填である。

（地山側）

睾
（
奉
二
1
妾

）

中実部側

（地山側）
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表 l.4-2 北基礎各区画の調査評価（中実部側壁面のコンクリート未充填）
発生要因

①粘性土層 ②崩落土砂等 ③SMWによ ④未改良地山 ⑤溝壁のはら
区画 区分 判定 (Ac層） の残置 る閉塞 の崩落 み出しによ

のはらみ り崩落した

出し及び 土砂の押上
月中月t各19 げ

〇 ：あり 〇 ：あり 〇 ：あり 〇 ：あり 〇 ：あり 〇 ：あり
ー： なし※ ー： なし ー： なし ＿ ．． なし ー：なし ー・．なし

① 剛結継手

゜ ゜ ゜ ゜② 先 ィノ丁ー

③ 剛結継手

゜ ゜ ゜④ 後 ノ1丁ー

⑤ 剛結継手

゜ ゜⑥ 先 fノ丁ー

⑦ 剛結継手

゜ ゜ ゜⑧ 後 /f丁-

⑨ 剛結継手

゜ ゜ ゜⑩ 先 ノf丁ー

⑪ 剛結継手

゜ ゜⑫ 後 ノf丁ー

⑬ 剛結継手

゜ ゜ ゜⑭ 先 ／f丁一

⑮ 剛結継手

゜ ゜ ゜ ゜⑯ 後 fノ丁ー

※判定の「一：なし」は，地中連続壁工法上の想定範囲に相当する，ごく軽微なコンクリート未充填である。

（地山側）

董

（
声
三
1
妾

）

中実部側

（
声
三
1
妾

）

（地山側）
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(2) 鉄筋の変形の調査結果のまとめ

南基礎各区画の調査結果を表1.4-3に，北基礎各区画の調査評価を表1.4-4に示す。

表1.4-3 南基礎各区画の調査評価（鉄筋の変形）

中実部側

ハンマーグラブ 鉄筋かご同士の

区画 区分 1 区分2 接触による破損 接触

〇 ：あり 〇 ：あり

：なし ：なし

① 剛結継手
＇鉛直鉄筋

水平鉄筋 ゜゚
② 先 付／ー し担塵鉄筋

水平鉄筋

③ 剛結継手
I鉛直鉄筋
水平鉄筋

④ 後 f／丁一 l 鉛直鉄筋

水平鉄筋

⑤ 剛結継手
鉛直鉄筋

水平錬筋

⑥ 先
鉛直鉄筋

／釘一^  
水平鉄筋

⑦ 剛結継手口水平鉄筋
⑧ 

＇鉛直鉄筋
後 ノf丁ー

水平鉄筋

⑨ 
鉛直鉄筋

剛結継手
水平鉄筋

⑩ 先 釘、9一^  鉛直鉄筋

水平鉄筋

⑪ 
鉛直鉄筋

剛結継手
水平鉄筋

⑫ 
鉛直鉄筋

後 fノ丁ー
水平鉄筋

⑬ 剛結継手
鉛直鉄筋

水平鉄筋

⑭ 
鉛直鉄筋

先 /f丁- ― 
水平鉄筋

⑮ 剛結継手一鉛
直鉄筋

水平鉄筋 ゜゜⑮ 後 ，，f丁• — • 

鉛直鉄筋

I 
水平鉄筋

゜（地山側）
| 

I 
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表 l.4-4 北基礎各区画の調査評価（鉄筋の変形）

中実部側

ハンマーグラブ 鉄筋かご同士の
区分2 接触による破損 接触区画 区分 1

〇 ：あり 0:あり
ー：なし ー：なし

゜
鉛直鉄筋

゜
① 剛結継手

水平鉄筋

゜鉛直鉄筋
② 先 f，，丁一

水平鉄筋

鉛直鉄筋
③ 剛結継手

水平鉄筋

゜鉛直鉄筋
④ 後

釘／一一 水平鉄筋

鉛直鉄筋
⑤ 剛結継手

水平鉄筋

゜鉛直鉄筋
⑥ 先 /f丁-

水平鉄筋

鉛直鉄筋
⑦ 剛結継手

水平鉄筋

゜＇ 鉛直鉄筋
⑧ 後 1／丁一

水平鉄筋

鉛直鉄筋
⑨ 剛結継手

水平鉄筋

゜鉛直鉄筋
⑩ 先 ノィ丁ー

水平鉄筋

鉛直鉄筋
⑪ 剛結継手

＇ 水平鉄筋

鉛直鉄筋
⑫ 後 1ノ~丁一

＇ 水平鉄筋

鉛直鉄筋
⑬ 剛結継手

水平鉄筋

鉛直鉄筋
⑭ 先 /f丁-

水平鉄筋

゜
鉛直鉄筋

゜
⑮ 剛結継手

水平鉄筋

゜鉛直鉄筋

゜
⑯ 後 /fr丁-

水平鉄筋

（地山側）

憂

（
一
季
ヨ
妾
）

中実部側
奉
ヨ
妾
）

（地山側）
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1. 4. 2 原因と対策

設計及び工事の計画（以下 「設工認」という。）に基づく「設計・エ事・検査」の一連

のプロセスの中で発生した不具合事象について，その位置付けと発生メカニズムを整理し，

根本原因の抽出及び再発防止策の検討を行った。

設工認におけるプロセス上の位置付け確認として設工認における設計，工事及び検査の

流れを表 l.4-5に示す。本事象は，これらの工程のうち「工事及び検査」段階において発

生した不具合である。一方， 「設計」段階においては，設計及び工事に係る品質マネジメ

ントシステムに従い，所定の手順に基づいて適切に業務が遂行されており，特段の問題は

確認されなかった。

「工事及び検査」の中で実施される具体的設備の詳細設計（設計 3)のアウトプットを基

に現地据付工事が行われる。不具合事象の発生の背景として，この据付工事に関わる設計

開発プロセスにおいて，表 l.4-6に整理した着眼点の通り「必要な確認視点が十分でなか

ったこと」が，本事象の発生に直接的に影響した。

事象分析及び根本原因の抽出として，不具合事象の内容と，不足した確認及びそれが発

生原因にどのように関連したかについて整理した結果を表 l.4-7に示す。この分析結果よ

り，複数の要因を統合的に評価し，事象を引き起こした根本原因として以下の 2点を抽出

した。

•各施エステップにおいてリスク想定が不十分であり，不具合の発生を予期できな

かった。

・工事が計画通り行われていることを直接確認せず，代替措置を講じなかった。

再発防止策として今後の工事を計画通り確実に遂行するため，抽出した根本原因に対応

する具体的な対策を表 l.4-8に示す。これらの対策は，設計開発プロセスにおける確認項

目の明確化，品質管理手法の強化及び現場施工段階におけるチェック体制の充実を中心と

している。

表1.4-5 設工認における設計，工事及び検査の各段階

基本設計方針の作成（設計 1)

適合性確認対象設備の各条文への適合性を確保するための設計（設計 2)
設計

設計のアウトプットに対する検証

設工認申請（届出）書の作成・承認

設工認に基づく具体的な設備の設計の実施（設計 3)← （原因となったプロセス）

工事及び
具体的な設備の設計に基づく工事の実施（現地据付工事） ←本事象発生

検査

使用前事業者検査の計画，管理，実施
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表 l.4-6 事象発生の時系列

年月日 事象

2018年 10月 東海第二発電所DB/SA工認認可

2019年9月 防潮堤（鋼製防護壁）設置工事を発注

工事仮設（溝壁の安定性）の検討において掘削幅が大きいケースを代表ケースとし

2019年 12月
て設計を実施

着眼点① ケースの選定において，地盤の特性や掘置き期間の長さ，掘置き期

間に受ける荷重，施エステップに対する視点が不足していた。

2020年4月 仮設工事（溝壁の補強）を実施

2021年 10月 南基礎 地中連続壁構築開始

2021年 12月～2022年7月 粘性土層 (Ac層）のはらみ出し及び崩落（南基礎） （中実部掘削時に判明）

2022年 1月 北基礎地中連続壁構築開始

粘性土層 (Ac層）のはらみ出し及び崩落（北基礎） （中実部掘削時に判明）

2022年 1月～2023年 5月 崩落土の押上（北基礎） （中実部掘削時に判明）

SMWによる閉塞（北基礎） （中実部掘削時に判明）

2022年2月～2023年 5月 未改良地山の崩落（北基礎） （中実部掘削時に判明）

南基礎 南7のコンクリート打設時に隣接する剛結継手部（南 6:区画⑮）に土砂

2022年3月 等が流入

（着眼点①を背景に発生）

同土砂等の撤去。ハンマーグラブ及び崩落土砂等切削治具（以下， 「ハンマーグラ

ブ等」という）が鉄筋等に接触し，鉄筋等が変形（判明は 2022年7月）

2022年3月～7月 着眼点② ハンマーグラブ等の降下位置を管理することで鉄筋への接触を防ぐ

こととしていたが鉄筋等とハンマーグラブ等の離隔は小さく，ハン

マーグラブ等の揺動に対する配慮が不足していた。

2022年3月～7月 崩落土砂等の残置（南基礎）

北基礎 北3のコンクリート打設時に隣接する剛結継手部（北4:区画①）に土砂

2022年6月 等が流入

（着眼点①を背景に発生）

同土砂等の撤去。ハンマーグラブ等が鉄筋等に接触し，鉄筋等が変形（判明は 2023
2022年7月～2023年 3月 年 3月）

（着眼点②と同じ）

南基礎 南6後行エレメントの鉄筋かご建込み。掘削溝内の凸部（区画⑮の鉄筋の

変形等に相当）に係る対策（V字鋼及び鉛直フラットバーの追加）を実施していた

2022年7月
が，建込み時に広範囲に鉄筋の変形等が発生（判明は 2023年6月）

着眼点③ 凸部（区画⑮の鉄筋等）に対する後行エレメン トの鉄筋かごの防護

策は検討 ・実施されていたが後行エレメントの鉄筋かご（V字鋼）

に接触後の凸部の挙動に対する保守的な想定が不足していた。

2023年3月
北基礎 北4鉄筋かごの高止まり発生

（着眼点②，③と同じ）

2023年6月 南基礎 コンクリ ート未充填及び鉄筋の変形等を確認

2023年8月 北基礎 コンクリート未充填及び鉄筋の変形等を確認
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表1.4-7 事象及び着眼点と発生原因に対する考察

事象及び着眼点 発生原因に対する考察

コンクリート未充填 コンクリート未充填の発生原因の 1つは，溝壁の挙動について掘削 ・
．詳細設計（施工設計）における代表ケ 安定液の比重変化等に対する安定性（溝壁のはらみ出し・崩落等の補強

ース選定において，地盤の特性や掘 策含む）を確認していたものの，粘性土に対する施エステップ等※の影

置き期間の長さ，掘置き期間中に受 響を考慮した施工設計（安定性） まで考えが至らなかったためである。

ける荷重，施エステップに対する視 この発生事象の詳細については以下の通りである。

点が不足していた。 ・粘性土層 (Ac層）のはらみ出し及び崩落：施工により溝壁（掘削

（着眼点①） 面）付近の地盤（粘性土）が緩み，溝壁の安定性が確保されなかっ

た（施工の波及的影響（リスク）検討が不十分）。また，溝壁は泥

水の中で，その状態を目視等により直接確認できなかった。さら

に目視に代わる有効な代替措置を講じなかった。

．崩落土砂等の残置 ：設置済みの鉄筋が干渉し，溝壁から崩落した

土砂を除去するための機材が接近できず，全量の除去には至らな

かった。

• SMWによる閉塞：溝壁下部の崩落に伴い，その上方にある SM
Wの支持地盤が緩み， SMWがコンクリート打設範囲まではみ出
した。

・溝壁のはらみ出しにより崩落した土砂の押上げ ：溝壁が崩落し，

底部に堆積した土砂が，その後のコンクリート打設により上方へ

押し上げられた。

また，地中連続壁の施工中に溝壁崩落が発生した箇所については，溝

壁防護の補強対策として地盤改良（高圧噴射攪拌エ）を施工したが，そ

の施工設計において十分な検討が及ばなかった事項は以下の通りであ

る。

・未改良地山の崩落 ：未改良地山の挙動を検討した結果，コ ンクリ

ート打設時の打設圧が溝壁にかかり，その力が地盤改良体に挟ま

れた未改良地山を掘削溝側に押し出した。 （施工の波及的影響（リ

スク）検討が不十分）。これは，上記の溝壁の安定性低下に対する

対策で発生した事象であり，大元をたどると溝壁の安定性が確保

されなかったこと（上記の原因と同じ）である。

• 上記の大部分は地中連続壁構築後，中実部の掘削時に検知された。

（根本原因）

・各施エステップにおいてリスク想定が不十分であり，不具合の発生

を予期できなかった。

・施工中に溝壁の状態を直接確認する方法がない中で！確認するため

の代替措置を講じなかった。

鉄筋の変形等 ・崩落土砂等の回収のためハンマーグラブを水中に沈降させた際，揺動

・鉄筋等とハンマーグラブ等の離隔は により鉄筋かごと接触した（施工計画の検討，リスク想定が不十分）

小さく，ハンマーグラブ等の揺動に なお，この対応は溝壁崩落に伴う事後対策であり，大元をたどると溝

対する配慮が不足していた。 壁の安定性が確保されなかったこと（コンクリート未充填の原因と

（着眼点②） 同じ）である。また，次の鉄筋かごを建て込んだ際にハンマーグラブ

・後行エレメントの鉄筋かご（V字鋼） との接触で変形した設置済の鉄筋かごに接触しており，鉄筋かごの

に接触後の凸部の挙動に対する保守 設置作業は不透明な安定液中で実施するため，設置済の鉄筋かごが

的な想定が不足していた。 変形していたことを目視等により直接確認できなかった。さらに，目

（着眼点③） 視に代わる有効な代替措置を講じなかった。

•上記の大部分は地中連続壁構築後，中実部の掘削時に検知された。
（根本原因）

・各施エステップにおいてリスク想定が不十分であり，不具合の発生

を予期できなかった。

・施工中に鉄筋かごの状態を直接確認せず，代替措置を講じなかった。

※地盤の特性や掘置き期間の長さ，掘置き期間中の載荷荷重，施エステップ
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表1.4-8 不具合を発生させない対策

根本原因 対策

各施エステップにおいてリスク想定 ・施工性の確認

が不十分であり，不具合の発生を予期 施工エリアについて現場調査や各施エステップの施工図を作成し，

できなかった。 特定した支障物や重機配置場所等への対策を検討の上，施工性を確認

する。施工性の検討結果については必要に応じ，構造設計に反映する

ことで実現性を有する構造を選定する。

・リスクを想定した対策の実施

各施エステップにおけるリスクを網羅的に洗い出し，対策を施すこ

とでその他の不具合の発生を防止する。また，必要に応じ試験施工を

実施し，計画通りの工事が確実にできることを確認する。

工事が計画通り行われていることを ・施工方法の選定・確認

直接確認せず，代替措置を講じなかっ 適用性，施工実績を踏まえ，過去の不具合事象を回避できる施工方

羞 法を選定する。また，全施エステップについて，同様の不具合が発生

しないことを確認する。

・施工品質の確認

施エステップごとに工事が計画通り行われていたことを確認でき

るよう，品質を確認（検査）する項目・確認時期，確認方法を整理し，

適用する。不具合を施工中及び施工後に速やかに検知・是正できる措

置を講じる。
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1. 4. 3 調査結果のまとめ

南基礎及び北基礎の地中連続壁の中実部側壁面で，コンクリート未充填及び鉄筋の変形

等（鉄筋かごの高止まり事象含む）の不具合事象を調査・確認した。

その結果，コンクリート未充填は粘性土層 (Ac層）のはらみ出し等によるコンクリー

トの流路阻害，鉄筋の変形等はハンマーグラブの鉄筋かごへの接触等を原因として特定し

た。

一方，南基礎及び北基礎の地中連続壁の地山側壁面については音響探査等で未充填の状

況を調査したものの，地中連続壁の中実部側壁面のように目視観察による状況確認ができ

ていない。

したがって，これらの調査結果によっても地中連続壁の不具合の全容は把握できておら

ず，地中連続壁に耐力を期待することは困難であることから，地中連続壁を基礎の一部と

して使用することは適さないと判断し，地中連続壁の撤去・再構築や設計変更を視野に入

れた対応方針の検討を実施した。第2章でその検討経緯及び検討結果を示す。

なお，本事象の対策を踏まえた防潮堤（鋼製防護壁）の工事の計画に係る施工性等の検

討結果を第3章に示す。
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1. 5 参考資料

1. 5. 1 地山側音響探査及び水平コアボーリングの調査結果

露出しない地中連続壁の地山側壁面に対し，コンクリート未充填の状況を音響探査にて

調査した。音響探査において，欠測及び不安定計測となった区間※ 1では水平コアボーリン

グによりコンクリートコアを採取し，そのコアの全長を測定することでコンクリート未充

填の発生状況を調査した。以下に，調査の詳細を示す。

※1 :欠測（地盤の局所的な不均質，地層境界に含まれる空気・気泡などにより，反射波の減衰

が大きくなり，波形が確認できない状態）により，鉛直方向に連続した反射波が受信でき

ない区間。

(1) 調査方法

a. 調査方法及び調査箇所

地中連続壁から地山側に一定の離隔を確保して音響探査の調査孔を鉛直に削孔し，地

中連続壁のコンクリート面（図1.5-1に示す赤い破線）からの反射波の伝達時間と地山

の伝達速度を測定することにより，コンクリート未充填の厚さ（壁面の位置）を測定し

た。図1.5-1に音響探査によるコンクリート未充填状況の確認のイメージを示す。

調査箇所は，全区画（周辺施設との干渉で実施困難な箇所を除く）とし，調査位置は

各区画の中央付近とした。

音響探査調査孔

計画上の
発信孔 地中連続壁面

地山 ／ 
--------—• ------ ---------=':----------
地中連続壁 r-.:::--:=y:-~-------て i 

コンクh)ート面
（地山側の林充填境界）

調査区画

図1.5-1 音響探査によるコンクリート未充填の調査イメージ（断面図）
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b. 地山側コンクリート未充填の調査の流れ

各区間の中央で音響探査を実施する。音響探査を行った結果，何らかの理由で欠測区

間が生じた場合，もしくは測定結果の解析が行えない区間が生じた場合（周辺施設との

干渉で実施困難な区画含む）には，その区間の計測を補足するために水平コアボーリン

グによるコア測定（コア採取）を実施する。地山側調査フローを図1.5-2に示す。

測定値

計測値（波形）

当該深度の壁位置

（評価値）

コア計測実施
（壁位置検証）※ 1

Yes 

音響探査計測

@12. 5 cm※2 

（当該深度再評価）

終了

No 

上下波形データ

による補間

（直線補間）

凡例

（ニニ） ：終点・起点

亡 ：実行・処理

くこ＞ ：分岐・判定

コア計測実施
（欠測等の確認）※ 1

l※1 欠測部のコア計測ば'5Ill程度＂に 1箇所，欠測区間長が7.5 Illを超えたら 1箇所追加する。
巖 2 コア計測での代替も可とする。

・不明瞭データとは，反射が弱く，明瞭なピークが得られないデータのこと。

・不連続データとは，反射波に連続性が得られないデータのこと。

・検証とは，当該箇所で水平方向のコア採取を実施することで壁位置を直接調査し，音響探査の結果や測定精

度の確認を行うこと。

図1.5-2 地山側調査フロー
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地山側のコンクリート未充填の調査手順の詳細を以下に示す。

・地山側の壁面（計画壁面位置）から 50cm程度外側に 2孔のボーリング孔を設け，

一方に発信器，もう一方に受信器を同一標高に設置する（鉛直方向の測定ピッチ

は25cm（不明瞭区間は 12.5 cmに変更））。

•発信器から音波を発信し，発信器から直接受信器に到達する音波と壁面に反射し

てから到達する音波を受信する。

•発信器から直接受信器に到達した音波の到達時間と発信器と受信機の距離（孔間

の距離）から，その標高の地盤中の音波速度を求める。なお，ボーリング孔の深

さごとの位置を事前に正確に計測することで，本探査の精度向上を図っている。

•発信器から壁面に反射して到達した音波の到達時間と前述の音波速度から，受信

機と壁面の距離を算定し，壁面の位置を特定する。図l.5-3に音響探査による地

山側未充填状況確認を示す。

・必要に応じ，中実部側壁面より水平にボーリングし，採取したコアから地山側の

壁の位置を特定する。

←地山側

計測幅 2,400mm 

中実部側→

I

I
d

t1
 

コア測定：

地盤 地中連続壁

計画壁面位置 計画壁面位置

（地山側） （中実部側）

図 l.5-3 中央測線での音響探査による地山側未充填状況確認
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C. 補完的調査

音響探査は各調査区間の中央付近の 1測線で実施しているが，コンクリート未充填の

水平方向の状況を確認するため，代表区画にて中央付近の 1測線に加えその両側に測

線を追加し，水平方向のデータを補完した（図1.5-4参照）。

代表区画は，中央測線でコンクリート未充填の区間が多く，連続したデータが取得で

きている南基礎の区画⑩及び⑬，北基礎の区画⑥及び⑨を選定した。

（調査データ補完用） 音響探査調査孔

音響探査調査孔（追加箇所）

凡例

↑ ：音波（測線）

地山 ↑ ：音波（追加測線）

-------で=̀---
地中連続壁 ｀` ＇ ：：可――------冗・

： 計画上の

コンウリート面 地中連続壁面
＇ （地山側⑰未充填境界）

調査区画

図1.5-4 音響探査によるコンクリート未充填の調査イメージ（追加測線）
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(2) 調査結果

南基礎の音響探査及び水平ボーリングの調査結果を図1.5-5に，北基礎の音響探査及び

水平ボーリングの調査結果を図1.5-6に示す。 SMW区間は芯材（鋼材）の影響を受け測

定できないため欠測とした。また，代表区間では音響探査を 3測線の測定を実施しており，

3測線分のデータを記載した。

南基礎及び北基礎の代表区間で実施した音響探査の補完調査（追加測線）の結果を図

1. 5-7から図1.5-10に示す。

地中連続壁地山側の音響探査等の調査結果の概要は以下の通り。

・図l.5-5及び図l.5-6では，計画の壁面位置よりも薄い位置に壁厚位置を確認

した箇所を黄色～赤色で着色した。

•音響探査の結果，有効壁厚を確保できない箇所は，南基礎，北基礎いずれも剛結

継手部で多く，剛結継手部以外では数箇所であった。有効壁厚より薄かった箇所

の厚さは，南基礎では最大値 10cm（区画① ：T. P. -22. 0 m付近），北基礎では

最大値 15cm（区画① ：T.P.-31.0m付近）であった。

・欠測区間で補完的に実施した水平コアボーリングの結果，南基礎では最大値 16cm 

（区画①：T.P. -25. 0 m及びT.P. -3 9. 8 m),北基礎では最大値 15cm（区画⑮：

T. P. -32. 0 m付近）を確認した（各区画の調査結果の詳細は表l.5-1から表

l. 5-16参照）。

・剛結継手部の代表区画で実施した複数測線での音響探査結果では，南基礎及び北

基礎とも大部分は区画中央の方がその周囲よりも地中連続壁の壁厚が薄くなって

いる傾向を確認した（図l.5-7及び図l.5-9参照）。

・剛結継手部以外の代表区画で実施した複数測線での音響探査結果では，南基礎及

び北基礎とも同一標高の壁厚の変化の水平分布に特徴的な傾向はなかった（図

l. 5-8及び図l.5-10参照）。
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は未充填部の深さの凡例に準

ずる。

図1.5-5 音響探査及び水平ボーリングの調査結果（南基礎の地山側調査結果）
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の深さを示す。

※コア採取箇所の円内部の着色は未充

填部の深さの凡例に準ずる。

図1.5-6 音響探査及び水平ボーリングの調査結果（北基礎の地山側調査結果）
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※グラフ中のNo.1から No.4は4回の各測定結果を示す。
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代表区画の音響探査結果（南基礎の地山側調査結果：剛結継手部：区画⑬）
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※グラフ中のNo.1から No.4は4回の各測定結果を示す。
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最大値 (4回計測の最大値）

代表区画の音響探査結果（南基礎の地山側調査結果：剛結継手部以外：区画⑩）
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※グラフ中のNo.1から No.4は4回の各測定結果を示す。
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代表区画の音響探査結果（北基礎の地山側調査結果：剛結継手部：区画⑨）
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※グラフ中のNo.1から No.4は4回の各測定結果を示す。
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代表区画の音響探査結果（北基礎の地山側調査結果：剛結継手部以外：区画⑥）
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a. 南基礎の調査結果（詳細）

各区画の測線における調査結果を，表1.5-1から表1.5-8に示す。

表中の「欠測」は，地盤の局所的な不均質性，地層境界に含まれる気泡，地盤改良体

等が影響し，反射波の減衰が大きくなり波形が確認できないことが要因である。

表 l.5-1 地山側調査結果一覧表（南基礎） （1) 

剛：：：部 1 剛結継手部以外区：：：子エレメント）
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コア計測状況

欠測 目的 T. P. (m) 
壁厚増減

T. P. -14. 9 m 
(crn) 

~ -16. 9 ID 
欠測補完 -16. 8 -14 

T. P. -24. 4 111 
欠測補完

~ -26. 6 m 
-25. o I -16 

T. P. -38. 5 rn 欠測補完 I -39. 8 I -16 
~ -49. 0 m 

欠測補完 I -43. 5 I -14 
調査結果

-50 

音響探査

欠測状況
コア計測状況

欠測 目的 T. P. (m) 
壁厚増減

T. P. 11. 7 m 

(cm) 

~ -13. 2 m 
欠測補完 -12. 1 +4 

T. P. -24. 7 m 
~ -26. 9 m I 欠測補完 -25. 8 +O. 5 

T.P. -32 7 m 
~ -33. • 4 m I 欠測補完 I -32. 9 I +7. 5 

•音響探査では，計画位置から十 4 cm~-10 cmの
位置に壁面を確認した。

・コア測定では，計画位置から一14cm~-16 cm 
の位置に壁面を確認した。

調査結果

•音響探査では，計画位置から十 8 cm~-3 cmの
位置に壁面を確認した。

・コア測定では，計画位置から十7.5 cm~+0. 5 cm 
の位置に壁面を確認した。
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表1.5-2 地山側調査結果一覧表（南基礎） （2) 

区画③ 区画④

剛結継手部 剛結継手部以外（後行エレメン ト）

壁厚増 ← → 壁厚減 壁厚増 ← → 壁厚減
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0... -25 
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駆”瞑テ ー30 直均呵U 述恕 ― 3 0 ： 
-35 I コア測定・ 3 5cm渾い位置 -35 ＇ コア測定 ・5cm厚い位置

-------

-40 

冒
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コア測定 1 5cm厚い位置コア測定 ・5cm厚い位置 ， 
ー←

-45 -45 

-50 -50 

音響探査
コア計測状況

音響探査
コア計測状況

欠測状況 欠測状況

壁厚増減
欠測 目的 T. P. (rn) 

壁厚増減
欠測 目的 T. P. (m) 

(cm) (cm) 
音響探査孔が周

未実施全区間で反射
欠測補完 -14. 2 -11 辺設備と干渉し

補完
-14. 2 +1 

波確認できず
設置できない

全区間で反射
欠測補完 -21. 2 -2 

波確認できず
II " -21. 2 +O. 5 

全区間で反射
欠測補完 -28. 5 +5 

波確認できず ” 
II -28. 8 +3. 5 

全区間で反射
欠測補完 -36. 9 -3. 5 ” " -36. 9 +5 波確認できず

全区間で反射
欠測補完 -43. 9 +5 

波確認できず
II II -43. 5 + 1. 5 

調査結果 調査結果

•音響探査では，反射波が確認できなかった。
・削孔機が周辺施設に干渉し，配置できないため，

音響探査を実施できなかった。
・コア測定では，計画位置から十5cm~-11 cmの

・コア測定では，計画位置から十5cm~+0. 5 cmの
位置に壁面を確認した。

位置に壁面を確認した。
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表1.5-3 地山側調査結果一覧表（南基礎）
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-40 I塁
-45 

No.4 

音響探査

欠測状況

欠測

T. P. -9. 3 m 
~ -29. 2 m 

ー 最大値

'.¥o l 

・'io 2 

:-:o 3 

No. 4 

コア計測状況

目的 T. P. (m) 
壁厚増減

(cm) 

欠測補完 -11. 2 -8 

欠測補完 -19. 9 -10 

欠測補完| -26. 3 -7 

調査結果

-50 

音響探査

欠測状況
コア計測状況

欠測 目的 T. P. (m) 
壁厚増減

T. P. -14. 8 m 

(cm) 

~ -16. 1 m 
欠測補完 -15. 2 +O. 5 

T. P. -17. 1 m 
~ -18. 8 Ill I 欠測補完 -17. 1 +2. 5 

•音響探査では，計画位置から十 6 cm~-4 cmの
位置に壁面を確認した。

・コア測定では，計画位置から一7cm~-10 cmの
位置に壁面を確認した。

調査結果

• 音響探査では，計画位置から十 6 cm~-1 cmの
位置に壁面を確認した。

・コア測定では，計画位置から＋2.5 cm~+0. 5 cm 
の位置に壁面を確認した。
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表1.5-4 

区画⑦

剛結継手部

壁厚増 ← 
15 10 5 

゜(cm) 
-゚5 計画壁位置

-15 

全 ー20

0.. I知則区間
,ヽ....: -25 

→ 壁厚減
-5 -10 -15 -20 

地山側調査結果一覧表（南基礎） （4) 

区画⑧

剛結継手部以外（後行エレメント）
壁厚増 ← → 壁厚減
15 10 5 0 -5 -10 -15 -20 

(cm) 
I I 

ー 最大値 • No. l 

コア測定： 0.5cm薄い位置

-35 

-40 

-45 

-50 

音響探査

欠測状況

欠測

T. P. -9. 3 Ill 
~ -13. 5 Ill 
T. P. -21. 1 rn 
~ -26. 8 Ill 

。
5

0

5

0

5

 

-

1

1

2

2

 

―

―

―

―

 

(
U

□d
．
↑

）
 

• No.2 

No.4 

• No.3 

コア測定 ：8.5c叫＇い位置

コア測定

コア測定： 5.5cm薄い位置

目的

欠測補完

欠測補完

コア計測状況

T. P. (m)戸
(cm) 

-13. 5 

-25. 7 

-0. 5 

+1.5 

校正 -44. 4 -5. 5 

0

5

 

3

3

 

―

―

 

赳
恕

-40 I塁

-45 

コア測定： 4cm厚い位置

コア測定 ：7cm厚い位置

コア測定 ：0cm厚い位

調査結果

・音響探査では，計画位置から十5cm~-9 cmの
位置に壁面を確認した。

・コア測定では，計画位置から十1.5 cm~-5. 5 cm 
の位置に壁面を確認した。

-50 

音響探査

欠測状況
コア計測状況

欠測 目的 T. P. (rn) 
壁厚増減

T. P. 11. 4 Ill 
(cm) 

~ -15. 4 m 
欠測補完 -13. 9 +7. 5 

T. P. -15. 4 m 
~ -22. 8 ID I 不安定補完 I -17. 5 I +8. 5 

T. P. -22. 8 m 
~ -27. 1 m 一 欠測補完 -24. 9 +2 

校正 -32. 1 +4 

T. P. -34. 0 m ［ 欠測補完 -37. 1 +7 
~-49. 0 m 欠測補完 -44. 3 土〇

調査結果

•音響探査では，計画位置から十 6 cm~-3 cmの
位置に壁面を確認した。

・コア測定では，計画位置から十8.5 cm～土0cm 
の位置に壁面を確認した。

1-78 80 



表1.5-5 地山側調査結果一覧表 （南基礎）

区画⑨

剛結継手部

(5) 

区画⑩

剛結継手部以外（先行エレメント）

壁厚増 ← → 壁厚減
15 10 5 0 -5 -10 -15 -20 

(cm) 

-10 

-15 

^ -20 
“ 

5

0

5

 

2

3

3

 

―

―

―

 

.
d
.
l
)

迩
恕

-40 ,~ 

-45 

欠測区間 コア測定 ：7.5ぼ酒い位置

壁厚増 ← → 壁厚減
15 10 5 0 -5 -10 -15 -20 

(cm) 

~5 li 
-10 

-15 

っー20 ＇ ？ ．． 

0.. 

‘← -/・ ‘ -25 
団

迎!送 -30

-35 

-40 1~ 

計画堅位置

-45 I 欠測区間

コア測定： 0.5c.厚い位置

-50 

音響探査

欠測状況

欠測

T. P. -12. 5 m 
~ -19. 5 m 

目的

コア計測状況

T. P. (n) I壁厚増減
(cm) 

-50 

音響探査

欠測状況

欠測

欠測補完 -16. 1 -7. 5 

目的

コア計測状況

T. P. (m) I壁厚増減
(cm) 

校正 -15. 1 +O. 5 

T. P. -41. 8 m 
~ -49. 0 m 欠測補完 -44. 4 +O. 5 

調査結果

• 音響探査では，計画位置から ＋ 10 cm~-8 cmの
位置に壁面を確認した。

・コア測定では，計画位置からー7.5 cmの位置に
壁面を確認した。

調査結果

• 音響探査では，計画位置から ＋ 11 cm~-1 cmの
位置に壁面を確認した。

・コア測定では，計画位置から＋0.5 cmの位置に
壁面を確認した。

1-79 81 



表1.5-6 地山側調査結果一覧表（南基礎） （6) 

区画⑪

剛結継手部

壁厚増 ← → 壁厚減
15 10 5 0 -5 -10 -15 -20 

-5 11 

-JO 

-1 5 ， 慶乏

I 
's -20 
．． 
c 

6 -25 I号

也!迷 -30

-35 

-40 |: 
-45 

-50 

音響探査

欠測状況

欠測 目的

校正

校正

(cm) 

コア測定： 7c鼠厚し位置
:; 

コア測定： 7c•厚い 位置

コア計測状況

Tーロ

-16. 0 

T. P. -35. 5 rn 1 欠測補完 I-37. 1 

+5 

+7 

+7 ~ -49. 0 Ill I竺 -44.4 

調査結果

•音響探査では，計画位置から十4 crn～一5crnの
位置に壁面を確認した。

・コア測定では，計画位置から十7crn～一1crnの
位置に壁面を確認した。

区画⑫

剛結継手部以外（後行エレメント）

壁厚増 ← → 壁厚減
15 10 5 0 -5 -10 -15 -20 

-5 |i 
-10 

-15 1, 
全 ー20

o.: -25 I号
←ヽ 

塁 ー30

-35 

-40 |I慶~ 
-45 

-50 

音響探査

欠測状況

欠測

(cm) 

コア測定： 3ca厚い位置

コア計測状況

目的

校正

調査結果

T. P. (rn) 

-20. 4 

壁厚増減

四
+3 

•音響探査では，計画位置から十 9 cm~-4 cmの
位置に壁面を確認した。

・コア測定では，計画位置から＋3cmの位置に壁
面を確認した。
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表l.5-7 

区画⑬

剛結継手部

← → 
5 0 -5 
(cm) 

地山側調査結果一覧表（南基礎）

壁厚増

15 10 
壁厚減

-10 -15 -20 

(7) 

区画⑭

剛結継手部以外（先行エレメント）

壁厚増 ← → 壁厚減
15 10 5 0 -5 -10 -15 

(cm) 

゜

-20 

-5 

L
•J
凶U
巧

計画壁位置

-10 

-15 

0

5

0

5

0

 

2

2

3

3

4
 

―

―

―

―

―

 

(U
~
.
d.

i
)
迎
恕

-45 

慶
o
v

廻
3

＜
芝

慶

塁l欠測刃'1

欠測区間

-50 

音響探査

欠測状況

頂 T
 

5

0

5

 

-

l

l

 

―

―

 

合 ―20

5

0

5

0

5

0

 

2

3

3

4

4

5

 

―

―

―

 

_

_

 

_
 

d

．↑
）
述
恕

塁
s

．．
 

．．
 

,
"
 

睫
0
<

澳
iv
s
v

睫
塁

コア測定： 9cm厚い位置

コア測定： 2c叫厚い位置

コア計測状況
音響探査

欠測状況
コア計測状況

欠測 目的 T. P. (m) 
壁厚増減

(cm) 
欠測 目的 T. p. (rn) 壁厚増減

(cm) 

T. P. -38. 8 m 
~ -40. 3 m 
T. P. -42. 8 m 
~ -49. 0 m 

欠測補完

欠測補完

-38. 5 

-44. 4 

-7 

-7 

T.P.-9.8m 
~ -23. 3 m 

不安定補完 -14. 4 +9 

不安定補完 -20. 7 +2 

調査結果

• 音響探査では，計画位置から十 9 cm~-10 cm 
の位置に壁面を確認した。

・コア測定では，計画位置から一7cmの位置に壁
面を確認した。

調査結果

•音響探査では，計画位置から十 9 cm～士0cmの位
置に壁面を確認した。

・コア測定では，計画位置から十9cm~+2 cmの位
置に壁面を確認した。
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地山側調査結果一覧表（南基礎）

壁厚増

15 10 

表1.5-8 

区画⑮

剛結継手部

← → 
5 0 -5 
(cm) 

-゚5 

-1 0 

-15 

全 ー20
.. 
0.... 

ビ ー25
ヽ

世
貶 ―30

-35 

-40 

-45 

壁厚減

-10 -15 -20 -20 

M
H
S
 

計画壁位置

置位ヽl>
 

盲町c
 
5
 
2
 
．．
 定測

ぎ

『

．

．．．
．．
 

.

l...

,

.
 

間区豆澳3
<
s
v

欠 測区間， 

睫
塁

-50 

音響探査

欠測状況

コア測定： 11cm頑1ぃ位

コア計測状況

(

[
U
 

.d

,.I.
)

習

t

l

(8) 

区画⑯

剛結継手部以外（後行エレメント）

壁厚増 ← → 壁厚減
15 10 5 0 -5 -10 -15 

(cm) 

-5 

-10 

-15 

-20 

-25 

-30 

-35 

-10 

-15 

-50 

音響探査

欠測状況

臣
凶
呈
S

l

夕
名
＜
、
一

u
>

コア測定 ：2（'ml’が‘位i沿

コア計測状況

欠測 目的 T. P. (m) 
壁厚増減

(crn) 
欠測 目的 T. P. (m) 

壁厚増減

(cm) 

T. P. -9. 3 m 
~ -16. 6 ID 
T. P. -23. 8 m 
~ -25. 1 ID 

欠測補完

欠測補完

-13. 0 

-24. 7 

-11 

-2. 5 

T.P.-9.3rn 
~ -13. 1 Ill 
T. P. -16. 3 rn 
~ -17.8 Ill 

欠測補完

欠測補完

-11. 2 

-17. 2 

+3 

+2 

調査結果

・音響探査では，計画位置から十7cm~-5 cmの
位置に壁面を確認した。

・コア測定では，計画位置からー2.5 cm~-11 cm 
の位置に壁面を確認した。

調査結果

• 音響探査では，計画位置から ＋ 10 cm~-1 cmの
位置に壁面を確認した。

・コア測定では，計画位置から＋3
位置に壁面を確認した。

crn～十2cmの
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b. 北基礎の調査結果（詳細）

各区画の測線における調査結果を，表1.5-9から表1.5-16に示す。

表中の 「欠測」は，地盤の局所的な不均質性，地層境界に含まれる気泡，地盤改良体

反射波の減衰が大きくなり波形が確認できないことが要因である。等が影響し，

地山側調査結果一覧表（北基礎）

壁厚増

15 10 

表 l.5-9 

区画①

剛結継手部

← → 
5 0 -5 
(cm) 

壁厚減

-10 -15 -20 

(1) 

区画②

剛結継手部以外（先行エレメント）

壁厚増 ← → 壁厚減
15 10 5 0 -5 -10 -15 

(cm) 

-20 

-゚5 
亘
凶
i
¥
U1
S

計両壁位岡

-IO 

-15 

-20 
. -. 
E ．． 
-25 

2-

← 
-̀- -30 
涵
一・

迷
-35 

-10 

-15 

-50 

o
v
 

l

、.-l
H
-
L
-

姿
塁

-55 

音響探査

欠測状況

ー 最大値
・'.¥o. 1 

・'.¥o. 2 

• ¥o. 3 
¥o. 4 

in ＿ ~ 

位『i

。
5

0

5

0

5

0

5

0

5

0

 

-

1

1

2

2

3

3

4

4

5
 

-

i

l

-

-

l

-

―

―

 

(
u

d

．↑
）
芭
貶

臣
凶
H
H
S

睫
0
<

澳
3
<
s
v

．． 
＇ ． 

不冠区

計画壁位置

6cm厚い位

ア測定： 1cm厚い位置

崩壊範囲

（複雑な反射とな り

境界判定が稚しい）

コア計測状況

-55 

音響探査

欠測状況
コア計測状況

欠測 目的 T. P. (rn) 
壁厚増減

(crn) 
欠測 目的 T. P. (m) 

壁厚増減

(cm) 

T. P. -15. 5 rn 
~ -17. 7 Ill 

欠測

補完

校正

-16. 9 

-24. 0 

-2 

+4 

T. P. -28. 7 m 
~-30. 7 m 
T. P. -33. 0 m 
~-40. 2 m 

欠測補完

不安定補完

-29. 4 

-38. 8 

+6 

+1 

校正 -32. 2 -13 

T. P. -34. 0 m 
~-49. 8 m 

不安定補

完

調査結果

・音響探査では，計画位置から十6cm～ー15cmの
位置に壁面を確認した。

・コア測定では，計画位置から十4cm～ー13cmの
位置に壁面を確認した。

-39. 1 -1 

調査結果

•音響探査では，計画位置から十 6 cm~-3 cmの
位置に壁面を確認した。

・コア測定では，計画位置から十6cm～十1cmの
位置に壁面を確認した。
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表1.5-10 

区画③

剛結継手部

← → 
5 0 -5 
(cm) 

地山側調査結果一覧表（北基礎）

壁厚増

15 10 
壁厚減

-10 -15 -20 

(2) 

区画④

剛結継手部以外（後行エレメント）

壁厚増 ← → 壁厚減
15 10 5 0 -5 -10 -15 

(cm) 

-20 

゜ ゜-5 

-=l~M

l
1S 

H
 

←計両壁位i性

-10 

-15 

-20 

＾ E • -25 
← 
~ -ao 
紐
←― . 

迷
-35 

• 10 

-15 

-50 

裟
3
<

l

夕
言
＜
ゾ
一

娑
塁

-55 

音響探査

欠測状況

不安
： 
c;; 

． 

． i 
蘭lド1Ul

： 
・-
． 

不安定区． ．・
I ． 

ヽ．、

12cm薄い位骰

コア計測状況

-5 

-10 

-15 

こ：：： 

ま
~
s

き
く
乏

。
ー

-i5 

-50 

-55 

i

N
u
 

.. 
．． 
’・
．． ． 

←計画壁位岡

音響探査

欠測状況
コア計測状況

欠測 目的 T. P. (rn) 
壁厚増減

(cm) 
欠測 目的 T. P. (m) 

壁厚増減

(crn) 

T. P. -11. 3 m 
~ -17. 8 m 
T.P.-26.8m 
~ -28. 1 m 
T.P.-34.8m 
~ -41. 1 m 

不安定補完

欠測補完

不安定補完

-17. 6 

-27. 8 

-38. 5 

+7 

-12 

T. P. -14. 3 m 
~ -18. 6 m 
T. P. -32. 3 m 
~ -33. 6 m 

不安定補完

欠測補完

-16. 5 

-33. 0 

+1 

土〇

-6 

調査結果

•音響探査では，計画位置から十 6 cm~-6 cmの
位置に壁面を確認した。

・コア測定では，計画位置から十7cm~-12 cmの
位置に壁面を確認した。

調査結果

•音響探査では，計画位置から十 7 cm～ー2cmの
位置に壁面を確認した。

・コア測定では，計画位置から十1cm～土0cmの
位置に壁面を確認した。
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表1.5-11 

区画⑤

剛結継手部

← → 
5 0 -5 
(cm) 

地山側調査結果一覧表（北基礎）

壁厚増

15 10 
壁厚減
-10 -15 -20 

(3) 

区画⑥

剛結継手部以外（先行エレメント）

壁厚増 ← → 壁厚減
15 10 5 0 -5 -10 -15 

(cm) 

-20 

-゚5 
og
凶
A
\
l

~
S

-JO 

-15 

0

5

0

5

3

 

2

2

3

3

 

-

i

-

―

 (U
~
.
d
．
←
）
逆
迷

-10 

-45 

-50 

P
-
H
-sv 

コア測定

i 

ご 1

9奪二：

ぐ

ー 最大f直
• ~o. l 

· .~o. 2 
• ¥o. 3 

~o. 4 

3. 5cmiりしヽ 位悦

計画壁位骰

コア測走

ゴア顎InE

kml'?し9位ji','

0

5

0

5

0

5

0

5

0

 

-

1

1

2

2

3

3

4

 

―

―

―

―

―

-

l

 

(
U

ぃ．
d

．↑
）
認
恕

腹
iv
s
v

5
 
4
 
-50 

-55 

音響探査

欠測状況

巳

コア計測状況

-55 

音響探査

欠測状況
コア計測状況

欠測 目的 T. P. (m) 
壁厚増減

(cm) 
欠測 目的 T. P. (m) 

壁厚増減

(cm) 

T. P. -13. 7 m 
~ -15. 7 m 
T. P. -22 m~ 
-25. 2 m 
T. P. -30. 7 m 
~ -32. 2 m 

T. P. -33. 7 m 
~ -35. 5 m 

欠測補完

欠測補完

欠測補完

欠測補完

-14. 7 

-23. 1 

-31. 6 

-33. 8 

-3. 5 

+5. 5 

T. P. -33. 7 m 
~ -34. 9 ID 
T. P. -35. 0 m 
~ -36. 5 ID 

欠測補完

欠測補完

-33. 3 

-35. 8 

+1 

+3. 5 

+4 

+4 

調査結果

•音響探査では，計画位置から十 11 Clll~-7 Clllの

位置に壁面を確認した。起伏が大きい。

・コア測定では，計画位置から十5.5 cm~-3. 5 Clll 
の位置に壁面を確認した。

調査結果

・音響探査では，計画位置から＋15cm~-2 cmの
位置に壁面を確認した。

・コア測定では，計画位置から＋3.5 
の位置に壁面を確認した。

CIIl～十lcm 
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表 l.5-12 地山側調査結果一覧表（北基礎） （4) 

区画⑦ 区画⑧

剛結継手部 剛結継手部以外（後行エレメント）

壁厚増 ← → 壁厚減 壁厚増 ← → 壁厚減
15 10 5 

゜
-5 -10 -15 -20 15 10 5 

゜
-5 -10 -15 -20 

(cm) (cm) 

゜ ゜ 一最大値

-5 ！ -5 臣凶房 • i¥o. 1 
←計画墜位岡 ←計両壁位↑げ

• ¥o 2 

• ¥o 3 
-JO -10 

•\o 4 ；王C 

-15 コア測定 l 0<'mfi/Lヽ位i丙
-15 

｀ ア測定 6. 5cmI'iい位irt
-20 コア測定 7cmlmヽ 位似 -20 

n·~ 

＾ 三 ＇ . -E → 

~ -2-5- 迫~ -25 ロ

コア測定 17cm／がヽ ｛紺況 c... 

｀ ← [ ~ ← -30 -30 

るg・ニるメ・
コア測定 • 6. 5rml'ハ‘{0.ji↑ 喜-35 -35 ==--

-10 - -10 
コア測定 ：8cml'｝＼ヽ 9Itirt

9 9 9 9 9,. 

L 

-15 茎f -15 
コア測定 JOcmJ’／．し、（I，Lirt

一衣こ-50 -50 

-55 .:.;: 弓 -55 弓..: 

音響探査
コア計測状況

音響探査
コア計測状況

欠測状況 欠測状況

欠測 目的 T. P. (m) 
壁厚増減

欠測 目的 T. P. (m) 
壁厚増減

(cm) (cm) 

欠測補完 -13. 3 + 10 ー 校正 -19. 8 +6. 5 

欠測補完 -20. 8 +7 

欠測補完 -28. 5 + 17 

欠測補完 -35. 9 +6. 5 

欠測補完 -43. 1 +8 

欠測補完 -48. 5 + 10 

調査結果 調査結果

• 音響探査では，地山の乱れから直達波が伝播せず ・音響探査では，計画位置から 十8cm~-2 cmの
欠測となった。 位置に壁面を確認した。

・コア測定では，計画位置から＋17cm~+6. 5 cm ・コア測定では，計画位置から 十6.5 cmの位置に
の位置に壁面を確認した。 壁面を確認した。
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表 1.5-13 地山側調査結果一覧表（北基礎） （5) 

区画⑨ 区画⑩

剛結継手部 剛結継手部以外（先行エレメン ト）

壁厚増 ← → 壁厚減 壁厚増 ← → 壁厚減
15 10 5 

゜
-5 -10 -15 -20 15 10 5 

゜
-5 -10 -15 -20 

(cm) (cm) 

゜ ゜-5 ， ←計両壁位爵 -5 匡凶5ョ5 ←計画壁位府

-10 -10 

.,: ... :5 t / 
-)5 -15 コア測定 1 cmfllい位［内9 .. • 

-20 

欠測区間 ―..,•^ ， • ‘ .•.・`一；上． . -20 コア測定． o．5(‘mJが‘位[rt
＇ I 

＾ 三 ＾ に
-25 

2 . -25 讐
2 弓< .. t 惧lj定 7.5cml閲ヽ ｛叫rt コア測定 2cm/’／．しヽ 位閻

←ヽ -30 ←ヽ -30 
． 

詈.、←一 ヘギ ァ亨←ア測定 1. 5cml1l ~ヽ位ii't. 晨・~ -35 コア測定 2cml'i↓ヽ｛叫rt-35 

“: ・→= -・ =---
ヽ
豆士＝,. L.. ア測走 1cm薄い位l迂-10 - -10 

． ャ．：．箋・立
コア測定 1(.‘ml1}：し ‘{It(rt

1 
ー 最大｛直

-15 茎弓”て：
c- -一-----

寸5
• ¥o I コア測定 lcml’／・し、htirt
・.¥o. 2 r -

-50 
• No 3 

-50 

-55 弓 :¥0. 4 
-55 詈

音響探査
コア計測状況

音響探査
コア計測状況

欠測状況 欠測状況

欠測 目的 T. P. (m) 
壁厚増減

欠測 目的 T. P. (m) 
壁厚増減

(cm) (cm) 
T. P. -28. 8 m 

欠測補完 -29. 5 +7. 5 欠測補完 -13. 6 +1 ~ -30. 1 ID 

------- 校正 -35. 4 +4. 5 欠測補完 -21. 0 +O. 5 

-------- 校正 -41. 7 -4 欠測補完 -28. 5 +2 
欠測補完 -36. 0 +2 
欠測補完 -43. 2 +1 
欠測補完 -48. 5 +l 

調査結果 調査結果

• 音響探査では，計画位置から 十 9 cm~-4 cmの ・音響探査では，地盤改良の影響で地盤が乱れ，採
位置に壁面を確認した。 用可能な直達波が得られなかった。

・コア測定では，計画位置から十7.5 cm~-4 cm ・コア測定では，計画位置から＋2cm~+0. 5 cm 
の位置に壁面を確認した。 の位置に壁面を確認した。
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表l.5-14 

区画⑪

剛結継手部

地山側調査結果一覧表（北基礎）

壁厚増

15 10 
← 5 

‘
‘
,/
 

o
m
 
c
 

（
 

-5 
室凶il¥l1
S

計画墜位附

-10 

-15 

-20 

＾ E ．． -25 
2 

← •— ‘ 

-30 

号
茫
-35 

-10 

-45 

-50 

-55 

→ 壁厚減
-5 -10 -15 -20 

淀
3
<

宝
老
I-・

澄
〗

0

5

0

5

0

5

0

5

0

5

0

 

-

1

1

2

2

3

3

4

4

5

 

―

―

―

―

―

―

―

―

―

 

（戸
．
d

．↑
）
憾
恕

(6) 

区画⑫

剛結継手部以外（後行エレメント）

壁厚増 ← → 壁厚減
15 10 5 0 -5 -10 -15 

(cm) 
-20 

巨
凶
委
S

睫
0
<

聰
iv
s
v

計画壁位置

4. 5cm厚い位置

嗅
塁

音響探査

欠測状況
コア計測状況

-55 

音響探査

欠測状況
コア計測状況

欠測 目的 T. P. (m) 
壁厚増減

(cm) 
欠測 目的 T. P. (m) 

壁厚増減

(cm) 
T.P. -31 m 
~-34 m 
T. P. -34 m 
~ -38. 5 m 

欠測補完

不安定補完

-32. 6 

-38. 6 

-5 

-7 
T. P. -37. 1 m 
~ -38. 3 m 

校正

欠測補完

-31. 4 

-37. 7 

+1 

+4. 5 

調査結果

• 音響探査では，計画位置から＋ 10 cm~-6 cmの
位置に壁面を確認した。全体的に起伏が大きい。

・コア測定では，計画位置から一7cm~-5 cmの
位置に壁面を確認した。

調査結果

•音響探査では ， 計画位置から十 7 cm~-2 cmの
位置に壁面を確認した。

・コア測定では，計画位置から十4.5 cm~+1 cm 
の位置に壁面を確認した。
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表 l.5-15 地山側調査結果一覧表 （北基礎） （7) 

区画⑬ 区画⑭

剛結継手部 剛結継手部以外（先行エレメン ト）

疇増 ← → 壁厚減 壁厚増 ← → 壁厚減
15 10 5 

゜
-5 -10 -15 -20 15 10 5 

゜
-5 -10 -15 -20 

(cm) (cm) 

゜ ゜
-5 臣凶房 ←計画壁位骰 -5 

＇ 
←計画墜位h?t

-10 -]0 

コア測定 9. 5cml'がヽ｛Vii,1, コア測定 lcmlI} し、 {I•L irt
［ 

-15 -15 

-20 コア測定． 7cmIli・し、位凶 -20 
コア測定 1< mf1/し、位辟

9 ●● 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 ■ 9 ● ● 9 9 9 9 9 9,•• 一 C 
Eヽ ＾ c 
c... . -2-5 - 姿< u 

コア測走 6cmlli．しヽ{{iirt 
-25 累

2 コア測定 5cml'l tヽ 位辟

~ ← -30 ← --呵- --- ~ ← -30 c-—— - -—ー・ ーニ

悶
-35 コア測定 7cmlばし‘位fi‘t 悶

-35 コア測定 2rmlI｝し、位irt
[ ←: -- 一一 - ----

＇ 

--110 5 言名 コア測定 12cm薄い位irt -10 
コア測定． 2cml'がヽ位：｛rt

吝1 c― 
-45 

コア測定 lrml’iし、｛叫rt コア測定 ，2<ml'l¥、{{Lii’t
し— - - -- ・ トー

-50 言 -50 ， 

詈
-55 -55 

音響探査
コア計測状況

音響探査
コア計測状況

欠測状況 欠測状況

欠測 目的 T. P. (m) 
壁厚増減

欠測 目的 T. P. (m) 
壁厚増減

(cm) (cm) 

欠測補完 -14. 2 +9. 5 欠測補完 -14. 0 +l 

欠測補完 -2 l. 2 +7 欠測補完 -21. 0 +4 

欠測補完 -28. 4 +6 欠測補完 -28. 7 +5 

欠測補完 -36. 3 -7 欠測補完 -36. 1 +2 

欠測補完 -43. 1 -12 欠測補完 -43. 0 +2 

欠測補完 -48. 4 +4 欠測補完 -48. 5 +2 

調査結果 調査結果

• 音響探査では，地盤改良の影響で地盤が乱れ， • 音響探査では，地盤改良の影響で地盤が乱れ，採

採用可能な直達波が得られなかった。 用可能な直達波が得られなかった。

・コア測定では，計画位置から十9.5 cm~-12 cm ・コア測定では，計画位置から十5cm~+1 cmの
の位置に壁面を確認した。 位置に壁面を確認した。
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表1.5-16 地山側調査結果一覧表（北基礎） （8) 

区画⑮

剛結継手部

壁厚増 ← → 壁厚減
15 10 5 0 -5 -10 -15 -20 

(cm) 

区画⑯

剛結継手部以外（後行エレメント）

壁厚増 ← → 壁厚減

15 10 5 0 -5 -10 -15 -20 
(cm) 

゜ ゜『
J
凶

M
名

u
3
 

ト計画墜位骰

『
J
図
1
A-

―KS
5
 

←計画壁位『｝

-10 

-15 

: ::: I詈I.•三
← 
~ -30 
・ら-. 
貶
-35 

欠測区間

コア淵1;t • 6．盃miVt、 1,·,:;;1,•

欠測区間 コフ'illij'IL':1 5t‘m,;,1し、{;,.ii‘} 

．；了 コア測定 ：2cml’iし、位irt

]塁 □
音響探査

欠測状況

欠測

T. P. -11. 3 rn 
~ -18. 6 Ill 

／ 
T. P. -23. 8 rn 
~ -35. 6 Ill 

一

竪
v

0

5

 

2

2

 

―

―

 
(

U
 

合
）

-10 

-15 

紐 ー30
―̀ 朕

ー・~ ・

-35 

-40 

コア計測状況

目的 T. P. (rn) 
壁厚増減

(cm) 

欠測補完 -13. 9 -6. 5 

校正 -21. 8 -2 

欠測補完 -25. 5 -5. 5 
欠測補完 -31. 4 -15 
校正 -39. 0 +2 

l一 コア測定 ．• 13<'ml'r し、位骰
―- | = --= 

茎弓
―
5
 

ー

匝
〗゜

U
J
 

-55 

- ‘己~． ． 厄、'; ‘̀ 

コア測定： lcml’／ーし、位ji't_

コア測定 ：8 ． 5( • ml1|．． し、位ii‘t

コア測定 ： Ocml•; し‘位i?,'.
l -

コア測定： 3cml•れヽ（叫代

「- -

音響探査

欠測状況

欠測

調査結果

•音響探査では，計画位置から十 9 cm~-4 cmの
位置に壁面を確認した。全体的に欠測区間が多

し）。

・コア測定では，計画位置から＋2cm~-15 cmの
位置に壁面を確認した。

コア計測状況

目的 T. P. (m) 
壁厚増減

(cm) 

欠測補完 -l l. 8 +1 

欠測補完 -17. 8 +l 

欠測補完 -23. 3 +8. 5 
欠測補完 -30. 6 土〇
欠測補完 -38. 1 + 13 
欠測補完 -45. 1 +3 
調査結果

•音響探査では，地盤改良の影響で地盤が乱れ，

採用可能な直達波が得られなかった。

・コア測定では，計画位置から＋13cm～士0cm 
の位置に壁面を確認した。
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1. 5. 2 未改良地山の崩落によるコンクリート未充填

北基礎の北4後行エレメントの剛結継手部（区画①及び⑮）で，仕切板沿いに最大深さ

約70 cmのコンクリート未充填を確認した。1.3. 2 (1) b.で述べた溝壁のはらみ出しによる

コンクリート未充填と比較し，未充填の深さが顕著であることから，当該部の発生原因を

詳細に検討した。

(1) 仕切板際の約 70cmコンクリート未充填の調査結果

発生原因の検討のため，当該箇所のコンクリート未充填の調査結果を整理した。

発生位置及び形状を整理すると，発生位置は区画①及び⑮の仕切板際のSMW下端の周

辺（図 1. 5-11参照）で，コンクリート未充填の形状は以下の通りである。区画①のコン

クリート未充填の断面図を図1.5-12に示す。コンクリート未充填部は主に粘性土層 (A

c層）が堆積していた。

ざ：H団 緩，1

▽*T. P. -3.“なI

▽*T P -4叫

▽*T. P. -5. OOOr, 

• • T. P. -6 000. 

• •T . P. -7. 000m 

▽*T P屯訳心

▽*T P -9血

▽*T. P. -1 0. 000. 

▽*T.P.-11.000. 

▽*T Pー1？如

▽*T P -13匹

▽可．P.-14．匹

▽*T Pー14匹

• •T P -16西

• • I P -17匹

• • T. P.→18匹

▽*T P -18叫

① 

d=li＇罰中1印l111，2

・区画① ：形状：高さ 6.7 mX最大幅 0.30 mX最大深さ 70cm 

位置： SMWの下端から上方に 2.35 m,下方に 4.37 m 

CT. P. -9. 8 m~ -16. 5 m付近）

・区画⑮ ：形状：高さ 3.0 mX最大幅 0.13 mx最大深さ 70cm 

位置： SMWの下端から上方に1.15 m,下方に1.85 m 

(T. P. -11. 0 m~-14. 0 m付近）

| 

T. P. -16. 5 m 

習
O
S
8

m

-g
吸

8
 
―

-

p

し

一.

-

T

-

一i
し

〇

芦

9

約 70CIIlの未充填箇所
（最大幅 30crn) 

約 70cmの未充填箇所
（最大幅 13cm) 

▽SMW下端
------

【凡例】凹みの計画面からの深さ

0 mm~50 mm 
5l rnm~100 mm 
101 mm~150 mm 
151 mm~200 mm 
201 mm~250 mm 
251 mm~300 mm 
301 mm~ 

図l.5-11 コンクリート未充填分布図（北基礎区画①及び⑮）
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図1.5-12 コンクリート未充填箇所断面図（区画①， SMW直下T.P. -13. 0 m付近）
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(2) 施エプロセスの確認

深さ約 70cmのコンクリート未充填が発生した要因を推定するにあたり，北基礎の施工

プロセスのうち，区画①及び⑮の周辺で実施した施工プロセスを抜粋し，以下に示す。ま

た，これらの概要を図l.5-13に示す（以下の番号 1~5は同図中の番号を示す）。

1. 北基礎区画③の施工として区画①，②及び③を掘削後，北3先行エレメントの鉄筋

かごを建込み，コンクリートを打設した際に，溝壁が崩落した。

2.復旧のため溝壁崩落部区間は流動化処理土にて，それ以外は砕石にて埋戻しを実施

した。流動化処理土に対しては地中連続壁の地山側において鉛直縫地工法で補強を追

加した。

3.調査ボーリングにより崩落の状況調査を実施したところ，崩落箇所は特定できなか

ったものの，地盤が緩んだことを確認したため，溝壁の崩落の可能性を考慮し溝壁防

護の補強策を検討した。併せて，溝壁崩落を避けるため，コンクリート打設待ちの掘

削済み箇所に対し，砕石による埋戻しを実施した（区画①，③，⑤，⑦，⑨及び⑮）。

4.溝壁防護の補強策を検討した結果，鉛直縫地エ及び地盤改良（高圧噴射攪拌エ）を

選定し実施した。なお，地盤改良（高圧噴射攪拌エ）の施工中に溝壁面からエア・排

泥が検出されたため，改めて地盤改良（薬液注入エ） により溝壁を補強し，その後地

盤改良（高圧噴射攪拌エ）を実施した。溝壁近傍は高圧噴射により安定性が乱される

可能性があったため， 地盤改良を実施しておらず当該箇所は未改良地山となっている。

5. 区画⑯を掘削するとともに，区画①の崩落土砂等の撤去，区画⑮の砕石撤去を完了

し，後行エレメントの鉄筋かごを設置し，コンクリートを打設した。
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1. 北3掘削中の溝壁崩落
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2.流動化処理土等埋戻し
鉛直縫地エ

3.砕石埋戻し
調査ボーリ ング

4.鉛直縫地エ及び地盤改良（高圧噴射攪拌エ）

ー，， グヽ
凡例
口：薬液注入

ぐ：高圧噴射攪拌エ

5.掘削，砕石撤去，継手清掃（高圧水流）
鉄筋かご設置，コンクリート打設

ロ□：未掘削
凡例

ロ 赤文字 ：施工中

□□ ：コンクリート打設

ロ□砕石埋戻し ［二］
北4関連以外の作業及び施工済みの作業は黒色で示す

掘削

図l.5-13 北4後行エレメント関連施工概要図
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(3) 発生要因とメカニズム

観察結果と施工プロセスの確認から，仕切板際に約 70cmのコンクリート未充填が発生

した要因を以下に示す。

a. 溝壁近傍の薄い未改良地盤

地山の緩み（軟化）に対し，溝壁の近傍にて地盤改良（高圧噴射攪拌エ）を実施（図

1. 5-14参照）したが，溝壁を乱さぬよう溝壁から 1m程度の範囲は地盤改良の対象外と

していた。また，同未改良部 (Ac層）と地盤改良体は縁が切れやすい状態であった（図

l. 5-15参照）。

b. 仕切板及び先行エレメントの高圧水流による清掃

剛結継手部の区画①と区画⑮の溝内の土砂，砕石の撤去を行い，仕切板及び先行エレ

メントの鉄筋の付着物の除去のために，図1.5-16に示すように，高圧水流による継手

清掃を実施した。

その際，継手清掃に用いた高圧水流による繰返し荷重が溝壁 (SMW及び地山）に作

用し（特に仕切板付近では仕切板と防護ボックスが圧力を跳ね返すため溝壁に流れる高

圧水流が大きい），部分的に間隙水圧が上昇し，仕切板付近の地山は不安定になった。

なお，清掃後，コンクリート打設前にレッド測量により，崩落土砂が堆積していない

ことを確認している(1.5. 4 (1)参照）。

上記の a,bやその他の施工履歴から，崩落土砂発生のメカニズムを推定した。

溝壁周辺は未改良地山で構成され，仕切板付近の地山は清掃で不安定になっていた。そ

の状況の中で，北4のコンクリート打設中に，溝壁に打設圧力が作用することで，そのカ

が地盤改良体に挟まれた未改良地山に作用し， SMW下端付近で未改良地山 (Ac層）が

掘削溝側に押し出され，その影響で未改良地山が崩落し，仕切板近傍の先行エレメントの

鉄筋を超えて流入した（図1.5-17, STEPl)。

さらに， SMW区間でのコンクリート打設により未改良地山 (Ac層）から崩落した土

砂が押し上げられ，打上り面が最も低くなる端部の仕切板際に押し付けられ，約 70cmの

コンクリート未充填が発生したと評価した （図1.5-17, STEP2)。
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凡例

□薬液注入 く）高圧噴射撹拌工 ●鉛直縫地
□□ 未掘肖l」しこ］ 砕石 ［こ］ コンクリート打設済

図l.5-14 調査ボーリング及び高圧噴射攪拌工施工位置
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No 1 

ン 削

G プ /：* ヶc 逸 岩種
方孔
Eコ ：調査ボーリング削孔時にロッドの自沈

L') 度 水 区分 (AC層の軟化） を確認 した範囲ン

グ 法

送

水

回

転

送

水

●

回

転

24.0 

24_3 
シルト

送

水

戴

回

転

砂礫

Ac層

て自沈：

-55m 

送

水

回

転

砂礫

図1.5-15 ボーリング結果 (No.1)及び高圧噴射攪拌工の未改良地山
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a部 a部の拡大

高圧水流が仕切板及び

防護ボックスで反射し，

地山に作用し不安定に

剛結継手部北 3

コンクリート打設済

高圧水流が仕切板及び

防護ボックスで反射し，

地山に作用 ―--

苺
世
器
墟
蚕

．．．． 

北 7

コンクリート打設済
高圧水流が仕切板及び

防護ボックスで反射し，

地山に作用し不安定に

図1.5-16 仕切板付近での高圧水流による先行エレメント鉄筋清掃による地山への影響

高圧水流の作用範囲
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STEPl. S MW以深打設時

地山側

カットT

ビ液

トレミー管

STEP2. S MW区間打設時

地山側 側面図

カットT I .. 
安定液 I 
1 

トレミー管

中実部側 正面図

｀ー 高圧噴射攪拌工改良体 L」 I I安定液
▽SMW下端 T. P. -12. 3 rn 

プ――--------------------7~-------
高圧噴射攪拌工改良体 • SMWと

未改良地山 (Ac層）との縁切れ

ライン

②打設圧による未改良地

山 (Ac層）の押出

し・崩落

スライム

①コンクリートの
打設圧 1エUJ似 I I コンクリート

未改良地山

コンクリート

中実部側

SMW 

―`` 高圧噴射攪拌工改良体

▽SMW下端 T. P. -12. 3 m 
-----------------------, / /I 
③コンクリート打設圧により

未改良地山 (Ac層）及び

スライムが仕切板に押しつ

けられる

コンクリート

仕切板

正面図

安定液

コンクリート

図l.5-17 未改良地山 (Ac層）の崩落 ・堆積メカニズム
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1. 5. 3 鉄筋の変形等に係るモックアップ試験

中実部側壁面で確認した鉄筋の変形等の発生メカニズムを検討するため，実物大模型を

用いたモックアップ試験を行った。中実部側で発生した鉄筋の変形事象を再現し，その事

象が鉄筋かご全体にどのように影響を及ぼすかを観察した。また，数値シミュレーション

で鉄筋の変形の挙動を確認した。

(1) 試験の概要

モックアップ試験に用いる試験体は，実物大の後行エレメントの鉄筋かごの一部とし，

実物と同じ材質の鉄筋を用い，同じ組立方法（部材同士の結束方法及び補強枠を用いた形

状保持）にて製作した。図1.5-18にモックアップ試験の試験体の配筋図を示す。

モックアップ試験は， 鉄筋の変形等を推定した誘発要因（例えば，後行エレメントの鉄

筋かごの降下時に先行エレメントの鉄筋に接触・干渉した状況）によるものであることを

確認するために，南基礎の区画⑮，⑯及び①の鉄筋変形等を対象として実施した。先行エ

レメ ントと後行エレメントの鉄筋の接触・干渉は，設置した後行エレメントの鉄筋かごの

水平鉄筋を吊り上げることにより模擬した。その際の周辺鉄筋の変形状況を観察，記録し

た。 また，鉄筋の変形等の状況の数値シミュレーション解析を行う目的で，鉄筋にモーシ

ョンキャプチャーを取り付け，データを採取した。

なお，後行エレメントの干渉箇所を吊上げる際に，試験体全体が持ち上がることを防ぐ

ため，試験体の底部は床に固定している。これは，後行エレメントの鉄筋かごが吊り下げ

られている状況（自重で下方に引っ張られている状況）を模擬し，干渉箇所のみに力が集

中し，実際の現象を模擬させたものである。

図1.5-18 モックアップ試験の試験体の配筋図
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(2) 試験結果

モックアップ試験で確認できた事項は以下の通り。

．吊上げた水平鉄筋は，鉛直鉄筋との固定（結束線）が破断し上部に引き上げられ

るとともに，補強枠に引っ掛かったせん断補強筋 (Tヘッドバー）を支点として

変形していた。吊上がった水平鉄筋はすべて同様の挙動となっていた。これは，

現場で確認した後行エレメントの水平鉄筋の変形形状，複数本の水平鉄筋が集ま

っている状態と整合している。図 1. 5-19に鉄筋変形の観察結果，モックアップ

試験の結果と現地状況を示す。

T. P-35. 0 m 
区画⑮ 区画⑯

T.P-39.0 m 
該当箇所の鉄筋変形の観察図（南基礎）

モックアップ試験の結果 現地状況

図1.5-19 鉄筋変形の観察結果，モックアップ試験の結果と現地状況

1-101 103 



(3) 数値シミュレーション解析

モックアップ試験で観察された鉄筋の変形等の挙動について数値シミュレーションで確

認した。数値シミュレーションでは，モックアップ試験モデルと同じように解析ソフト上

で鉄筋かごをモデル化し，図1.5-20に示す通り，モックアップ試験と同じ吊り上げ位置

に対して強制変位を与えた場合の鉄筋かご全体の挙動を確認した。

地山側

2̀、1-------二1ャ ・ご 孤 ＞マー―‘ 中実部側

図1.5-2 0 数値シミュレーションの結果

(4) 解析結果の評価

数値シミュレーションの結果でも，モックアップ試験と同様の結果が得られており，発

生メカニズムを再現することができた（図1.5-21を参照）。

中実部側

（水平鉄筋）

図1.5-21 地山側から見た鉄筋かごの変位状況

地山側

（水平鉄筋）

地山側・

中実部側

（鉛直鉄筋）

モックアップ試験及び数値シミュレーション解析の結果から，現場で発生した鉄筋の変

形がモックアップ試験にて再現されたことから，発生メカニズムを検証することができた。
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1. 5. 4 地中連続壁の施工記録及び品質確認記録

コンクリート未充填及び鉄筋の変形等の要因分析として，地中連続壁の施工記録及び品

質確認記録のうち，以下の記録を確認した。

・北基礎北4 （区画⑮，⑯及び①）のレッド測量結果

・コンクリート打設前の安定液試験結果

・基礎壁厚（掘削幅）測定結果

(1) 北基礎北4 （区画⑮，⑯及び①）のレッド測量結果

北基礎北4 （区画⑮，⑯及び①）については，鉄筋かご高止まり事象の発生に伴い，

スライム処理作業を入念に実施している。検査記録は処理完了後の記録である。図

1. 5-2 2に測定位置，表1.5-17に掘削深度を示す。

表1.5-17 健全性確認 レッド測量結果表

レッド測量 No. 設計基礎下端(T.p.) 掘削出来形 (T.P.) 判定

① -56. 141 m 合

② -56. 631 m 合

中心
③ -56. 741 ID 合

⑫ -56. 329 m 合

冒［ 
⑬ -56. 757 Ill 合

⑭ -56. 757 m 合

⑱ -56.465 m 合

中実部側 ⑳ -56. 757 ID 合

⑳ -56. 257 m 合

地山側
⑰ -56. 141 Ill 合

⑫ -56. 738 Ill 合

④ 
-56.000 m 

-56. 741 m 合

厚悶
⑤ -56. 741 Ill 合

中心
⑧ -56.841 m 合

⑨ -56. 571 Ill 合

部 ⑩ -56. 651 m 合

闊 ⑪ -56. 471 ID 合

⑥ -56. 891 m 合
地山側

⑦ -56. 791 Ill 合

⑮ -56.211 m 合

仕切板 ⑯ -56.365 ID 合

⑲ -56.649 Ill 合
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図1.5-22 健全性確認 レッド測量箇所（北基礎）
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(2) コンクリート打設前の安定液試験結果

地中連続壁の施工においては，掘削完了時に底部のスライム除去を行った後，掘削深度

のレッド測量を行い，根入れ長の確保及び基礎が適正に岩着されていることを確認してい

る。なお，先行エレメントの仕切板の外側に位置する剛結継手部は，後行エレメントのコ

ンクリートと一緒に打設するため，その時まで掘置き状態となる。そのため，剛結継手部

については，継手鉄筋の清掃後にレッド測量を改めて実施し，スライム除去が完了してい

ることを確認している。北基礎の鉄筋かこ］の高止まり事象が発生した箇所においては，追

加で底部の底浚いと安定液の良液置換を入念に実施した。

スライム除去については，底部の底浚いと安定液の良液置換を行った後，安定液の砂分

率を測定することで規格値の1.0％以下4)の体積割合を確認している。スライムを除去せ

ずコンクリートを打込むと，鋼製防護壁基礎本体と支持地盤の間にスライムが介在し，支

持機能に影響を与えるおそれがある。 また，打設コンクリート中にスライムを巻き込み，

コンクリートの品質を低下させる要因となる。そのため，スライム除去は，適正な鋼製防

護壁基礎の岩着を確保するための重要な管理項目である。コンクリート打設直前の南基礎

の安定液試験結果（砂分率）を表1.5-18,北基礎の安定液試験結果（砂分率）を表1.5-19 

に示す。

表1.5-18 南基礎安定液試験結果（砂分率）

エレメント
砂分率（％）

判定
1. 0％以下

南1 0. 2 合

南2 0. 3 合

南3 0. 2 合

南4 0. 5 合

南5 0. 6 合

南6 0. 1 合

南7 0. 6 合

南8 0. 5 合

（地山側）

量

中実部側

（
一
＿
i
三
1
妾

）

亡：先行エレメント

こコ：後行エレメント

亡コ：後行エレメント

（剛結継手部）

（剛結継手部以外）

（地山側）

4)多田浩彦ほか：地中連続壁基礎工法ハンドブック

1994. 5. 

1-105 

施工編 2版，総合土木研究所，p.138, 
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表l.5-19 北基礎安定液試験結果（砂分率）

エレメント
砂分率（％）

合・否
1. 0％以下

」ヒ 1 0. 8 合

北2 0. 2 合

北3 0. 9 合

北4 0. 2 合

北5 0. 6 合

北6 0. 2 合

北7 0. 4 合

北8 0. 4 合

（地山側）

摯

中実部側
（奉

m妾）
亡コ ：先行エレメント
亡コ：後行エレメント
二：後行エレメント

（剛結継手部）

（剛結継手部以外）

（地山側）
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(3) 基礎壁厚（掘削幅）測定結果

各区画における掘削完了後の超音波測定結果（施工記録）から，基礎壁厚（掘削幅）確

保に必要となる掘削出来形寸法を確認した。区画ごとの掘削出来形寸法の南基礎の測定結

果を表1.5-20に，北基礎の測定結果を表1.5-21に示す。

表1.5-2 0 基礎壁厚（掘削幅）出来形寸法測定結果（南基礎）

区画
設計壁厚 (II1Ill）

出来形寸法（最小値） (mm) 差 (mm) 判定
（判定基準）

① 2, 480 + 80 合

② 2, 480 + 80 合

③ 2, 480 + 80 合

④ 2,440 + 40 合

⑤ 2,440 + 40 合

⑥ 2, 480 + 80 合

⑦ 2,440 + 40 合

⑧ 
2, 400以上

2,440 + 40 合

⑨ 2, 560 + 160 合

⑩ 2,480 + 80 合

⑪ 2, 480 + 80 合

⑫ 2, 400 土

゜
合

⑬ 2,440 + 40 合

⑭ 2,440 + 40 合

⑮ 2, 480 + 80 合

⑯ 2,480 + 80 合

（地山側） 棗--

中実部側
（奉

m妾）
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二：先行エレメント

こコ：後行エレメント

Eコ：後行エレメント
（剛結継手部）

（剛結継手部以外）

超音波測定（例）
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表1.5-21 基礎壁厚（掘削幅）出来形寸法測定結果（北基礎）

区画
設計壁厚 (IIlIll）

出来形寸法（最小値） (mm) 差 (mm) 判定
（判定基準）

① 2, 480 + 80 合

② 2, 480 + 80 合

③ 2, 520 + 120 合

④ 2,440 + 40 合

⑤ 2, 560 + 160 合

⑥ 2, 520 + 120 合

⑦ 2, 560 + 160 合

⑧ 
2, 400以上

2,440 + 40 合

⑨ 2, 520 + 120 合

⑩ 2, 520 + 120 合

⑪ 2, 440 + 40 合

⑫ 2, 400 ± 

゜
合

⑬ 2, 520 + 120 合

⑭ 2, 520 + 120 合

⑮ 2, 480 + 80 合

⑯ 2, 400 士

゜
合

（地山側）

亭

（奉

m妾）
中実部側

（畢

m妾）

（地山側）

仁コ： 先行エレメント
仁コ： 後行エレメント
［コ： 後行エレメント

超音波測定（例）

（剛結継手部）

（剛結継手部以外）
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2. 不具合事象の調査結果を踏まえた対応方針
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2. 不具合事象の調査結果を踏まえた対応方針

本章では，防潮堤（鋼製防護壁）基礎の一部である地中連続壁の不具合に対し，基礎として使

用することが適さないことから，地中連続壁の撤去・再構築，防潮堤（鋼製防護壁）基礎の構造

変更の順に，設計要求を満足させるための対策案を整理し，対応方針をまとめた。

2. 1 撤去・再構築案

地中連続壁を撤去し，既工認設計と同等の鉄筋コンクリート構造で再構築する対策案の施工

成立性について検討した。撤去・再構築施工の概略フローを図 2.1-1に，施エイメージを図

2. 1-2に，施工エリアの周辺状況図を図 2.1-3に示す。

地中連続壁の撤去及び防潮堤（鋼製防護壁）基礎の再構築のために設置する仮設土留め壁（鋼

製地中連続壁）の断面計算，土留め支保エの断面計算を行い，仮設土留めとして設計面での構

造成立性は確保できていることを確認した。

しかしながら，施工面においては以下の課題があるとともに，他発電所において地盤改良に

よる既設構造物への悪影響があった事例も踏まえ， リスクが非常に大きいと判断し，本案は不

採用とした。

・仮設土留めとして施工する鋼製地中連続壁の溝壁の安定性確保のために補助工法として

地盤改良（セメント系：高圧噴射攪拌エ）が必要となる訊l l 
l lが近接しており，既設構造物への影響回避を含め，その
施工が困難なこと（図 2.1-3)。

・既設構造物の近傍で長期にわたる大深度開削工事を行うため，発電所施設の安全確保に重

大な影響を与える可能性があること。
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支障物移設等

地中連続壁中実部側埋戻し

鋼製地中連続壁設置（仮設）

掘削・土留め支保エ設置

地中連続壁撤去

鉄筋コンクリート基礎構築

土留め支保エ撤去

1 7段繰り返し

1 7段繰り返し

図 2.1-1 撤去・再構築施工 概略フロー

掘削時

鋼製地中連続壁

------地中r礎競撒火

□] 

構築時

鋼製地中連続壁

------I :「 ,

’~—· ・疇・ ,
I. 基礎構築 ＇ 
I i I I 

,_-'一 :...- I 

本体基礎

掘削・支保エ設置→地中連続壁撤去

(1 7段繰り返し）

・仮設土留めとして施工する鋼

製地中連続壁の溝壁の安定性

確保（はらみ出し対策）のた

めには溝壁周辺の堆積層を全

面的に地盤改良（セメント

系）する必要がある。

・地盤改良（セメント系）の施

工は，近接する既設構造物に

接しで夷施されることから，

その影響回避は困難である。

本体基礎

土留め支保エ撤去→基礎構築

(1 7段繰り返し）

埋戻し
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既設構造物の近傍で長期にわ

たる大深度開削工事を行うた

め．万が一，土留めを保持す

るための支保工に自然事象な

どで衝撃が加わった場合，土

留めが損傷し，既設構造物の

安全確保に重大な影袢を与え

る可能性がある。

図 2.1-2 施エイメージ
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平面図 地盤改良体が既設構造物

の杭基礎と干渉
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断面図

仮設土留め（鋼製地中連続壁）の安定性

確保（はらみ出し対策）のために，地中

連続壁周辺の堆積層を全面的に地盤改良

（セメント系 ：高圧噴射攪拌エ）する必

要がある。

地盤改良体が

既設構造物と

干渉

Km 

図 2.1-3 

地中連続壁

施工成立性の検討図
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2. 2 構造変更案

地中連続壁の撤去及び基礎の再構築は困難と判断し，地中連続壁を残置する方針とする。

このため，中実部の仕様の見直し（補強），追加構造の設置等により設計要求事項を満足す

る構造変更について検討を行い，構造設計の見通し及び現場施工の成立性を整理した。

2. 2. 1 残置する地中連続壁の構造設計上の取扱い

地中連続壁を残置するため，その設計上の取扱いを以下に示す。

(1) 基本的な考え方

基本的な考え方について以下に示す。

・不確かさが残る地中連続壁は防潮堤（鋼製防護壁）を支持する基礎としては使用しな

い設計に変更する。

・地中連続壁は残置し，中実部基礎構築のための土留め壁（仮設構造物）として使用す

る。

(2) 基礎構造の検討方針

地中連続壁を基礎として使用しない設計とすることにより，防潮堤基礎の剛性・耐力が

確保できないため，その対策として「追加基礎（鋼管杭）」及び「周辺地盤の地盤改良」

を取り入れた構造に変更し，支配的な津波荷重に対して抵抗を期待する構造とすることと

した。基礎構造変更の考え方を図 2.2-1に，概念図（構造変更後）を図 2.2-2に，平面図

（地盤改良範囲）を図 2.2-3に示す。

（イメージ図）

地中連続壁を基礎として

使用しない設計

当初設計 g雀尖
r ------1 

→]百月］
-------~ 

追加碁礎（鋼管杭）
鋼管杭を追加し，基
礎幅を拡大すること
で剛性・耐力を高め，
外力に対する抵抗を
強化する。

鋼管杭を増設し
基礎幅を拡大する
l -------1 

9I戸］］I
.. _---..,,.,,.. -....,. 杭

-----------------
周辺地盤の地盤改良
地盤改良体を設置
（考慮）し，基礎部
の変形を抑制し，外
力に対する抵抗を強
化する。

地盤改良

~
~
~

；
 

一
『
1
,
'
1
1
1
1
』

周辺に地盤改良体を
設置する

図 2.2-1 基礎構造変更の考え方

2-5 1 1 5 



：堤暉！

堤外側

中詰鉄筋
コンクリート

北基礎

図 2.2-2 概念図（構造変更後）
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凡例

Eコ 既実施地盤改良体（セメント系）
地盤改良体（セメント系）

Eコ 既実施地盤改良体（薬液注入）
Eニコ 地盤改良体（薬液注入）
〇鋼管杭

四 巻立て鉄筋コンクリート

図 2.2-3 平面図（地盤改良範囲）
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(3) 基礎構造の検討結果

基礎形状は，中実部(10.7 mXlO. 7 m)十鋼管杭cf>1, 500 mm (6本X2)の複合構造と

し，更に周辺地盤を地盤改良する構造を思考した（図 2.2-4参照）。

・・飼 •[ ←9地釦薮一・良――•--.. : : • 

（：□：.lo 認認豆y+-N 
鋼管杭f □]（仮設構士：：言言24Ill）

,. : : :. : : :. : : :. : :. • : • :. 
I・：．：・ ：. : ・ :. : ・ :. : ・ :. : ・ 
I • : : ・ : :・ : : ・ : : ・ : :・ .・.. ・.. ・.. ・.. •. 

’--℃-5で認さ――—'
: ・ : : : ・ : : : ・ ： ：．・．：：堤外・：： ：．： ： ：．： ： ：．： ： ：．：： ：．： ： ：．： ： ：．：： ： ・ ： : : ・ : : : ・ : : : ・ : : : • : : : ・ : : : ・ ::.. ・ : ：： ・ : ： ： ・:： ： • : ： ： ・ ： : : ・ : : : ・ : : : ・ :. : ・ 
• : : ・ : : ・ : : ・ : : ・.. • . . •.. ・ : : ・ : : ・ : : ・ : : • : : ・ : : ・ : : ・ : : ・ : : ・ : : ・ : : ・ : : ・ : : ・ : : ・ : : ・ : : ・ : : ・ : : ・ : : ・ : : ・ •. : ・ : : ・ :. : ・ 

図 2.2-4 地中連続壁外側の補強（基礎の追加＋地盤改良）平面図（概要図）

(a) 設計成立性の確認

基礎の設置位置が深く，変位量が大きいと推定した北基礎を検討対象として，中実

部(10.7 m x 10. 7 m)の外側（東西面のみ）に新たな基礎（鋼管杭）を追加し，西側

に地盤改良（セメント系）を施した構造にて，設計成立性を確認する。

当該構造の設計成立性を確認するため，長支間の鋼製防護壁については南北碁礎間

の相対変位量に着目し，既工認設計と同じ手法を用いて解析を実施した。

その結果，南北基礎間の相対変位量は既工認設計より小さいことを確認した。

また，鋼製防護壁基礎についても，既エ認設計時に変位量が最大となった敷地に塁

上する津波と余震の重畳時に対して既工認設計と同じ手法による解析を実施し，基礎

天端の変位量（基礎の傾斜・変位量）が既工認設計より小さいことを確認した。

これにより，上部エ，接合部及び基礎の変形並びに断面力は既工認設計に比べて小

さく抑えられると評価できることから，当該構造は設計成立性を有すると判断し， 基

本設計を進めることとした。

(b) 施工成立性の確認

追加する基礎及び地盤改良において，以下の 2点の基本方針により，不具合を施工

中及び施工後速やかに検知・是正できるため，施工成立性を確保できる。

・各施エステップにおいてリスクを網羅的に洗い出し，対策を講じることが可能

であること。

・計画通り施工が行われていることを直接確認もしくは代替措置を講じることで

品質を確認できること。

詳細については第3章で後述する。
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3. 防潮堤（鋼製防護壁）の工事の計画における基本方針（施工性及び検査）

防潮堤（鋼製防護壁）の地中連続壁を構築する際，掘削した溝壁の安定性が確保できず，地

盤のはらみ出し・崩落等の発生により，コンクリート未充填や鉄筋の変形等（鉄筋かごの高止

まりを含む）が発生した。また，コンクリート未充填や鉄筋の変形等の状態の把握が地中連続

壁の構築後となっており，不具合を施工中に検知・是正することができなかった。

これらは「各施エステップにおいて， リスク想定が不十分であり，不具合の発生を予期でき

なかった」こと及び「工事が計画通りに行われていることを直接確認せず，代替措置を講じな

かった」ことが根本原因であり，これを踏まえ，以下の基本方針に基づき構造変更した防潮堤

（鋼製防護壁）の施工計画を策定した。

3. 1 基本方針

以下に，基本方針として施工方法の選定・ 確認，施工性の確認，リスクを想定した対策の実

施及び施工品質の確認について示す。

・施工方法の選定・確認

構造変更により新たに必要となった施エステップについては，適用性，施工実績を踏

まえ， 今回発生した不具合事象を回避できる施工方法を選定する。

全施エステップについて， 今回発生した不具合と同様の不具合が発生しないことを確

認する。

・施工性の確認

施工エリアについて現場調査や各施エステップの施工図を作成し，特定した干渉物へ

の対策や重機配置計画等を検討の上，施工性を確認する。施工性の検討の結果を，必要

に応じ，構造設計に反映することで実現性を有する構造を選定する。

・リスクを想定した対策の実施

各施エステップにおけるリスクを網羅的に洗い出し，対策を施すことで，今回発生し

た不具合だけでなく，その他全ての不具合の発生を防止する。必要に応じ試験施工を実

施し，計画通りの工事が確実にできることを確認する。

・施工品質の確認

施エステップごとに工事が計画通り行われていることを直接確認できるよう，品質を

確認（検査）する項目・確認時期，確認方法を整理し，適用する。不具合を施工中及び施

工後に速やかに検知・是正できる措置を講じる。
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3. 2 構造変更の概要

防潮堤（鋼製防護壁）の構造の主要な変更点は，追加基礎（鋼管杭）と地盤改良（セメント

系，薬液注入）である。構造変更の概要として北基礎を例に，追加基礎及び地盤改良範囲を図

3. 2-1に，追加基礎及び地盤改良範囲（北基礎断面） （A-A断面）の東西方向の鉛直断面を

図 3.2-2に示す。また，南基礎構造概要を図 3.2-3に，北基礎構造概要を図 3.2-4に示す。

【構造変更の概要】

・基礎を拡幅することで剛性・耐力を高める効果があるため，地中連続壁の東側及び西側

に鋼管杭（杭頭部は巻立て鉄筋コンクリートにより補強）を設置するとともに頂版鉄筋

コンクリートを鋼管杭の範囲まで拡大し，基礎構造として一体化させる。

•津波時の基礎の変位を抑制する効果を得るため，基礎（鋼管杭部）の西面に地盤改良（セ

メント系）を施す。なお，南基礎の西側の一画に既設構造物が設置されており，この構造

物との干渉を考慮して設定した改良範囲を構造設計に反映する。南基礎及び北基礎の変

位量を考慮し，変位量が大きい北基礎については，南基礎よりも深い範囲まで地盤改良

を実施する。

・基礎の地震時の変位や断面力を低減させるため，基礎周辺地盤の液状化対象層に液状化

対策として地盤改良（薬液注入）を施す。

・基礎として使用しない地中連続壁は中実鉄筋コンクリートを構築するため残置すること

とし，構造設計においてはコンクリートの強度・剛性は期待せず原地盤（非液状化地盤）

として扱う。
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地盤改良体（薬液注入）

浅部：地盤改良体（セメント系）

深部：地盤改良体（薬液注入） ｝ 
鋼管杭

巻立て鉄筋コンクリート

巻立

鋼管杭

地盤改良体（薬液注入）

一

I 
全体平面図

¥ 
北基礎平面拡大図

(T. P. -5. 0 rn) 

摯一

凡例

Eコ 既実施地盤改良体（セメント系）
地盤改良体（セメント系）

Eコ 既実施地盤改良体（薬液注入）
L---」地盤改良体（薬液注入）

Q追加基礎（鋼管杭）

四 巻立て鉄筋コンクリート

※基本的に南基礎も同様である。

図 3.2-1 追加基礎及び地盤改良範囲（北基礎）
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アンカーボルト

（接合部）

巻立て鉄筋コンクリート

西側 ◄

地盤改良体（セメント系）

（流動化処理土の置換え）

Ac 

地盤改良体（薬液注入）

地中連続壁

► 東側

中詰め鉄筋コンクリート

根巻き鉄筋コンクリート

V uu  

Ag2 

ヽ
I 

I 
地盤改良体（セメント系）

（高圧噴射攪拌） Ac 

As 

地盤改良体（薬液注入）

凡例

こ二］ 既実施地盤改良体（セメント系）

1繭醐 地盤改良体（セメント系）

亡一 退`既実施地盤改良体（薬液注入）
r--―地盤改良体（薬液注入）
し） 追加基礎（鋼管杭）

血 巻立て鉄筋コンクリート

図 3.2-2 追加基礎及び地盤改良範囲（北基礎断面） （A-A断面）
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3. 3 施工方法の選定

防潮堤（鋼製防護壁）の構造変更により新たに追加となる工事（鋼管杭，地盤改良（セメン

ト系，薬液注入））について，施工方法を選定する。施工方法は，当発電所での施工実績・適

用性に基づいて選定する。また，その施工方法で想定されるリスクを抽出し，その原因・要因

及び対策を整理した上で，実現性を確認する。

3. 3. 1 鋼管杭打設

(1) 施工方法の選定

鋼管杭の施工方法の比較検討を行った。鋼管杭施工方法の比較検討結果を表 3.3-1に

示す。

本工事に適用する施工方法として「中掘り圧入工法」を選定した。中掘り圧入工法は，

全周回転掘削機を用いて，切削ビット付鋼管杭を回転させながら地盤を切削（鋼管の内側

の土砂は中掘りして撤去）し，地盤に圧入する工法である。 本工法の選定に際し，適用性

について表 3.3-1の通り確認し，工事におけるリスク想定として 「鋼管杭が設計深さまで

打設できない」について原因や対策を検討した。

なお，選定工法（中掘り圧入工法）の適用性・施工実績について表 3.3-2に，中掘り圧

入工法による鋼管杭施工実績（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁施工実績）を図 3.3-1に整

理した。
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表 3.3-1 鋼管杭施工方法の比較検討結果

工法名
皿込み杭下法 打込み杭丁→法

中掘り圧入工法 建込工法

概要図

概要

概要 • 特徴

使用機械

施工機械

・全周回転掘削機を用いて，銅管杭内部をハンマー

グラプ等で掘削しながら，先端にピッ トをつけた

銅管杭を回転や揺動圧入により打設する。

・クローラクレーン

・全周回転掘削機

・ハンマーグラプ

・全周回転掘削機が銅管杭径（<I>I. 500 mm)に対応
している。

・ノバルハンマーの削孔と辿行して銅管杭の先端か

ら噴射されるエアーで削孔し，銅管杭を建込む。

• 三点杭打機

・クローラク レーン

• ノパルハンマー

・三点杭打機パーカッション機材が鋼管杭径（の

I, 500 mm)に対応していない。

・油圧ハンマーによる打撃で銅管杭を打設する。

・クローラク レーン

・油圧ハンマー

・油圧ハンマーが銅管杭径（ゆI.500 mm)に対応し
ている。

．辿続壁tllii'ill機で掘削を行い，安定液中に銅管杭を

建込む。

・クローラクレーン

・連続壁掘削機

・連続壁掘削機が銅管杭径（ゆ I.500 mm)に対応し
ている。

゜
X 

土質

・Ag2肘， Asil''.'i,Ag 1屑 Km}習に適用 ,.,J能
である。

深度※

適用性
振動

゜60 m以上
゜・振動が少なく，近接する重要構造物への影饗がな

しヽ。

同゚左

゜60 m以上
゜・振動があり，近接する重要構造物への影響の懸念

がある。

゜
X 

゜地盤変位 ・崩壊

同左

゜40~50 m △ 

同左

゜・A遭で大きく沈下する可能性があるため，銅管

杭の鉛直精度確保の懸念がある。

△ 

同゚左

゜60 m 以 ＿1••

゜・振動が少なく， 近接する重要構造物への影饗がな

し）。

・打撃により振動 ・衝撃が発生するため，掘削箇所

を保持している土留め等への影響の懸念がある。

X 

品毀

（鉛直精度）

施TJ実組

・銅管を回転や揺動により圧入するため，周辺地盤

を緩めない。

゜・鋼管杭間隔が300mm,削孔深度が60m程度であ
り，鉛直精度確保のため，先行削孔による補助エ

法を併用する必要がある。

△ 

・東悔第二発電所で同等の杭径 ．掘削深度の施工実

組あり（防潮堤丁．事）。

゜

同左

△ 

・東海第二発電所で施工実組なし。

同左

△ 

・東海第二発電所で同等の杭径の施工実組あり（防

潮堤工事）

• 安定液で溝壁を保護するが， 地山への逸水の可能

性があるため，溝壁の崩壊の懸念がある。

X 

•安定液中に銅管杭を建込むことで鉛直精度を確保

できる。

゜・東悔第....:.発電所で同等の杭径 ．掘削深度の施T．実

組あり（防潮堤工事）

゜ ゜゜出IIi I （均質硲換 1‘｀畠塁：法併用により

評価記号について 0適用可，△施工条件要確認，x適用不可
※銅管杭の打設長は約 50m 

x
 

X X 

3-9 126 



表 3.3-2 選定工法（中掘り圧入工法）の適用性・施工実績

適用性・施工実績

・鋼管杭打設深度，鋼管杭径は本工法の適用範囲内である。

・施工時の振動は小さく，施工場所に近接する発電所設備への影響はない。

・鋼管杭が地山を抑えながら削孔．掘進するため，土砂の崩落等は発生しない。

・東海第二発電所で同等の杭径．掘削深度の施工実績（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁）があり，施

工精度が確保できている（図 3.3-1参照）。

40 

0

0

 

3

2

 姦
垢

10 

l 杭間隔 30cmで打設するための施工精度（土15cm) 1 
1 （ →’  

゜ぐ令やややや~ x~r::::,・シ
怠 ／尋冨／ぷ／ 夏 X Xぷ xぷX ` 笠

鋼管杭杭下端における鋼管杭列方向の計画位置からの離れ (IT1TI)

図 3.3-1 中掘り圧入工法による鋼管杭施工実績（鋼管杭鉄筋コンクリート防潮壁施工実績）
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(2) 想定リスクと対策

中掘り圧入工法による鋼管杭打設の施工に想定されるリスクとして「鋼管杭が設計深さ

まで打設できない」ことが挙げられるため，その原因・要因及び対策を検討した（表 3.3-3 

参照）。

上記のリスクに対し， 補助工法として鋼管杭先端にフリクションカッター※ 1をつける

ことによる地盤と鋼管杭の間の摩擦力の低減，支障物撤去及び均質置換土※2による堆積

層の置換， 及び杭の鉛直精度管理システム※3を用いた常時精度確認により目標鉛直精度

(1/600)を確保できることから，想定リスクを回避し「鋼管杭を設計深さに打設できる」

と判断した。

杭を粘性土地盤中に打設する場合においては，圧密沈下などにより ，杭周辺に下向きに

作用する周面摩擦力］），いわゆるネガティブフリクションが発生し，杭の押込み荷重とし

て考慮する場合がある。しかし，当該鋼管杭は，均質置換土の施工後の打設となり，鋼管

杭と粘性土が直接接触する面はなく，ネガティブフリクションは発生しない。また， 鋼管

杭は岩盤への先端支持力のみを期待した構造とした。

なお，支障物撤去及び均質置換土による堆積層の置換は鋼管杭打設に先立ち実施する。

※ 1 :鋼管杭を建込む際の地盤との摩擦抵抗を緩和するため杭先端部に取り付ける部品をいう

（図 3.3-2参照）。
※2 :流動化処理土等を用いて鋼管杭打設用に地盤の均質化として置換した土を 「均質置換土」
と呼称し，流動化処理土は，地盤改良（セメント系）として埋戻しに使用する土を示す。

※3 :測量機器（トータルステーション）を用いて杭を計測し，杭の位置及び傾きを計測・管理
し，杭打設の施工精度を向上させるツールをいう（図 3.3-3参照）。

l)道路橋示方書 ・同解説N下部構造編，p.398,2012. 
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表 3.3-3 中掘り圧入工法における想定リスクの原因・要因及び対策

想定リスク 原因・要因 対策 備考

鋼管杭が設 打設地盤内の工事仮設物 打設作業前に支障となる地 地中の工事仮設物は既往の

計深さまで （地中連続壁工事のSM 中の工事仮設物を撤去す 施工図等を確認した。

打設できな w※1等）が支障になる。 る。

し） 打設中の鋼管杭が周辺地 打設中の鋼管杭と周辺地盤 フリクションカッターは粘

盤との摩擦で固着する。 との摩擦を低減させるた 性土層，改良地盤での鋼管

め，フリクションカッター 杭打設に一般的に採用され

（図 3.3-2参照）を杭先端 る。
に設置する。

地盤の不均質性の影響で ・地盤の不均質性の影響を 杭の鉛直精度管理システム

杭の打設の鉛直精度を保 回避するため，事前に掘 は鋼管杭防潮壁の施工実績

つことが難しく，鋼管杭 削する堆積層まで均質置 から採用した。

の間隔が小さい (300mm) 換土に置換する。

ため，杭打設の鉛直精度 ．杭の鉛直精度管理システ

低下により鋼管杭同士が ム（図 3.3-3参照）を用
干渉する。 いて杭の鉛直精度の常時

確認により精度を確保す

る。

鋼管杭内部にボイリング 鋼管杭内の水位調整を行う 鋼管杭内に水を張り，地下

現象※2が発生し，鋼管杭 ためのタンクを現場に確保 水とバランスをとることで

周りの土が流動化するこ し，鋼管杭内に水を張り， ボイリングを防止できるこ

とにより，鉛直精度が確 地下水とバランスをとるこ とを確認した。

保できない。 とでボイリングを防止す

る。

※1 :Soil Mixing Wall:土にセメントスラリーを原位置で混合攪拌し地中に造成した壁体のこと。
※2 :地下水位の高い砂質地盤などを掘削した際に，水圧で地盤が持ち上げられ，掘削底面から砂や泥水が噴き出
して地盤が破壊する現象。
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鋼管杭

切削ビット 鋼管杭先端断面

回転

一

内側 外側

ヽヽ
ヽヽ
ヽヽ
ヽヽ
ヽヽ
ヽ
ヽヽ
ヽ
ヽヽ
ヽヽ
ヽヽ

｀
 

ヽヽ
ヽヽ
ヽヽ
ヽヽ
ヽヽ
ヽ

．
 

切削ビット
£ 

鋼管杭先端断面拡大図

切削ビットにより生じる杭周りの

空隙には，鋼管杭打設後（巻立て

コンクリート施工前）にグラウト

充填を行う。

図 3.3-2 

鋼管杭先端平面図

鋼管杭施工時の想定リスク対策（その 1) ：フリクションカッターイメージ図

設計値

ー
ー

ー

／

ー
ー

ー

／I
L
 

ー

I

・
・・
、・
‘̀

杭ll」、心

ヽ杭上部
ヽ
ヽ
ヽ
ヽ
ヽ

工杭 ヽ 』、，．
a 
// i; 

f 
， 

x方向

Y方向

図 3.3-3 鋼管杭施工時の想定リスク対策（その 2) ：鋼管杭鉛直精度管理システム
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3. 3. 2 

(1) 

地盤改良（セメント系）

施工方法の選定

地盤改良（セメント系）の施工方法の比較検討結果を表 3.3-4に示す。

本工事に適用する施工方法として「掘削・置換工法（流動化処理土り」を選定した。

「掘削 ・置換工法（流動化処理土）」は，改良対象範囲の堆積層を開削除去し，流動化処

理土により同範囲を埋戻し（置換）する工法である。

本工法の選定に際し，適用性や改良品質の不確かさの要因から想定される事象について

網羅的に抽出し， 本工事での当該工法の適用性の詳細評価を実施した。この結果，いずれ

の想定事象についてもあらかじめ対策を施すことで本工法の適用性に問題がないことを

邑認した (3.6. 7 参照）。

なお，選定工法（掘削・置換工法（流動化処理土））の適用性・施工実績を表 3.3-5に

整理した。

地盤改良（セメント系）平面図を図 3.3-4に，地盤改良（セメント系）断面図を図 3.3-5 

に示す。

※：土に固化材混和剤及び水を混ぜて高い流動性と安定性を持たせた材料

1 u. O m 

地盤改良

（セメント系）

l 
図 3.3-4 地盤改良（セメント系）平面図

地盤改良

（セメント系）

▲

▼

 

III 
8
0
 ・5
 

南基礎

図 3.3-5 

北基礎

地盤改良（セメント系）断面図

3-14 131 



掘削．骰換丁，法

表 3.3-4 地盤改良（セメント系）の施工方法の比較検討結果

機械式攪拌T．法（スラリー混合方式）
T名法名

開削除去

(Uli削 ・府換丁．法 ：流動化処郎上）
全周回転掘削機掘削

泊i)£In射式攪拌T社法
浅部 深部

概要図

概要

·— —·` lith i i i 
全周回転掘削機
一士7

工法概要

・対象範囲を事前に土留め整で仕切り，パッ

クホウで掘削後，セメン ト改良土（流動化

処狸土）で埋め戻す。

• Jtti削土の運搬 ストック，処理が必要であ
る。

•あ らかじめセメ ン ト改良した改良土を使用

するので， 強度などの品質が安定してい

る。

・全周回転掘削機（の2,000 mm程度）で掘
削後，セメン ト添加土に置き換える。

．掘削土の運搬ス トック， 処理が必要であ

る。

・全周回転掘削機で掘削できる深度まで改良

が可能である。

・地表面からセメン トスラ リーと地盤をトレ

ンチャーで概拌して， 地盤を固結させる。

．掘削土の運搬ス トック，処理が不要であ

る。

・低変位で構造物等の近接した施工が可能で

ある。

・セメントスラリーを原位置地盤に注入しな

がら，原位慨土と固化材を相対股拌機構に

より強制的に混合 ・攪拌を行い，均質な大

口径改良体を造成する。

・低変位で構造物等の近接した施下が1,I能で
ある。

・専用の装齢を用いて，セメン トミルク

を高l:Eで地中に噴射し，土壌を物坪的
に切削し，同時に樅拌する。噴射され

た改良材と地盤の土壌を十分にitも合

し，均質な改良体を形成する。

・排泥の迎搬，ス トック， 処狸が不要で

ある。

・地表に部分的な節害物が存在しても施

T叫能である。

土質

Ag2屑， Aslt1,AC肘に適用可能であ
る。

同左 同左 同圧 固左

深度；；；

振動

地盤変位 ・崩壊

適用性

安全性

゜約50m 
゜振動が少なく，近接する重要構造物への影饗

がない。

゜土留め構築後，支保］ヨ？支持するので地盤の

変位は少ない。

゜土留め構築後，地下水位以下で掘削作業をす

るため． 十分な調査・検討，対策が必要であ

る。

△ 

地中1咲害物がある場合，掘削と同時に保護 ・

地中降害物 I除去作業が可能である。

゜・受入検査，工程内検査，最終検査で品質を

確認する。

品尼~ I.開削後，測凪により改良範囲を直接確認可
能である。

゜ ゜ ゜ ゜約60m 約 13m 50 m 約50m 

゜
X 

゜ ゜同左 同左 同左 hl左

゜ ゜ ゜ ゜ケーシングで地盤を保護しながら掘削するの 地山を掘削開放せず，改良するので地盤の変
同左 同左

で地盤の変位は少ない。 位は少ない。

゜ ゜ ゜ ゜クローラクレーンの転倒防止のため足場確保 小型の施工機械で転倒リ スクが小さぐ安全性
ペースマシン (3点式）の転倒防止のため足

小型の施丁州機械で転倒 リスクが小さく安

のための地盤改良等の対策が必要である。 が高い。
褐確保のための地盤改良等の対策が必要であ

全性が高い。
る。

△ 

゜
△ 

゜地中附害物がある場合，別途，保護 ・除去作
同左 同左 同左

業が必要である。

△ △ △ △ 

掘削箇所がl'-l形のため地中連続壁際に未施工
最終検査で品質を確認する。 掘削箇所が円形のため地中連続壁際に未施工 最終検査で品質を確認する

範囲が残る。 範囲が残る。 ゜

゜ ゜
施て実組

・東涌第二発電所で同等の掘削規校 ・改良強

度の施工実組あり（耐澁補強t事） 。
・東海第二発電所で施工実組なし。

△ 

・東涌第二発電所で同等の改良強度の施工実

組あり。

△ 

・東海第二発電所で施工実絞なし。

△ 

・東涌第二発電所で同等の改良規校・ 要

求品囮の施Tー実組あり （防潮堤T

事） 。

言
（現地状況を路まえた土留めを構築）

評価記号： 0適用可， △施工条件要確認， x適用不可
※地盤改良 （セメ ント系） の計画深度は，南基礎で地表より約9m,北基礎で地表より約20mである。

△
―
△
 ゜評価

△ △ △ 
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表 3.3-5 選定工法（掘削・置換工法（流動化処理土））の適用性・施工実績

適用性・施工実績

•原位置の地盤を攪拌改良する工法と異なり，置換材の流動化処理土は製造品であり，強度の調整（品

質管理）が可能である。

・地盤改良範囲は，開削によ り測量 ・目視で確認が可能である。

・東海第二発電所の安全性向上対策工事で施工実績がある。

(2) 想定リスクと対策

掘削・置換工法（流動化処理土）施工中に想定されるリスクとして，掘削において 「地

下水が土留め壁面より出水し，施工が困難になる こと」及び「掘削の進行に伴い掘削底面

が不安定化する（ヒービング現象（図 3.3-6参照） ）こと」が想定されるため，その原因・

要因及び対策を検討し，表 3.3-6の通り整理した。

上記リスクに対し， 補助工法として，掘削深度が深い北基礎は剛性・止水性の高い SM

Wを土留め壁とすること及び掘削底面下方の地盤を掘削前に改良することで，想定リスク

を回避し「計画通りの範囲を安全に掘削・置換できる」と判断した。なお，掘削中に土留

め壁面より出水を確認した場合は背面地盤に薬液注入による止水を実施する。

また， 地盤改良に対する改良品質の不確かさが設計に影響を及ぼさないよう置換に用い

る流動化処理土の配合（詳細は 3.6. 7 参照）にて対策する。

＿

＿
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I

I

I

I

I

I

I
 

」
↓

―

↓ロ
羞

ヽ

ー

ヽ
ヽヽ
＇｀＇ 
. 

ヒービング現象※：

掘削作業中に土留め背面の土の重

量や地表面荷重等によって，掘削

底面が押し上げられる現象

図 3.3-6 ヒービング概念図

表 3.3-6 掘削・置換工法（流動化処理土）工法における想定リスクの原因・要因及び対策

想定リスク 原因・要因 対策

地下水が土留め壁面より出 土留め壁の止水性が不 ・南基礎では鋼矢板を土留めに採用する

水し，施工が困難になる。 足している。 が，北基礎では掘削深度が深く地下水の

水圧が高くなるため，より剛性・止水性

の高いSMWを土留めに採用する。

・土留め壁面からの出水を確認した場合は

背面地盤に薬液注入による止水を実施す

る。

底面の粘性土層の強度が荷 底面の粘性土層の強度 掘削前に高圧噴射攪拌工法によるセメント

重に対し不足し，掘削底面 が荷重に対し不足して 固化を実施し，底面下方の地盤の強度を高

が不安定化する （ヒービン いる。 める。

グ現象） 。
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3. 3. 3 

(1) 

地盤改良（薬液注入）

施工方法の選定

本工事の地盤改良（薬液注入）の目的は対象地盤の液状化防止である。 地盤改良（薬液

注入）は，地盤中に薬液を注入・浸透させ，地盤を改質する工法である。

地盤改良（薬液注入）平面図を図 3.3-7に，地盤改良（薬液注入）断面図を図 3.3-8に

示す。
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し
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-阿--—
iA—上： • • y’' こ
違盤改良（薬液注入）ーニコ ・（

--: T --二
摯

,ヽ.,

‘ • ょ

言

-f 
図 3.3-8 
断面位置I 

---T―― I 

i 
凡例

既実施地盤改良体（薬液注入）

地盤改良体（薬液注入）

図 3.3-7 地盤改良（薬液注入）平面図

鋼製防護壁

□BBど□
I ! 
I 
II 
Ac 

Km  鋼管杭／9

南基礎

図 3.3-8 

地盤改良（薬液注入）既実施箇所

Km  

地盤改良（薬液注入）断面図

｀ヽ鋼管杭

北基礎

地盤改良（薬液注入）
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防潮堤（鋼製防護壁）の基礎周辺の地盤の液状化を防止するため，地盤改良（薬液注入）

を実施する。地盤改良（薬液注入）は地盤中に薬液を注入 ・浸透させ，地盤を改質するエ

法である。薬液注入工法の分類を図 3.3-9に示す。

二重管ストレーナ工法

薬液注入工法 ダブルパッカーエ法

結束細管多点注入工法

グラウトパッカー方式

（複相タイプ） ＇ 

地山パッカー方式 I...③ 

シールグラウト方式

地山パッカー方式 I...② 

シールグラウト方式 I...①

口 ：耐久グラウト注入（浸透注入方式）として液状化対策に適用（①～③）

図 3.3-9 薬液注入工法の分類2)

これらの薬液注入工法のうち液状化対策に適用されるエ法について，構造物に近接した

施エや構造物直下の施工，対象地盤の土質及び計画範囲の深度並びに発電所における実績

を考慮し，比較検討を行った。比較検討結果を表 3.3-7に示す。

本工事に適用する施工方法は， 「結束細管多点注入工法」を選定した。

「結束細管多点注入方式」は， 1つのボーリング孔に結束した注入細管を挿入しシール

材を充填・固定し，各注入細管より同時に低吐出で地盤に薬液を注入する（浸透させる）

工法である。

2) 一般社団法人日本グラウト協会薬液注入エ 設計資料，p23,令和 7年度版
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t法名
①結束細符多点T．法
ヽ

ンールグラウ ト方式

結

表 3.3-7 地盤改良（薬液注入）の施工方法の比較検討結果
注入方式 （詳細）

②ダブルパッカーt法

概略図

概要

工法概要

•ゆ 1 00 mm程度で削孔し， シール材で充填するととも
に結束注入細管を設置する。

・地盤中に立体配置されたノズルから低吐出圧で多点か

ら同時注入する。

地山パッカ一方式

布スリープ付注入外管方式
．．．．，  

nl孔及び1J9人外!'1仕込 ＇）ーク 11」止ハッカーJl;1,t Iエコシ')1Jt1：人

ホース

レ

③.....:.屯符ストレーナ下法

地山パッカ一方..Lり

パッカー付きモニター；；くによるロッド注入方式

ハッカーによりrl：人

息 ゆ 1ステソフ次ステッフ 次7、テッフ ：欠ステ・,7 ；欠ステッフ配Iikさ・イLJ9|lし‘)

ii．人 n•HL II'人 削イL fJ’人 ~ 

一4--し“-—I<ッカー

じらJ:・、1

改良体ピッチ

削孔本数

改良強度

注入速度

注入圧力

土毀

I. 0~3. 0 m 
少ない

雙ぎ100~500kN/m? 
192 L/min／ユニッ ト
(I~6 L/min／ポンプ）
0. I~0. 2 MPa 
厨豆 (Fe三40%)

• 土毀の不均質さに応じて，深度方向の改良体間隔を任

滋に設定できる。
- -• _ _ 

・細粒分含イ＿i率 Feが40％以 ,.の地熊に対しても注入仕
版の適切な設定により適）「l，II能である。

゜注入している期間は，近接構追物の変位（鉛直変位）を

適時測定する。有滋な変位とならないように管理値を設

け監視し，変位の傾向がみられた楊合は注入速度を下

げ，かつ，同時注入箇所数を減らす。

゜・受入検杏，t程内検査，最終検査で品毀を確認する。

・事後調査ボー リングにより改良品質を確認できる。

゜・東悔第二発電所で同種地盤 ・類似深度の施工実組あり

（既実施部）。

・ゆ135mm程度で削孔し，袋パッ カー付注入外管を設
樅後， 吐出口前後の袋パッカーを膨らませる。

・袋パッカーを透過した一部のスリ ープ材により， 周辺

地整も固結させる。

・トリ プルパッカーを挿入し緩結型注入材を注入する。

1.5~3. 0 m 
同左

同左

120 L/min／ユニッ ト
(8~30 L/min／ポンプ）
0. 2~0. 4 MPa 

●ダプルバッカー公nし●ダブルバッカー公竹し
巾100mml・,;,1いて・ ●注人外行庄込み ・'r市ホース紐込み ・＇「（行ホ ース,,,建込み

ケーシング掘り ●ケーシングヽ ）Ilk et.mス リ ープバッ カ― •i ．＼仇ストレー•J•から
形成 t1．人

• </> I 00 mm程度で削孔し，布スリープ付注入外管を設
置後， 吐出11前後の布スリープパッカーを膨らませ
る。

・ダプルパッカーを挿入し緩結型注入材を注入する。

ゆ75mm程度のパッカー付モニターを備えたロッ ドでi'ill
孔し，地山に直接パッカーを設置して注入を行う。

2. 0~3. 0 m 
同左

同左

100 L/min／ユニット
(15~25 L/min／ポンプ）

同左

I. 2 rn 
多い

l11J左

80 L/rnin／ユニット
(20 L/rnin／ポンプ）
同左

沙質士(Fc~ 40 %) 

・ヒ質の不均質ぎ．に応じて，深度）J|川の改良体問隔を任

益に設疋できる。

同左 同左

゜ ゜ ゜適用性

構造物変位

品質

施丁^実組

構造物の変位を監視するが，有意な変位とならないよう

注入圧力を調整することが難しい。

△ 

同左

゜東海第二発電所で施工実組なし。

同左 同左

△ △ 

言：言9’5J桶j::；左類似深度の施工実績あり 1東海第二発電所て施T実象：［：

゜旧Ifi | 0 

評価記号 ：0適用可，△施工条件要確認， x適用不可
※パッカーを膨らまし注入区間を定め注入材の逸走を防止し，モニター（注入装置）で注入材を注入する。

二
△

0
―△
 

二
△
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本工法の選定に際し，適用性や改良品質の不確かさの要因から想定される事象について

網羅的に抽出し，本工事での当該工法の適用性の詳細評価を実施した。この結果，いずれ

の想定事象についてもあらかじめ対策を施すことで本工法の適用性に問題がないことを

確認した（詳細は 3.6. 6参照）。

なお，選定工法（結束細管多点注入方式）の適用性・施工実績を表 3.3-8に整理した。

表 3.3-8 選定工法（結束細管多点注入方式）の適用性・施工実績

適用性・施工実績

・対象地盤の不均質さに応じて，深度方向の改良体間隔を任意に設定できる。

•細粒分含有率 Fe が 40 ％以上の地盤に対しても注入仕様の適切な設定により適用可能である。

．既設構造物近接部の注入において，低吐出・低圧で注入するため施設への影響が小さい。

・東海第二発電所で同様工事の施工実績がある（本施工場所に近接する範囲を施工）。

地盤改良（薬液注入）施工概念を図 3.3-10に示す。液状化は，地震時の揺れによって

飽和した砂質地盤内の間隙水圧が上昇し，有効応力が失われることで砂粒子の骨格構造が

壊れ，地盤の強度が失われる現象である。地盤改良（薬液注入）は，図 3.3-10に示すよ

うに地盤の間隙の水を，薬液に置換え，薬液がゲル化することで地盤を改質する。

この地盤の改質により，間隙のゲル化した薬液が砂粒子を結合させることでせん断強度

を増加させ，また，透水係数を低下させることで過剰間隙水圧の発生・伝播を抑制し，液

状化の発生を防止する。

り ／ 
間隙＝ゲル

(a)飽和地盤 (b)改質後

図 3.3-10 地盤改良（薬液注入）施工概念図
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地盤改良（薬液注入）工法で使用する薬液の分類を図 3.3-11に示す。

東海第二発電所の既設構造物の周辺地盤の液状化対策と同様に，当工事が本設工事であ

ることを踏まえ，適用性を考慮し溶液型の特殊シリカ系（活性シリカ）の薬液を選定する。

［懸濁型 ー セメント系等

溶麟［ 水ガラス系ロロニ＿］鷹翌、 ＿ Eコ．地盤改良（薬液注入）工法
で使用する薬液

特殊シリカ系 叶 活性シリカ I7じ臼匡五L
L超微粒子シリカ

仮設工事 ：掘削等の施工時の補助工法として数か月～2年程度の止水や地盤の崩壊防止等のための地盤改良
本設工事 ：耐久性薬液を使用し，所定の品質を満たす永続性のある土構造物または地盤を構築する地盤改良

図 3.3-11 薬液の分類3)

薬液は，工場生産され品質が安定しており，長期耐久性4)及び液状化対策5)として実績が

確認されている特殊シリ カ系（活性複合シリカ系）薬液を使用する。また，本薬液は既設

構造物周辺地盤の液状化対策として使用した実績がある。溶液型シリカ系薬液を用いた地

盤改良の耐久性評価を表 3.3-9に示す。

表 3.3-9 溶液型シリカ系薬液を用いた地盤改良の耐久性評価6)

薬液 ゲル化原理 シリカの溶脱
体積
強度 止水性 環境性 耐久性 総合

変化

アルカリ系 部分中和 大 大
低下 低下

△ X X 
あり あり

シリカゾル系 中和・ゾル化 ほとんどない 大
低下 低下

△ 

゜゜あり あり

特殊シリカ系
脱アルカリ・ 低下 低下

（活性シリカコロイド系 ・
コロイド化

ほとんどない 小
なし なし

◎ ◎ ◎ 

活性複合シリカ系）

3) 沿岸開発技術研究センター 浸透固化処理工法技術マニュアル，p.3,平成 15年 3月．
4) 地盤注入開発機構 恒久グラウト•本設注入協会編：恒久グラウト注入工法 技術マニュアル 第

三版地盤注入開発機構 2017.
5) 岡田和成，木下圭介，藤井雄一：超多点注入工法（結束細管多点注入工法）一構造物近傍・直下の

浸透注入工法による地盤改良一，基礎工， Vol43,No. 10, pp. 51~53, 2015. 
6) 地盤注入開発機構恒久グラウト・本設注入協会：恒久グラウト注入工法 技術マニュアル， P.12, 
2017年9月
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(2) 想定リスクと対策

浸透注入工法による地盤改良（薬液注入）の施工に想定されるリスクとして「近接構造

物の変位」， 「薬液の逸走」， 「改良品質不足」， 「注入位置のずれ」及び「品質管理の

しにくさ」が想定されるため，その原因・要因及び対策を検討し，表 3.3-10の通り整理

した。地盤改良（薬液注入）の詳細な施工範囲策定後，構造物ごとに有意な変位，逸走等

のリスクに対して適切な対策を講じる ことで，想定リスクを回避し 「計画通りの範囲を安

全に地盤改良できる」と判断した。

表 3.3-10 地盤改良（薬液注入：浸透注入工法）における想定リスクの原因・要因及び対策

想定リスク 原因・要因 対策

近接構造物に変位 地盤内で注入液の圧力 注入期間中は適時，測量にて近接構造物の鉛直方向

が生じる。 が上昇することで構造 の変位を測定し，有意な変位とならないように管理

物に変位が生じる。 値を設定し監視を行い，変位の傾向がみられた場合

は，注入速度を下げ，かつ，同時注入箇所数を減ら

す。

近接構造物の隙間 海側地盤の透水層やシ 護岸構造物と地盤改良範囲の間には，既実施地盤改

から薬液が逸走 ートパイルなど護岸構 良体（セメント系）が介在し，さらに，海岸線と地

し，海水域に薬液 造物の隙間から薬液が 盤改良範囲は十分な離隔が確保できることから，海

が漏れ出す。 逸走する。 水域に薬液が漏れ出さない。

施工機械の性能不 施工深度が 50Illを超え 計画地点近傍で本工事での最大深度（深さ 50m超）
足により，改良品 るため，施工機械の性 の地盤改良試験施工を実施し (3.6. 6 (2) a. (e)参
質が確保できな 能不足により，注入圧 照），所定の改良品質を達成できることを確認し
し）。 力不足等が生じる。 た。

ボーリングの孔曲 施工深度が 50mを超え ボーリングの削孔誤差を考慮し，注入範囲を広めに
がりの影響が大き るため，ボーリングの 計画する (3.6. 6 (2) b. (b)参照）
＜薬液注入位置が 孔曲がりの影響が大き

計画位置からずれ く位置ずれを生じる。

る。

地中での施工であ 施工状況を直接目視で 品質確認を規格基準以上に強化・拡充する

り，施工結果を直 きないため，改良品質 (3. 5. 8 (5)参照）
接，把握しにく を把握しにくい。

し）。
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3. 4 施工計画に対する今回の不具合事象の再発防止確認

3. 4. 1 施工計画における詳細施エステップ

不具合事象の原因である「各施エステップにおいてリスク想定が不十分であり，不具合の発

生を予期できなかった」ことを踏まえ， 施工計画に対して今回と同様の不具合事象が発生しな

いことを確認するため，施工計画の詳細について施エステップごとに施工方法の詳細を確認す

る。

構造変更した防潮堤（鋼製防護壁）の施工の流れを図 3.4-1に示す。また，北基礎断面を図

3. 4-2に，北基礎構築の施エステップを図 3.4-3に示す。なお， 南基礎，北基礎とも同様の施

工であることから，北基礎を代表に説明する。また，図 3.4-1は工事の流れの基本を示した図

であり，工事の細部で施工の流れと異なる順序で施工を実施する可能性がある。

準備工

a.底部掘削
（岩盤確認含む）

b．中実鉄筋

コンクリート構築

h.地盤改良
（薬液注入）

i.地盤改良

（セメント系）

：中実部の底部を岩盤まで掘削

岩盤確認（目視）を実施

C.支障物撤去

：基礎の周辺地盤に地盤改良（薬

液注入）を実施

：基礎の西側に地盤改良（セメント

系）を実施（地盤改良計画範囲の

地盤を掘削し，流動化処理土によ

り置換）

：鋼管杭打設等に支障となる地中連

続壁工事の仮設物 (SMW等）の

撤去（岩盤深度まで掘削し，均質

置換土に埋戻し）

d鋼管杭打設 I :叫屈り圧入工法により鋼管杭を設
（巻立て鉄筋コンクリート含む） 置し，巻立て鉄筋コンクリートを

構築

e．頂版鉄筋 1 ：頂版鉄筋コンクリートを構築

コンクリート構築 （鋼管杭及び中実鉄筋コンクリートとの一体化）

f鋼製防護壁架設 1 ：鋼製防護壁を架設
（中詰め鉄筋コンクリート他含む） 鋼製防護壁基部に中詰め鉄筋コンクリート，根巻き

g.止水機構，止水ジョイン

ト設置

鉄筋コンクリートを構築（鋼製防護壁と一体化）

※工事の流れの基本を示した図であり，工事の細部で施エフロー図

と異なる順序で施工を実施する可能性がある。

図 3.4-1 構造変更した防潮堤（鋼製防護壁）の施工の流れ※
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アンカーボルト

（接合部）

巻立て鉄筋コンクリート□--
I 
り

／ 

—/―----―地盤改良体（薬液注入）

I ――――:  

西側~ ► 東側

中詰め鉄筋コンク リー ト

根巻き鉄筋コンクリート

9／巻立て鉄筋コンクリート

/ I 
地盤改良体（セメント系）

地盤改良体（セメント系）

（流動化処理土に置換え）

Ac （高圧噴射攪拌） Ac  

し—-----------I Ag 1 

ニ
地盤改良体（薬液注入） 地盤改良体（薬液注入）

地中連続壁

凡例

Eニコ既実施地盤改良体（セメント系）
地盤改良体（セメント系）

巴コ既実施地盤改良体（薬液注入）

L--1地盤改良体（薬液注入）
口 鋼管杭

ZZ巻立て鉄筋コンクリート

図 3.4-2 北基礎断面図
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施エフロー 準備工

準備工

地盤改良

（セメント系）

底部掘削

（岩盤確認含む）

4
 

支障物撤去

鋼管杭打設

巻立て鉄筋

コンクリート

O N 
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11 
止水機構，
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地盤改良（薬液注入）は某

礎構築工事と施7二．エリア
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図 3.4-3 北基礎構築の施エステップ(1/ 4) 
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施エフロー

準備工

地盤改良

（セメント系）

4.中実鉄筋コンクリート構築 （前半）

I‘;「l三 l - - て
I | 
--=1 

O N 
5 支障物撒去

汀口 L-・ :A 
'.I：：： ー・

戸二：；；立：：：：：守：：るここ―ー：ご―-----、に：：：：;;
ーーー：？こ：::'.::::::::::::::::::_:______,_':こ:::::,
J ----'-"--------------------------------' 

-------------←4 

ON じ1 E
 ぐ》N
----; 

底部堀削

（岩盤確認含む）
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10 銀製防護壁架設

止水機構，
‘̀  止水ンヨイントi

※地整改良 （薬液注入）は甚礎

構築Tー事と施工エリアの調
整をしながら上記工事と並

行して実施する。
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3. 4. 2 今回の不具合事象が再発しないことの確認

防潮堤（鋼製防護壁）について， 今回発生した不具合事象を再発させないために， 図

3. 4-1に示す全施エステップから，当該不具合事象に関連する可能性のある施エステップ

を抽出し，不具合事象の再発の観点から確認を行った。

地盤のはらみ出し，コンクリート未充填及び鉄筋の変形等の不具合事象に関連する施工

ステップそれぞれについて，再発の有無を確認した結果を表 3.4-1に示す。その結果，今

回採用する施工方法では不具合事象は再発しないことを確認した。

表 3.4-1 不具合事象が再発しないこ との確認結果

不具合事象 左記に 該当する 不具合事象が再発しないことの

関連する作業 施エステップ 確認結果

地盤のはらみ出し 地盤改良 i.地盤改良 ．掘削・置換時は，鋼矢板 • SM

（以下2つの不具 （掘削 ・置 （セメン ト系） w及び切梁の構造体で土留めし
合事象に共通する 換） ており，はらみ出し・崩落は発

重大な要因のため 生しない。

抽出）

コンクリート未 コンクリート b．中実鉄筋コンクリート ．堅固な型枠（中実鉄筋コンクリ

充填 打設 構築 ートは地中連続壁，中詰め鉄筋

d．鋼管杭打設・巻立て鉄 コンクリートは鋼製防護壁）を

筋コンクリート構築 用いてコンクリートを打設す

e.頂版鉄筋コンクリー ト る。

構築 ・コンクリートの打設前に，型枠

f．鋼製防護壁架設（中詰 内の土砂等異物の有無を目視で

め鉄筋コンクリート構 検知でき，撤去可能である。

築，根巻きコンクリー ・施工状況が目視で把握できる作

ト構築） 業であり， コンクリー トの充填

状況は打設作業中に目視で確認

可能である。

コンクリート d.鋼管杭打設 ・鋼管杭内に残った土砂はコンク

打設 リート打設前に孔底処理※1によ

り除去する。

・土砂が残置していないことをレ

ッド測量※ 2により確認する。

・コンクリートの打ち上がり高さ

はレッド測量により確認する。

鉄筋の変形等 鉄筋組立 b．中実鉄筋コンクリート ・鉄筋は設置場所にて目視可能な
構築 状況で組み立てるため，鉄筋同

d．鋼管杭打設 ・巻立て鉄 士の交錯は発生しない。

筋コンクリート構築 ・現場状況が目視で把握できる作

e.頂版鉄筋コンクリート 業であり，鉄筋の変形等は検知

構築 でき，仮に変形しても再施工は

f．鋼製防護壁架設（中詰 可能である。

め鉄筋コンクリート構

築，根巻きコンクリー

ト構築）

※1 :叫屈り圧入工法などの鋼管杭施工で，掘削孔の底部に溜まったスライム（泥土・切削粉などの堆積物） を除
法する作業。

※2 :水を張った鋼管杭内の水深を正確に測るための測深用目盛り付きロープを用いた測深方法。
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3. 5 各施エステップの施工性・検査

3. 4においては，今回発生した不具合事象の観点から抽出したリスクに対し，それを回避で

きる施工法であるかを確認したが，ここでは，今回発生した不具合事象に限らず，詳細の施工

ステップから網羅的に全てのリスクを漏れなく抽出し，それらを回避できる施工法となってい

るかを確認する。

具体的には， 3.4. 1で示した防潮堤（鋼製防護壁）の詳細施エステップ（a.底部掘削～i.地

盤改良（セメント系））のそれぞれに対し， 施工性，リスク対策及び検査に着目した施工品質

確認方法について， 3.1基本方針に基づき，3.5. 1から 3.5. 9の各節で以下の項目について示

し，確認する。

さらに 3.5において，品質に影響を及ぼす可能性のある項目に対する確認結果については，

3. 6において詳細に記述する。

(1) 工事概要

各施エステップについて，工事の概要を示す。

(2) 施工方法

各施エステップについて，施工方法を示す。

(3) 施工性の確認

現場調査の結果を踏まえて各施エステップの施工図を作成し，特定した干渉物や重機配

置場所等への対策を検討の上，施工性を確認する。

(4) リスクを想定した対策の実施

各施エステップにおけるリスクを網羅的に洗い出し，不具合の発生を防止するために必

要な対策を講じることが可能であることを確認することで，施工の実現性を確保する。

必要に応じ試験施工を実施し，計画通りの工事が確実にできることを確認する。

(5) 施工品質の確認

施エステップごとに工事が計画通り行われていることを確認できるよう，品質を確認

（検査）する項目・確認時期，確認方法を整理し，適用する。不具合を施工中及び施工後

に速やかに検知・是正できる措置を講じる。

特に，施工品質の確認においては，不具合事象の原因である「工事が計画通り行われて

いることを直接確認せず，代替措置を講じなかった。」ことを踏まえ，以下の観点から施

工品質の確認方法を検討し，整理した。

・ 「計画通り施工が行われていること」を確実にする。

・ 「不具合を速やかに検知し，是正できること」を確実にする。

この観点から，確認すべき項目，方法，時期を明確化して整理した。施工品質の確認方

法の基本方針を表 3.5-1に示す。
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表 3.5-1 施工品質の確認方法の基本方針

明確化した項目

a．確認項目 1 ・各工程で，工事の品質（設計要求への適合）が確保されていることを確認すべき全

ての項目

b．確認方法 1以下の優先順位で確認方法を選定する。

①品質の確認方法は現地で目視，寸法測定するなど直接確認できる方法を採用する。

例：鉄筋の組立状況，構造物の外観，鋼管杭の位置

②目視，寸法測定などの直接確認が適用できないものについては他の定量的な方法を

採用する。

例：溶接部の非破壊検査，鋼管杭の傾斜量

③当該箇所より採取した試料によ り確認する。

例：地盤改良試料の成分分析

④供試体を用いた試験で確認する。

例：作成した試料の破壊試験（コンクリート，グラウト等の圧縮強度）

⑤他に定量的な確認方法を採用できない場合であって，メーカーの記録が取得可能な

ものについては，当該メーカー記録に基づき仕様を確認する。

例：ミルシート，配合計画書

C.確認時期 I •作業完了後速やかに品質を確認する。
・コンクリート及びグラウト材の強度確認は規格基準に定められた時期に実施する。

また，本不具合事象を踏まえた工事管理の改善等について次の事項を実施する。

・品質マネジメントシステムに基づく改善活動の実施。

・防潮堤（鋼製防護壁）の工事管理における改善の実施。

・カメラを活用した工事管理の高度化（見える化）の実施。
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3. 5. 1 

(1) 

底部掘削

工事概要

地中連続壁中実部（内空 10.7 m x 10. 7 m)の底部を設置予定深度（南基礎： T.P. -46. 7 

m,北基礎： T.P. -52. 7 m, （岩盤））まで掘削し，基礎設置面を整形する。また，基礎接

地面が岩盤であることを確認する。

底部掘削の平面及び断面を図 3.5-1に示す。
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(2) 施工方法

①中実部はバックホウにより掘削，集土し，地上に設置したクレーンによりベッセル等

を用いて揚土する。

②床付け面を人力等にて整形する。

③基礎設置面が岩盤であることを測量，目視により確認する。

(3) 施工性の確認

施工エリアの状況・干渉物等を考慮して，施工性を確認した。

底部掘削施エイメージ図（鉛直断面）を図 3.5-2に示す。

←西

ベッセル

r---, ： 1 :揚土中の退避空間
j_ __.! 

Km層

図 3.5-2 底部掘削施エイメージ図（鉛直断面）
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底部掘削は，中実部においてバックホウ等により底盤を掘削し，地上のクレーンでベッ

セル等を用いて掘削土砂を揚土する。立坑には資機材置場や土砂等揚重作業時の作業安全

確保のための中間ステージがあるが，十分な作業スペースを確保しているため土砂等揚重

作業には干渉しない。

土砂や使用重機の揚重に使用する重機荷重は仮設土留めの設計荷重に比べ小さく，仮設

土留め等に大きな変形を生じさせることはない（詳細は3.6. 3 参照）。

底部掘削の施工性の確認結果を表 3.5-2に示す。

表 3.5-2 底部掘削の施工性の確認結果

施工方法 確認結果

バックホウにより掘削 ・作業は従来作業と同様（一般的な工事と同様）であり，干渉物もな

し，ベッセル等で揚土す し）。

る。 ・揚重時の作業安全上のリスクヘの対策として作業員の退避場所を設定

し，施工時の安全性を確保する。

・作業時の重機荷重は仮設土留めの設計荷重に比べ小さいことから，施

エ上の問題とならないことを確認した。

(4) リスクを想定した対策の実施

本施エステップにおける リスクを網羅的に洗い出し，その対策を施すことで施工の実現

性を確保する。表 3.5-3に示す通り，施工中に想定されるリスクに対して，必要な対策を

講じることが可能であることを確認した。

表 3.5-3 底部掘削における想定したリスクヘの対策の確認結果

想定したリスク

（注視すべきプロセス等）
想定したリスクヘの対策の確認結果

底部より湧水が発生し，基礎底面が整

備できない。

止水工及び湧水処理により床付け処理の作業が可能であ

ることを確認した。

(5) 施工品質の確認

工程

底部掘削において確認する項目，方法，時期を表 3.5-4に示す。確認項目，方法，時期

を整理した結果，底部掘削に係る品質確認は，目視等にて確認が可能であり，各作業につ

いて適切な時期に施工結果を確認することで，実施した工事が計画通り行われていること

の確認が可能である。また，これらの確認結果は品質に係る記録として保管する。

表 3.5-4 底部掘削に係る施工品質の確認項目

項目 方法 時期

岩盤掘削工 岩盤確認※ 設置標高及び幅を測量し設計値と照合 測量 床付け後

設置盤が設計結果の地盤 (Km層）であること 目視 床付け時

を確認

設置盤の清掃，風化，湧水状況を確認

※土木工事施工管理基準及び規格値［令和 7年3月版］ （国土交通省）に準拠する。

3-34 1 51 



3. 5. 2 中実鉄筋コンクリート構築

(1) 工事概要

中実鉄筋コンクリート（内空 10.7 m x 10. 7 m,高さ 44.86 m（南基礎）， 50.86 m（北

基礎））を構築する。中実鉄筋コンクリートの構築に先立ち，中実鉄筋コンクリートの形

状・寸法に支障を与えないように地中連続壁の中実部側壁面を整形する。

1段の高さは3m程度であり，北基礎は15段，南基礎は 13段に分けて構築する。

中実鉄筋コンクリートの平面及び断面を図 3.5-3に示す。
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図 3.5-3 中実鉄筋コンクリートの平面図及び断面図
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(2) 施工方法

①コンクリートの型枠の役目となる地中連続壁の中実部側壁面について，計画よりも凸

部ははつり取り，計画より凹部は吹付コンクリート等を充填し整形する。

②l段ごとにクレーン及び人力にて鉄筋を組み立て，整形した地中連続壁側面を型枠と

してコンクリートを打設する。

③各段間の鉛直鉄筋は機械式継手を用いて接続する。

(3) 施工性の確認

施工エリアの状況・干渉物等を考慮して，施工性を確認した。

地中連続壁壁面の凹凸の整形箇所及び整形方法を表 3.5-5に示す。これらの整形を実

施後，地中連続壁の内空寸法を確認し，中実鉄筋コンクリートの外形寸法が確保されてい

ることを確認する。

表 3.5-5 地中連続壁壁面の凹凸の整形箇所及び整形方法

整形箇所 整形方法 備考

コンクリートの未充填 コンクリートの未充填は，吹付コンクリー
中実鉄筋コンクリートト・断面補修材を用いて充填する。
の外壁面に型枠は設け

鉄筋のはみ出し 地中連続壁の鉄筋のうち，中実鉄筋コンク ず，地中連続壁内壁面

リートの範囲にはみ出ているものは切断・ に直接コンクリートを

撤去する。 打設する（地中連壁部

コンクリートのはみ出し 地中連続壁が中実鉄筋コンクリートの範囲
の内空を中実コンクリ

ートの外形とする） 。
にはみ出ている箇所は切削する。

地中連続壁壁面の凹凸の整形イメージを図 3.5-4に，中実鉄筋コンクリート構築イメ

ージ図（鉛直断面）を図 3.5-5に示す。

中実鉄筋コンクリートの構築は， 3Ill程度を 1段として当該箇所に鉄筋を搬入し，人力

で組立て，コンクリートを打設する。このため，中実部上方に設置した覆エ構台を撤去ま

たは開口を設ける計画であり，資機材の揚重の際に干渉する干渉物はない。

立坑は中間ステージ（図 3.5-5)を設置するが，十分な作業スペースを確保しているた

め揚重作業時の施工には干渉しない。なお，各段の施工で干渉する中間ステージは，撤去

する。資機材の揚重やコンクリート打設の際に使用する重機荷重は仮設土留めの設計荷重

に比べ小さく，施工上の問題とならないことを確認した (3.6. 3 参照）。

なお， 太径鉄筋の高密度な配筋を多重に構築するため，構造設計の段階から施工性の確

認を並行して実施し，現場での施工が確実に可能となる配筋設計を実現した。

中実鉄筋コンクリート構築の施工性の確認結果を表 3.5-6に示す。
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表 3.5-6 中実鉄筋コンクリート構築の施工性の確認結果

施工方法

・通常の鉄筋コンクリート

工事と同じ。

・中実鉄筋コンクリートの

構築に支障となる地中連

続壁壁面の凹凸を平滑化

し，内空寸法を確保す

る。

確認結果

・作業は従来作業と同様（一般的な工事と同様）であり，干渉物はな

し）。

・揚重作業時のリスクヘの対応として作業員の退避場所を設定し，施

工時の安全性を確保する。

・使用する重機(120t級クローラクレーン）荷重は仮設土留めの設
計荷重に比べ小さく，仮設土留め等に大きな変形を生じさせること

はなく，周辺地盤や既設構造物の沈下を引き起こす懸念はないこと

から，施工上の問題とならないことを確認した。

・構造設計の段階から施工性の確認を並行して実施し，現場での施工

が確実に可能となる配筋設計を実現した。
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内空にはみ出した鉄筋

は切断・撤去する。

吹付コンクリート

・鉄筋周辺に充填

面は滑らかに

上げる。
ゾ 11I← 内空確保 W= 10. 7 m → 

吹付コンクリートの強 <111 l 
、,. ,//~ ,1..,~~•が‘さヽ' > 

度は地中連続壁と同等

(40 N/mm2)以上とす

る。 / 11 I I― ', | .,・ 1― 

地中連続壁

l ［ •「

地中連塾壁の内空は中実鉄筋コンクリートの外形となることから，中実

鉄筋コンクリートの施工前に地中連続壁面の凹凸を平滑化し，内空寸法

を確保する。

図 3.5-4 地中連続壁壁面の凹凸の整形イメージ

中間ステージ

←仮設土留め

北基礎は 15段，南基礎は 13段に
分けて構築する。

i―ー］ ：資機材の荷下ろし中
1.---

の退避空間

図 3.5-5 中実鉄筋コンクリート構築イメージ図（鉛直断面）
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(4) リスクを想定した対策の実施

本施エステップにおけるリスクを網羅的に洗い出し，その対策を施すことで施工の実現

性を確保する。表 3.5-7に示す通り，施工中に想定されるリスクに対して，必要な対策を

講じることが可能であることを確認した（詳細は3.6. 1参照）。

また，鉄筋組立及びコンクリートの充填について試験施工を実施し，計画通りに工事が

確実にできることを確認した（詳細は3.6. 1 (1)参照）。

表 3.5-7 中実鉄筋コンクリート構築における想定したリスクヘの対策の確認結果

想定したリスク
想定したリスクヘの対策の確認結果

（注視すべきプロセス等）

•太径鉄筋の高密度な配筋を多重に構 ・組立工程において鉄筋が計画した精度内に位置することを

築するため，鉄筋の組立精度が確保 確認する手順を設定した。

できず，鉄筋を計画通り組み立てら ・実規模のモックアップによる鉄筋組立試験を実施し，必要

れない。 な組立精度が確保可能であることを確認した。

•太径鉄筋による高密度な配筋のため ・高流動コンクリートを採用する。

コンクリートの流動性が阻害され， ・実規模の組立鉄筋モックアップを用いたコンクリート充填

コンクリートの未充填部が発生す 試験を実施し，コンクリートが狭陰部まで充填されている

る。 ことを確認した。

機械式継手の範囲で帯鉄筋が配置でき ・設計の鉄筋は機械式継手の範囲には配置せず近傍に配置

ない。 し，元の位置には構造細目を満足する帯鉄筋を配置する

（同鉄筋は構造設計に加算しない）計画である。

・機械式継手の配置はイモ継ぎであるが，設計における許容

応力度の低減は行わないこととし，継手指針7)に従い継手

材料及び施工・検査のレベルを確保する計画であることを

確認した。

(5) 施工品質の確認

中実鉄筋コンクリート構築において確認する項目，方法，時期を表 3.5-8に示す。確認

項且方法，時期を整理した結果，中実鉄筋コンクリート構築に係る品質確認は，目視等

にて確認が可能であり，各作業について適切な時期に施工結果を確認することで，実施し

た工事が計画通り行われていることの確認が可能である。また，これらの確認結果は品質

に係る記録として保管する。

7) コンクリートライブラリー156 鉄筋定着・継手指針 [2020年版］，以下「継手指針」という。

3-39 156 



表 3.5-8 中実鉄筋コンクリート構築に係る施工品質の確認項目

工程 確認項目 確認方法

壁面整形工 吹付前の壁面の 壁面に空洞がないことを目視により確

・はつり 状態 認

・吹付け
吹付材の強度 吹付け前に作製した供試体を用い，強

度発現後に圧縮強度試験にて確認

吹付後の外観 ひび割れ ・突起，材料分離など有意な

ものがないこと

吹付後の形状※1 内空寸法を計測し，設計値と照合

鉄筋組立工 鉄筋の材料・寸 現物と図面・ミルシートの照合
法※2

機械式継手の材 現物と図面・ミルシートの照合
料・寸法※3

機械式継手の施 鉄筋挿入長さ，グラウト充填等の状態
工※3 確認

機械式継手のグ グラウト材製造時に作製した供試体を

ラウト材の圧縮 用い，強度発現後に圧縮強度試験にて
強度※3 確認

鉄筋の組立※1,2 鉄筋の組立状態と計画図の照合

コンクリー 配合計画書 配合計画書，材料試験結果の確認

ト打設工 等※1, 2 

生コンクリー ト 生コンクリート受入時にスランプフロ
の性状※1, 2 一試験等（温度他）を実施し，計画値

と照合

コンクリー トの 生コンクリート受入時に作製した供試
圧縮強度※1,2 体を用い，強度発現後に圧縮強度試験

にて確認

コンクリ ートの 目視によりクラック，沈降がないこと

打込み及び締固 を確認

め

構造物の寸法※1 コンクリート打設天端の寸法を計測

し，設計値と照合

※ 1 ：土木工事施工管理基準及び規格値［令和 7年3月版］ （国土交通省）に準拠する。
※ 2 :コ ンクリート標準示方書 施工編［2023年版］（土木学会）に準拠する。

目視

供試体を用

いた試験

目視

計測

目視， 計

測，記録

目視， 計

測，記録

目視

供試体用い

た試験

目視，計測

図書 ・記録

計測

供試体を用

いた試験

目視

計測

時期

はつり

後

吹付後

吹付後

吹付後

組立前

組立前

施工中

施工後

組立後

施工前

施工中

施工後

施工後

施工後

※ 3 ：鉄筋定着 ・継手指針 [2020年版］ （土木学会），鉄筋継手工事標準仕様書 機械式継手工事[2017年版］ （日本鉄筋継手
協会）に準拠する。

3-40 157 



3. 5. 3 支障物撤去

(1) 工事概要

鋼管杭打設に支障となる地中連続壁の工事仮設物（セメント改良体及びSMW)を撤去

する。また，岩盤標高 (Km層上面）まで掘削し，均質置換土（セメントベントナイト (C

B)で置き換えるため，以下「均質置換土 (CB)」という。）に置き換える。

支障物の撤去計画平面図（北基礎）を図 3.5-6に，支障物の撤去計画断面図（北甚礎）

を図 3.5-7に示す。

工事仮設物 ／ 
（セメント改良体）

支障物

撤去位置

↑
]
[
]
 

、
ゅ
は
研
器
伸
揺
屈
仰
認
⑭
認
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囲
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範
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撤

改

材

に

卜

芯

時
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業
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作

セ
M
削
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開

大口径（cp2, 000 mm程度）のケーシング掘削で鋼管杭打設時に支障となる工事仮設物を
切削・撤去し均質置換土で置き換える。

図 3.5-6 支障物の撤去計画平面図（北基礎）

支障物撤去位置

図 3.5-7 支障物の撤去計画断面図（北基礎）
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(2) 施工方法

支障物撤去のイメージ図（鉛直断面）を図 3.5-8に示す。

①工事仮設物 (SMW等）を撤去，岩盤標高 (Km層上面）までオールケーシング工法

で掘削する。また，この撤去には，鋼管杭径（ゆ1,500 mm)を包含する大口径（ゆ2,000 

mm程度）のケーシングを用いる。 施工方法の選定については表 3.5-9に示す。

②均質置換土 (CB)をトレミー管によりケーシング内に打設すると同時に掘削用ケー

シングを引き抜く。

←西

Km層上面→

東→

Ac層

As 層 •A g l 層

←Km層上面

Km層

図 3.5-8 支障物撤去のイメージ図（鉛直断面）
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項目

施工概要図

適用径

機械総重抗

施工概要

適用深度

適用範囲

特徴

現場条件

適応性

評価

大型プレーカエ法

3~21 (t) (0. I~0. 7耐級バックホウ）

• 本工法は，クローラ式バックホウに油圧式大型プレーカを装着し
て打撃による破砕を行う。

・機械の作業スペースが必要。また，狭い箇所での破砕は困難であ

る。 振動・騒音が大きい。

・バックホウ，プレーカの大きさにより施工能力に差がある。

削孔深度数 m以下

・バックホウのアタッチメン トとして油圧プレーカを取り付け，対

象コンク リートを打撃破砕する。

・作業スペースに合わせて重機サイ ズの選定が可能であるが，鉄筋

切断等は人力作業を併用する必要がある。

① l台あたりの破砕鼠は多い。壊したガラが大きい場合は二次破砕

が必要となる。

②粉塵等が多鼠に発生する。騒音 ・振動が非常に大きい。

③打撃エネルギーが大きいため破片の飛散防止対策が必要である。

④重機周囲の区画が必要である。

表 3.5-9 支閏物撤去の施工方法の選定表

の550～<P2, 000 (mn1) 

34. 3~106. 0 (t) 

• 本工法は，油圧式大口径多目的削孔機による削孔工法である。

・BG機(BOHRGERA TE)は，粘性土，砂質土， 砂礫，岩盤に対応し
ている。

・乾湿両方式を採用しオールケーシング方式，アースドリル方式，

オーガ方式パーカッション方式の削孔を行う。

削孔深度 40m以下

．杭径 800~2,000 mmのリーダー式ケーシング回転掘削工法に適用
する。

•なお，適用地盤は硬岩 II （未風化で無亀裂な新鮮な硬岩）以外の全

ての地質 並びに地中障害物（鉄筋コンクリート等）とする。

①アタッチメント及びソー匹の交換により，あらゆる地質に対応す

る事ができる。

②機動性がよく，狭陰な場所でも施工が可能である。

③補助ウィンチを備えているので削孔機本体で，ケーシングや鋸

管，網材等建込む事が出来る。

④粘性土が連続してある場合ケーシングに付着して削孔や引抜きに

影響する。

撤去対象

削孔深度

原地盤土～セメ ント改良体相当， SMW綱材等地中支障物含む

北基礎 50m,南基礎40m 

削孔深度 対応不可 削孔深度対応不可

X X 
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c/> I. 000～の3,000 (mm) 今回の2,000 (mm) 

26. I~53. 0 (t) 

•本工法は，全周回転掘削機によりケーシングを掘削孔全長に回
転 ・圧入しながらハンマーグラプで孔内を掘削し排土するエ法で

ある。

．掘削完了後購入土等にて埋戻しを行う。

• また，カッティングエッジ・超硬チップを取付けたカッターピッ
トを回転させコ ンク リー ト塊，鉄筋コンク リー トの障害物，転

石，岩盤等を掘削できる。

削孔深度 60m以下

．杭径 I,000 mm~3, 000 mmのケーシング回転掘削工法による置換
え杭の施工に適用する。

• なお，適用地盤は硬岩 Il （未風化で無亀裂な新鮮な硬岩）以外の全

ての地質， 並びに地中構造物（鉄筋コンクリート等）とする。

①強力な回転力の為，岩盤，転石等掘削コ ンク リー ト構造物の切削

が可能である。

②ケーシングが360゚ 回転する為，高い精度が得られ大深度の掘削
が可能である。

③掘削孔全長に渡りケーシングを使用する為，杭形状が確保出来孔

壁の崩壊や近隣構造物への影響が少ない。

④転石の場合，ハンマーグラプにより掴み取る事が出来る。

撒去対象物，削孔深度 対応可能

゜
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(3) 施工性の確認

施工エリアの状況・干渉物等を考慮して，施工性を確認する。

施工用地計画（南基礎）を図 3.5-9に示す。この図より，干渉物対策，施工用地確保等

を調整し，不足する作業エリアは地中連続壁の上部に覆工構台を設置することや鉄筋コン

クリート防潮壁基礎の上に覆土することで，揚重機の配置場所等の用地確保が可能である

ことを確認した。なお， 作業時の重機荷重は仮設土留めの設計に考慮しており，土留め等

に大きな変形を生じさせることはなく，周辺地盤や既設構造物の沈下を引き起こす懸念は

ないことから，施工上の問題とならないことを確認した (3.6. 3 参照）。

発電設備と全周回転掘削機の干渉状況（南基礎） （A-A断面）を図 3.5-10に示す。

重機配置に干渉する発電設備について，撤去・移設できることを確認し，移設ができない

発電設備は施工期間中， 一時的に撤去する（南基礎）。

支障物撤去工の施工性の確認結果を表 3.5-10に示す。

表 3.5-10 支障物撤去工の施工性の確認結果

施工方法 確認結果 備考

オールケーシングエ法 ・施工エリアが狭陰であることから，現地確認，施工図 図 3.5-9, 
等をもとに重機配置図を作成し，地中連続壁の上部に 図 3.5-10参
覆工構台を設置すること等により，揚重機の配置場所 J 8I召ヽヽ

等の用地確保が可能であることを確認した。

・重機配置図を作成し，干渉物の特定をした後，重機配

置に干渉する発電設備について，撤去・移設として対

策できることを確認した。

・移設ができない発電設備は施工期間中， 一時的に撤去

（南基礎）する。

言
鉄筋コンクリート防潮壁基礎の上に

覆土し，作業エリアを確保する。
バックホウ・・

掘削・揚土した土砂 — 

言
重機配置に発電設備が干渉す

A Iるため，施工期間は同設備を
一時的に撤去し，重機スペー

— , 一戸蒋〖y［を確保する。
全周回転掘削機

施工時の振動は小さい。

掘削深度，掘削径に対応
＇（ する機械を設置する。

［ 
150 tクローラクレーン：

(l i ←'→ッ ハンマーグラブを用いた掘削土の揚土，

lOtダンプトラック シ' -一ー ケーシングの揚重等を行う。

疇 地中連続壁の上に覆：年□鸞う〇［冗鸞：い」心
構台を設置し，重機作 ［ 
業エリアを確保する。

嘩
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cfJ 2, 000 mmケーシングチューブ

図 3.5-9 施工用地計画（南基礎）
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言
掘削機と発電設

するため，施工中は発電

一部を一時的に撤去し，

ペースを確保する。

' `‘‘ 

作業構台

地二こ］
図 3.5-10 発電設備と全周回転掘削機の干渉状況（南基礎） （A-A断面）

(4) リスクを想定した対策の実施

本施エステップにおけるリ スクを網羅的に洗い出し，その対策を施すことで施工の実現

性を確保する。表 3.5-11に示す通り，施工中に想定されるリスクに対して，必要な対策

を講じることが可能であることを確認した（詳細は 3.6. 2参照）。

表 3.5-11 支障物撤去における想定したリスクヘの対策の確認結果

想定したリスク
想定したリスクヘの対策の確認結果

（注視すべきプロセス等）

・支障物が想定より硬く，計画深さまで ・支障物撤去は再施工が可能である。

撤去できない。 ．掘削用ケーシングより外径が若干太い掘削治具（フリク

・支障物を撤去するための掘削用ケーシ ションカッター）を取り付けることで，大きな摩擦の発

ングが周辺地盤との摩擦で固着する。 生を防止する。

・鋼管杭打設時に撤去されない均質置換 ．堆積層を置換する均質置換土 (CB) の強度は周辺地盤

土 (CB)の設計における地盤バネヘ の強度より大きく，設計における地盤バネヘの影響がな

の影響の可能性がある。 いことを確認した。

・均質置換土 (CB) の使用実績及び硬化のメカニズムか

ら，均質置換土 (CB) は長期安定性を有する材料であ

り，設計に影響を及ぼさないことを確認した。
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(5) 施工品質の確認

工程

掘削工

支障物撤去において確認する項目，方法，時期を表 3.5-12に示す。確認項目，方法，

時期を整理した結果， 支障物撤去に係る品質確認は，目視等にて確認が可能であり，各作

業について適切な時期に施工結果を確認することで，実施した工事が計画通り行われてい

ることの確認が可能である。また，これらの確認結果は品質に係る記録として保管する。

表 3.5-12 支障物撤去に係る施工品質の確認項目

確認項目 確認方法 時期

掘削の形状 ケーシング径と掘削位置を測量し，設計値と照合 測量 掘削前

掘削深度を計測し，設計値と照合 測量 掘削後

均質置換土 均質置換土 配合計画書，材料試験結果の確認 図書 ・記録 置換前

(CB) (CB) 

打設工 配合

均質置換土 均質置換土の製造時に作製した供試体を用い，強 供試体を用い 置換後

(CB) 度発現後に圧縮強度試験により確認 た試験

の圧縮強度
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3. 5. 4 

(1) 

鋼管杭打設

工事概要

鋼管杭（ゆ1,500 mm, t =50 mm,長さ L=52.5 m（南基礎）， 58.5 m（北基礎））の施工

は，分割した鋼管杭 （長さ約4~14mを5本） を溶接しながら計画深度まで圧入し，杭先

端にコンクリートを打設する。また，鋼管杭の杭頭部には巻立て鉄筋コンクリート(1l. 7 

m x 2. 8 m x 4. 16 m)を構築する。

鋼管杭の平面を図 3.5-11に，鋼管杭の断面を図 3.5-12に，巻立て鉄筋コンクリート

の平面及び断面を図 3.5-13に示す。

南基礎 北基礎 摯

図 3.5-11 鋼管杭の平面図
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巻立て鉄筋コンクリート
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(2) 施工方法

①鋼管杭の打設は，発電所で実績のある中掘り圧入工法で施工する。

②鋼管杭は運搬可能な長さに分割し （下杭，中杭，上杭），最初に下杭を施工する。次

に，下杭と中杭を溶接し，計画深度まで中掘りしながら圧入する。なお，ボイリング

防止のため，鋼管杭内に水を張る。

③鋼管杭内に残った土砂は孔底処理により撤去する。

④中掘りした鋼管杭の先端にトレミー管を用いて，水中でコンクリートを打設する。

⑤上杭を建て込み， 溶接の作業スペースが外側からは確保できないため，上杭は鋼管杭

内側から溶接する。

⑥鋼管杭内に杭頭補強鉄筋を設置するとともに，杭頭部に巻立て鉄筋コンクリートを構

築する。

(3) 施工性の確認

施工エリアの状況・干渉物等を考慮して，施工性を確認する。

鋼管杭打設イメージを図 3.5-14に示す。

鋼管杭打設においては表 3.3-3で整理した想定リスクに対する対策を実施し，施工性

を確実なものとする。

また，施工用地計画（南基礎）を図 3.5-15に示す。鋼管杭の打設では，打設する鋼管

の仮置き場所，鋼管を揚重するクレーンの配備等広い作業エリアを必要とする。そのため，

現地確認，施工図等をもとに重機配置図を作成した上で，不足する作業エリアは地中連続

壁の上部に覆工構台を設置することや鉄筋コンクリート防潮壁基礎の上に覆土すること

で，揚重機の配置場所，鋼管杭の仮置き場等の用地確保が可能であることを確認した。

なお，作業時の重機荷重は仮設土留め等に大きな変形を生じさせることはなく，周辺地

盤や既設構造物の沈下を引き起こす懸念はないことから，施工上の問題とならないことを

確認した (3.6. 3 参照）。

重機配置図を作成し，干渉物の特定をした後，重機配置に干渉する発電設備について，

撤去・移設として対策できることを確認し， 南基礎に近接した移設ができない発電設備は，

施工期間中一時的に撤去する。

鋼管杭打設の施工性の確認結果を表 3.5-13に示す。
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仮

土留め

←西

全周回転掘削機

---------

n 
/9卜＝＝二＝＝二＝二 ~ I

己

東→

クローラ

ーン

仮設土留め

鋼管杭の先端には

フリクションカッ

ターを取付け，鋼

管杭と地盤の摩擦

を低減する。

図 3.3-2参照

地盤の硬軟による

鉛直精度の悪化を

防ぐため，堆積層

まで均質置換土に

置換する。

1.下杭建込み・掘削圧入

←西

鋼管杭鉛直精度管

理システムで打設

中の鋼管杭を計測

し，杭の鉛直精度

を確保する。

図 3.3-3参照

中杭建込み・溶接

鋼管杭内に水を張り，

地下水位と合わせるよ

う鋼管杭内に水を張

り，ボイリングを防止

する（孔内水貯留用鋼

ペタ3：コ且＇）。

2. 中杭の建込み・溶接

←西 東→ 、 西 東→

ハンマーグラブで

鋼管杭内を中掘り

土砂は孔底処理に

より撤去する。土

砂の撤去完了は，

レッド測量により

掘削終了時の深度

と対比することで

確認する。

3.設計深度へ設置

コンクリートポンプ車

h詰めコンクリート

I 
コンクリート

I 

4.コンクリート打設

※掘削孔の底部に溜まったスライム（泥土・切削粉などの堆積物）を除去する作業

図 3.5-14 鋼管杭打設イメージ図（その 1)
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6.巻立て鉄筋コンクリート打設

拡大図

鋼管杭（上杭）

仮設土留め

巻立て鉄筋

コンクリート
▽T. P. -6. OOm 

嬰
連続壁

上杭下端
▽T. P. -5. 90m 

中詰めコンクリート
▽T. P. -7. OOm 

均質置換土 中詰めコンクリート

※上杭と巻立て鉄筋コンクリートの一体化のために上杭外面にスタッド

を設置する必要があり，上杭の溶接は管の内側にて実施する。

図 3.5-14 鋼管杭打設イメージ図（その 2)
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鋼管杭仮置き場

孔内水貯留用鋼製タンク
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重機配置に発電設備が

干渉するため，施工時

に設備を一時的に撤

スペースを

化する。
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宣 ：作業エリアの確保対策
凡例

疇 ：重機スペースの確保対策

図 3.5-15 施工用地計画（南基礎）

表 3.5-13 鋼管杭打設の施工性の確認結果

項目 確認結果

用地確保 ・作業エリアが狭陰であることから，現地確認，施工図等をもとに重機配置図を

作成し，地中連続壁の上部に覆工構台を設置すること等により，揚重機の配置

場所等の用地確保が可能であることを確認した。

・重機荷重により土留め等に大きな変形を生じさせることはなく，周辺地盤や既

設構造物の沈下を引き起こす懸念はないことから施工上の問題とならないこと

を確認した。

干渉物 ・重機配置図を作成し，干渉物の特定をした後，重機配置に干渉する発電設備に

ついて，撤去・移設として対策できることを確認した。

・移設ができない発電設備は施工期間中， 一時的に撤去（南基礎）する。
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(4) リスクを想定した対策の実施

本施エステップにおける リスクを網羅的に洗い出し，その対策を施すことで施工の実現

性を確保する。表 3.5-14に示す通り，施工中に想定されるリスクに対して，必要な対策

を講じることが可能であることを確認した（詳細は 3.6. 3 参照）。

表 3.5-14 鋼管杭打設における想定したリスクヘの対策の確認結果

想定したリスク

（注視すべきプロセス等）

約 50mの銅管杭を水平に 30cm 
間隔で打設するため高い打設精度

が求められ施工難易度が高い。

鋼管杭周辺のスタッドと巻立て鉄

筋コンクリートの鉄筋が干渉し，

計画通り組立てられない。

鋼管杭打設において施工荷重（重

機荷重）が鋼管杭の鉛直精度に影

響を与え，設計深さまで打設でき

ない。

鋼管杭の溶接不良が発生する。

想定したリスクヘの対策の確認結果

・鋼管杭打設時に，鋼管杭の鉛直精度を常時監視するシステムを

使用し，打設精度を向上させる。なお，本工法の組合せは発電

所内の施工実績から十分な精度が確保できることを確認した。

•上記の対策に加え，事前に岩盤標高付近までの堆積層を均質置

換土 (CB) に置き換えることによって，地盤の固さの不均質

さの影響による鋼管杭打設時の鉛直精度低下を防ぐ計画である

ことを確認した。

・鉛直鉄筋，帯鉄筋，せん断補強筋，配力筋がスタッド付鋼管杭

の周囲に密に配置される状況について3次元CADにより鉄筋

干渉を確認し，鉄筋組立が可能であることを確認した。

・施工エリアは，地中連続壁や既設施設に挟まれ狭陰な場所での

鉄筋組立となることから，施工エリアを図化し，組立作業の施

工性が確保されていることを確認した。

．堆積層が厚く重機荷重の影響を受けやすい北基礎のうち，重機

が直接地盤に設置される東側の鋼管杭打設等の施工における重

機配置等が工事仮設・杭打設に影響がないことを確認した。

・鋼管杭鉛直精度管理システムで精度を確保する。

・規格韮準には溶接に係る条件などが示されており， 一般化され

た作業であることから，規格基準に準拠した溶接条件・熱管理

条件により溶接し，非破壊検査を実施することで，溶接品質が

確保できることを確認した。

施工方法の選定で検討した想定リスクと対策は表 3.3-3に記す。
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(5) 施工品質の確認

鋼管杭打設（コンクリート打設含む）において確認する項目，方法，時期を表 3.5-15 

に，巻立てコンクリートを表 3.5-16に示す。鋼管杭打設に係る品質確認は，目視等にて

確認が可能であり，各作業について適切な時期に施工結果を確認することで，実施したエ

事が計画通り行われていることの確認が可能である。また，これらの確認結果は品質に係

る記録として保管する。

表 3.5-15 鋼管杭打設（コンクリート打設含む）に係る施工品質の確認項目

工程 確認項目 確認方法 時期

鋼管杭打設工 鋼管杭の材料・ 現物と図面・ミルシートの照合 目視，計測， 施工前
寸法※ 1 記録

現場溶接の 現物と品質証明書の照合 目視，記録 施工前
材料※3

鋼管杭の杭芯 杭芯位置を測量し，図面と照合 測量 施工前
位置※2

鋼管杭の傾斜※2 杭の傾斜を傾斜計等で計測 計測 施工中

鋼管杭溶接※ 3 溶接条件（入熱量等）を目視にて 目視 施工中

確認

鋼管杭溶接※2 外観形状確認，非破壊検査にて確 目視，検査 施工後

認

鋼管杭打設 基準高，偏芯量，傾斜量の計測 測量 施工後

孔底処理※2 レッド測量による確認 測量 施工後

コンクリート コンクリートの 配合計画書，材料試験結果の確認 図書・記録 施工前

打設工 配合計画書
等※2, 4 

生コンクリート 生コンクリート受入時にスランプ 計測 施工中
の性状※2, 4 試験等（温度他）を実施し，計画

値と照合

コンクリートの 生コンクリート受入時に作製した 供試体を用い 施工後
圧縮強度※2, 4 供試体を用い，強度発現後に圧縮 た試験

強度試験により確認

コンクリートの 寸法を計測し，設計値と照合 計測 施工後
長さ※2, 4 

※1 : JIS G 3140：橋梁用高降伏点鋼板，鋼管杭・鋼管矢板標準製作仕様書（鋼管杭・鋼矢板技術協会）に準拠す
る。

※2 ：土木工事施工管理基準及び規格値［令和 7年3月版］ （国土交通省）に準拠する。
※3 ：道路橋示方書・同解説II鋼橋・鋼部材編［平成29年 11月］に準拠する。
※4:コンクリート標準示方書 施工編[2023年版］ （土木学会）に準拠する。

3-54 171 



表 3.5-16 巻立てコンクリートに係る施工品質の確認項目

工程 項目 方法 時期

鉄筋組立工 鉄筋の材料・ 現物と図面・ミルシートの照合 目視，計測， 組立前
寸法※ 1 記録

機械式継手の材 現物と図面・ミルシートの照合 目視，計測 組立前
料・寸法※2 記録

機械式継手の 鉄筋挿入長さ，グラウト充填等の状 目視 施工中
施工※2 態確認

機械式継手グラ グラウト材製造時に作製した供試体 供試体を用い 施工後

ウト材の圧縮強 を用い，強度発現後に圧縮強度試験 た試験
度※2 により確認
鉄筋の組立※2, 3 鉄筋の組立状態と計画図の照合 目視，計測 組立後

コンクリート コンクリート 配合計画書，材料試験結果の確認 図書・記録 施工前

打設工 配合計画書
等※ 1, 3 

型枠工※ 1, 3 コンクリート打設前に型枠位置を測 測量 施工中

量し，図面と照合

生コンクリート 生コンクリート受入時にスランプフ 計測 施工中
の性状※2, 3 ロー試験等（温度他）を実施し，計

画値と照合

コンクリートの 生コンクリート受入時に作製した供 供試体を用い 施工後
圧縮強度※ 1, 3 試体を用い，強度発現後に圧縮強度 た試験

試験にて確認

構造物の 寸法を計測し，設計値と照合 計測 施工後
寸法※ 1, 3 

コンクリートの 目視によりクラック，沈降がないこ 目視 施工後

打込み及び締固 とを確認

め
※1 :コンクリート標準示方書 施工編[2023年版］ （土木学会）に準拠する。
※2 ：鉄筋定着・継手指針 [2020年版］ （土木学会），鉄筋継手工事標準仕様書 機械式継手工事[2017年版］
（日本鉄筋継手協会）に準拠する。

※3 ：土木工事施工管理基準及び規格値［令和 7年3月版］ （国土交通省）に準拠する。
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3. 5. 5 頂版鉄筋コンクリート（接合部含む）構築

(1) 工事概要

頂版鉄筋コンクリート（（南基礎） 20.5m (EW) x 15. 5m (NS) x 5. 04m (H), （北基礎）

21. 2m (EW) x 15. 5m (NS) x 5. 04m CH))は，鋼管杭と中実鉄筋コンクリート及び鋼製防

護壁を一体化することを目的に構築する。

頂版鉄筋コンクリートにアンカーボルトを設置し，鋼製防護壁基部を固定する。

頂版鉄筋コンクリート平面図及び断面を図 3.5-16に示す。

平血図
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図 3.5-16 頂版鉄筋コンクリート平面図及び断面図
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(2) 施工方法（鋼製防護壁基部の架設まで含む）

施エステップを図 3.5-17に示し，以下に施エステップを説明する。

①頂版鉄筋コンクリート (1リフト）を構築する。

②アンカーボルトを固定用治具に仮固定する。

③頂版鉄筋コンクリート (2リフト）の鉄筋を位置精度確保用のテンプレートを用いて

組み立てる。

④頂版鉄筋コンクリート内に埋め込むアンカーボルトを固定用治具に固定した後，コン

クリート (2リフト）を打設する。

⑤鋼製防護壁の基部 (1, 2層目）を架設しアンカーボルトに固定する。

⑥頂版鉄筋コンクリートの 3リフトとして，鋼製防護壁基部の隙間に無収縮モルタルを

打設する。

⑦中詰め鉄筋コンクリート (1リフト）を鋼製防護壁基部内部に構築する。

⑧鋼製防護壁基部 (3層目）を架設する。

⑨中詰め鉄筋コンクリート (2リフト）を鋼製防護壁基部内部に構築する。

⑩鋼製防護壁基部 (4層目）を架設する。

⑪根巻き鉄筋コンクリートを構築する。
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①頂版鉄筋コンクリート (1リフト）構築

頂版鉄筋コンクリートの鉛直鉄

筋と中実鉄筋コンクリートの鉛

直鉄筋を機械式継手で接続し，

鋼管杭等（巻立て鉄筋コンクリ

ートを含む）からの定着鉄筋と

ともに，コンクリートを打設す

る。

令一

中実鉄筋コンクリート

③頂版鉄筋コンクリート (2リフト）鉄筋組立

1リフトの鉛直鉄筋と 2リフトの鉛直
鉄筋を機械式継手で接続し，鉛直鉄筋

用テンプレートを設置し，鉛直鉄筋の

上端を仮固定し位置精度（鉛直性）を

確保する。

鉛直鉄筋用テンプレート

鉛直鉄筋

(2リフト）

令

②アンカーボルト仮固定

アンカーボルト固定用治具を設置した

後，アンカーボルトを設置し，アンカ

ーボルトの上部と下部を固定用治具に

仮固定する。

アンカーボルト

アンカーボルト固定用治具

（下部用）

令

④頂版鉄筋コンクリート (2リフ ト）構築

コンクリート打設時にアンカーボルト

が動かないよう，固定用治具にてしつ

かりと固定する。その後，コンクリー

ト (2リフト）を打設する。

令

頂版鉄筋コンクリート

(2リフト）

図 3.5-17 中実鉄筋コ ンクリートから鋼製防護壁までの接合ステップ図 (1/ 3) 
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⑤鋼製防護壁基部 (1, 2層目）架設

鋼製防護壁基部(1, 2層目）を架設

し，頂版鉄筋コンクリートに埋め込ま

れたアンカーボルトに鋼製防護壁基部

(1層目）を嵌合させ，アンカーボル

トのナットを締めて，頂版鉄筋コンク

リートと直接接合する。接合する際

に，所定の位置になるように調整し，

隙間を確保する。

鋼製防護壁基部

(2層目）

令

⑦中詰め鉄筋コンクリート (1リフト）構築

鋼製防護壁基部内部に鉄筋を組立て，

コンクリートを打設する。

令

中詰め鉄筋コンクリートの鉄筋

コンクリート

⑥頂版鉄筋コンクリート (3リフト）

無収縮モルタル打設

頂版鉄筋コンクリートと鋼製防護壁基

部(1層目）の隙間に無収縮モルタル

打設する。

無収縮モルタル

⑧鋼製防護壁基部 (3層目）架設

鋼製防護壁基部 (3層目）を架設し，

2層目と接合（添接・溶接）する。

鋼製防護壁基部 (3層目）

奇

令

図 3.5-17 中実鉄筋コンクリートから鋼製防護壁までの接合ステップ図 (2/ 3) 
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⑨中詰め鉄筋コンクリート (2リフト）構築

鋼製防護壁基部内部に鉄筋を組立

て，コンクリートを打設する。

中詰め鉄筋コ ンク リートの鉄筋 コンク リート

⑪根巻き鉄筋コンクリート構築

一部露出したアンカーボルトを防護

するために，根巻き鉄筋コンクリー

トを構築する。

根巻き鉄筋

コンクリート

令

⑩鋼製防護壁基部 (4層目）架設

鋼製防護壁基部 (4層目）を架設し，

3層目と接合（添接・ 溶接） する。

鋼製防護壁基部 (4層目）

図 3.5-17 中実鉄筋コンクリートから鋼製防護壁までの接合ステップ図 (3/ 3) 
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(3) 施工性の確認

施工エリアの状況・干渉物等を考慮して，施工性を確認する。

施工エリアが狭陰であることから，現地確認，施工図等をもとに重機配置図を作成し，

揚重機 Cl20t級クローラクレーン）の配置場所等の用地確保が可能であることを確認し

た。また，作業時の重機荷重は仮設土留めの設計荷重に比べ小さいことから，土留め等に

大きな変形を生じさせることはなく，周辺地盤や既設構造物の沈下を引き起こす懸念はな

いことから，施工上の問題とならないことを確認した。

アンカーボルト設置イメージを図 3.5-18に示す。頂版鉄筋コンクリート構築において，

2リフト施工時に鋼製防護壁基部を固定するためのアンカーボルトをコンクリートに埋

め込む。この時，アンカーボルト固定用治具を使用することで，コンクリート打設等で位

置ずれを発生させることなく計画位置に設置することが可能であることを確認した。

構造設計と並行して施工性の確認を行い，アンカーボルトと頂版鉄筋が干渉しないよう，

施工性を考慮した配筋を設計に反映した。

頂版鉄筋コンクリート構築の施工性の確認結果を表 3.5-17に示す。

表 3.5-17 頂版鉄筋コンクリート構築の施工性の確認結果

施工方法 確認結果

・通常の鉄筋コンクリート工事と同じ。 •干渉物，重機配置とも問題なし。

・鋼製防護壁基部を架設後，アンカーボルト ・構造設計の段階から施工性の確認を並行し

で固定し，基部に中詰め鉄筋コンクリート て実施し，現場での施工が確実に可能とな

を構築する。また，鋼製防護壁構築後，根 る配筋設計を実現した。

巻き鉄筋コンクリートを構築する。
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(4) リスクを想定した対策の実施

本施エステップにおける リスクを網羅的に洗い出し，その対策を施すことで施工の実現

性を確保する。表 3.5-18に示す通り，施工中に想定されるリスクに対して，必要な対策

を講じることが可能であることを確認した（詳細は 3.6. 4参照）。

表 3.5-18 頂版鉄筋コンクリート構築における想定したリスクヘの対策の確認結果

想定したリスク
想定したリスクヘの対策の確認結果

（注視すべきプロセス等）

上下の構造と接続する鉛直鉄筋，下部構 ・モックアップ試験で，鉛直鉄筋の接続に用いる機械式継

造の定着鉄筋及び頂版鉄筋コンクリート 手には設置誤差を吸収できる裕度があり，この裕度の範

の鉄筋はいずれも太径鉄筋であり，これ 囲に組立が可能であることから，設置位置の誤差が累積

らを高密度に配筋するため，相互に干渉 することなく，設置精度を確保できることを確認した。

し，計画通り組み立てられない。 ・組立工程において鉄筋が計画した精度内に位置すること

を確認する手順を設定した。

．頂版鉄筋コンクリートは当該部の構造鉄筋に加え，中実

鉄筋コンクリート等からの定着鉄筋などが複雑に交錯す

る配筋となるが， 3次元CADによりこれらの鉄筋の配
置干渉を確認した結果，鉄筋組立が可能であることを確

認した。

太径鉄筋による高密度な配筋のためコン ・高流動コンクリートを採用する。

クリートの流動性が阻害され，コンクリ ・配筋が中実鉄筋コンクリートより粗であるため，コンク

ートの未充填部が発生する。 リート充填試験結果が適用可能であることを確認した。

頂版鉄筋コンクリートと中詰め鉄筋コン ・中実鉄筋コンクリートのモックアップ試験で，鉛直鉄筋

クリートの接続部において鉛直鉄筋の設 の接続に用いる機械式継手には裕度があるため，設置位

置精度の要求が高く，施工難易度が高 置の誤差が累積することなく，設置精度を確保できるこ

し）。 とを確認した。

・テンプレートを使用し，鉛直鉄筋を鋼製防護壁に嵌合さ

せ，中詰め鉄筋コンクリートの鉄筋に連結するように，

鉛直鉄筋の精度を確保する。

中詰め鉄筋コンクリー ト（鋼製防護壁の ・鋼製防護壁の基部内の中詰め鉄筋コンクリートは，当該

基部内）での太径の鉄筋の組立であり， 部の構造鉄筋，鋼殻部（鋼製防護壁を構成する壁体）と

施工難易度が高い。 コンクリートの一体化のためのスタッドと頂版鉄筋コン

クリートからの定着鉄筋が複雑に交錯する配筋となる。

このため， 3次元CADによりこれらの鉄筋の配置干渉
等に問題がないことを確認した。

・鋼殻内部が狭陰なことから鉄筋の組立手順を図化し施工

が可能であることを確認した。
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(5) 施工品質の確認

頂版鉄筋コンクリ ート構築工において確認する項目，方法， 時期を表 3.5-19に示す。

頂版鉄筋コンクリ ート構築に係る品質確認は，全て目視等にて確認が可能であり，各作業

について適切な時期に施工結果を確認することで，実施した工事が計画通り行われている

ことの確認が可能である。また， これらの確認結果は品質に係る記録として保管する。

表 3.5-19 頂版鉄筋コンクリー ト構築工に係る施工品質の確認項目

工程 確認項目 確認方法

鉄筋組立工 鉄筋の材料 ・ 現物と図面 ・ミルシー トの照合 目視，計測，
寸法※2 記録
鉄筋の組立※ 1,2 鉄筋の組立状態と計画図の照合 目視，計測

機械式継手の材 現物と図面 ・ミルシー トの照合 目視，計測，

料 ・寸法※2 記録にて確認

機械式継手の 鉄筋挿入長さ，グラウ ト充填等の 目視
施工※3 状態確認

機械式継手グラウ グラウ ト材製造時に作製した供試 供試体を用いた

卜材の圧縮強度※3 体を用い，強度発現後に圧縮強度 試験

試験により確認

コンクリート コンクリート配合 配合計画書，材料試験結果の確認 図書・記録

打設工 計画書等※1, 2 

型枠工※1,2, 4 コンクリー ト打設前に型枠寸法を 測量

測量し，図面と照合

生コンクリー トの 生コンクリー ト受入時にスランプ 計測
性状※1,2 フロー試験等（温度他）を実施

し，計画値と照合

コンクリー トの 生コンクリート受入時に作製した 供試体を用い
圧縮強度※1,2 供試体を用い，強度発現後に圧縮 た試験

強度試験により確認

構造物の 寸法を計測し，設計値と照合 計測
寸法※1,2, 4 

構造物の 目視によりクラック，沈降がない 目視
外観※ 1, 2, 4 ことを確認

コンクリー トの打 目視によりクラック，沈降がない 目視

込み及び締固め ことを確認

アンカーボルト アンカーボルトの 現物と図面 ・ミルシートの照合 目視，計測，
設置工 材料 ・寸法疇 記録

アンカーボルトの コンクリ ート打設前に設置位置を 測量
設置位置※6 測量し，図面と照合

※ 1 :土木工事施工管理基準及び規格値［令和7年3月版］ （国土交通省）に準拠する。
※2 :コンクリート標準示方書 施工編[2023年版］ （土木学会）に準拠する。

時期

組立前

組立後

組立前

施工中

施工後

施工前

施工中

施工中

施工後

施工後

施工後

施工後

設置前

設置後

※3 ：鉄筋定着 ・継手指針 [2020年版］ （土木学会） ，鉄筋継手工事標準仕様書 機械式継手工事[2017年版］
（日本鉄筋継手協会）に準拠する。

※4:中詰め鉄筋コンクリートは対象外とする。
※5 : JI S G 3106溶接構造用圧延鋼材に準拠する。
※6 :道路橋示方書・同解説Il鋼橋 ・鋼部材編［平成 29年11月］に準拠する。
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3. 5. 6 鋼製防護壁架設

(1) 工事概要

鋼製防護壁（延長80.6m,天端高さ T.P. + 20. 0 m,天端幅 2.5 ID) を，南北の基礎を支

点として架設する。

鋼製防護壁の架設箇所（平面図）を図 3.5-19に，防潮堤（鋼製防護壁）の正面図を図

3. 5-20に示す。

ヽ
r

”
 

≫
 

．
 

’
 ・
 

‘
 

ょIt 

図 3.5-19 鋼製防護壁の架設箇所（平面図）

南基礎

| | -....--←ヽ～

根巻き鉄筋コンクリー

こ：三こ：：：：：：
000000 

i 地盤改良体（薬液注入）

地中連続壁
L」

鋼管杭／

Km  ＼岡管杭地盤改良体（薬液注入）

凡例

Eコ 既実施地盤改良体（薬液注入）
ここコ 地盤改良体（薬液注入）

口鋼管杭

Z2巻立て鉄筋コンクリート

図 3.5-20 防潮堤（鋼製防護壁）の正面図

3-6 5 182 



(2) 施工方法

鋼製防護壁架設手順を図 3.5-21に示し，以下に説明する。

①頂版鉄筋コンクリート上部に地組みによりブロック化した鋼製防護壁基部 1層目を

一括架設するとともに支間部に支持架台を設置する。現場継手は溶接継手もしくは高

カボルトを用いた添接門こて接合する。

②鋼製防護壁基部から中心に向けて，分割した支間部 1層目は支持架台を用いて順次架

設し，南北間を閉合する。

③鋼製防護壁の 1層目の上に， 2層目及び3層目（中央部除く）を設置する。

④鋼製防護壁基部内に中詰め鉄筋コンクリートを構築し，その後支間部の支持架台を撤

去する。

⑤，⑥支間部3~4層目を架設する。

⑦基部・支間部5~8層目を架設する。

※：高カボルト接合継手のうち，摩擦接合継手を指す。ここでは，高カボルトにより，ブロック

単位の鋼製防護壁を接続することを指す。

(3) 施工性の確認

施工エリアの状況・干渉物等を考慮して，施工性を確認する。鋼製防護壁の架設につい

て，現地確認，施工図等をもとに重機配置図を作成し，干渉物の特定・撤去等の可否調整

を実施した。鋼製防護壁の架設の際，基部の設置精度が，鋼製防護壁全体の設置精度に影

響を及ぼす。具体的には，南北基礎で既設アンカーボルトとの接合があり，基部接合部の

位置精度を確保する必要がある。鋼製防護壁は，工場において仮組立を行い，構造材の製

作及び組立の精度に問題がないことを確認した後，運搬可能な大きさに分解し，現場に搬

入する。基部接合部はその組立精度を確保するために，工場での仮組立と同様の方法で組

み立てる必要があることから，基部を大型ブロックに地組し，これを一括架設することと

した。鋼製防護壁の架設施工図（基部一括架設時）を図 3.5-22に，アンカーボルトと鋼

製防護壁基部の接合イメージを図 3.5-23に示す。図 3.5-23に示すように，鋼製防護壁

をアンカーボルトの位置に合わせて設置する。クローラクレーンの揚重性能（定格荷重）

による作業半径内で，基部の設置空間，重機動線及び作業空間が十分に確保できることを

確認した。また，鋼製防護壁架設の施工性の確認結果を表 3.5-20に示す。
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表 3.5-20 鋼製防護壁架設の施工性の確認結果

施エステップ 施工方法 確認結果

鋼製防護壁の架設 ・工場で製作した構造材 •干渉物，重機配置とも問題ないことを確認した。

を現場でブロック化 ・支持架台から既設構造物への荷重についても有害

し，ブロックをクレー な変位・応力となっていないことを確認してい

ンにより吊り込み下段 る。

より組み立てる。 ・中詰め鉄筋コンクリート構築後に支持架台を撤去

．吊り込まれたブロック した後の3層目以降の架設（図 3.5-21参照）に
をボルトまたは溶接に おいても，鋼製防護壁に有害なたわみ，変形等は

て接合し鋼製防護壁を 発生せず，問題がないことを確認した。

一体化する。

・鋼製防護壁の下段の組

立後，アンカーボルト

で固定し，基部に中詰

め鉄筋コンクリートを

構築する。
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既設構造物の上に，支持架台を設置する。次に，鋼製

防護壁の基部 1層目を施工エリア近くで大型ブロック
に組立て， 一括して吊り込み，頂版鉄筋コンクリート

上に設置する。 （南北それぞれ実施）

い f ― 一支1間部
｀し＿— ＞ - - -
XIJIJ2 J2 J3 J4 JS J6 

凡例

：揚重機設置位置

（旋回中心）

Eコ ：架設箇所
亡コ ：架設完了箇所

Eコ ：添接完了箇所

令

図 3.5-21 鋼製防護壁の架設手順 ：①支持架台設置， 基部 1層目一括架設

凡例

：揚重機設置位置

（旋回中心）

Eコ ：架設箇所
亡コ ：架設完了箇所

こコ ：添接完了箇所

令
鋼製防護壁の 1層目の残りのブロッ
クを中心に向かって架設し， 1層目
を閉合する。

解体

一架設
セット

。 バック

宣XI JI J2 J2" JJ 

架殷

セットフォア 亡二］

｀ 一
X19 

支闇郎

J6 -“
 

J5 

●’＂● 9.i.，J-~  

J7 -
JS 

苧
投JIO J¥OJII X35 

図 3.5-21 鋼製防護壁の架設手順 ：②支間部 1層目架設

凡例

．揚重機設置位置

（旋回中心）

Eコ ：架設箇所
亡コ ：架設完了箇所

Eコ ：添接完了箇所

令

!' 架設方向

鋼製防護壁の 1層目の上に， 2層目，
3層目（中央部除く）を設置する。全

体を調整しながら，各ブロックの添接

箇所をボルト等で固定する。

架設方向

1
,
.
 

2層目架設

j /¥ 
亡］ II¥I

！ 
基蛉-XI JI J2 Jt J3 

八＼ 

-
A
 

一 占
基部

J9 Jto・ JIOJti X35 J5 

支闇螂

J6 J7 
}

J
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図 3.5-21 鋼製防護壁の架設手順： ③基部2~3層目架設
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凡例

命 ：揚重機設置位置
（旋回中心）

ヒコ ：架設箇所

亡コ ：架設完了箇所

Eコ ：添接完了箇所

中詰め鉄筋コンクリート (2層目）

鋼製防護壁基部内に，鉄筋を組み立てた後，コンクリートを打設し，頂版鉄筋コンク

リートに鋼製防護壁基部を固定する。鋼製防護壁基部を頂板鉄筋コンクリートと一体

化するため中詰め鉄筋コンクリートを構築する（中詰め鉄筋コンクリートは2回に分

けて構築）する。

中詰め鉄筋コンクリート (2層目）

支持架台を撤去

頂版鉄筋コンクリート

基部

｀ XI JI J2 J2'J3 J4 

支間部

J5 J6 J7 J8 

基部

J9 JIO' JIOJl1 X35 

図 3.5-21 鋼製防護壁の架設手順 ：④中詰め鉄筋コンクリート構築，支持架台撤去

凡例

命 ：揚重機設置位置
（旋回中心）

Eコ ：架設箇所
こコ ：架設完了箇所

［ニコ ：添接完了箇所

鋼製防護壁支間部3層目の残り（中央部）を架設する。

| ¥ 

架設方向

八 人

＼ 

¥
 

＼ヽ
 

XI JI J2 J2' J3 J• JS J6 J7 JS J9 JIO JIOJII X35 

図 3.5-21 鋼製防護壁の架設手順： ⑤支間部3層目残り架設

凡例

令 ：揚重機設置位置
（旋回中心）

Eコ ：架設箇所
こコ ：架設完了箇所

［ニコ ：添接完了箇所

鋼製防護壁支間部4層目を架設する。

ユ 架設方向

＼ 

レ

，
 

ー

八
ー

ヽ＼ ー¥ ＼ ヽ ．ヽ

＼ 

XI JI J2 J2' J3 J4 JS J6 J7 Jg J9 JIO JIOJII X35 

凡例

令 ：揚重機設置位置
（旋回中心）

Eコ ：架設箇所
ヒコ ：架設完了箇所

Eコ ：添接完了箇所

図 3.5-21 鋼製防護壁の架設手順 ：⑥支間部4層目架設

落込み 鋼製防護壁基部・支間部5~8層目を架設する。

I 
復紫殷 先茉設

／
二

先架設 復乗設

凸

XI JI J2 J2'J3 J4 JS J6 J7 JS J9 JIO' JIO JI I X35 

図 3.5-21 鋼製防護壁の架設手順： ⑦基部・支間部5~8層目架設
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基部の地組空間，重機動線及び

旋回範囲を十分に確保できる。

1600tクローラクレーン 摯一
ロ

］ 

図 3.5-22 鋼製防護壁の架設施工図（基部一括架設時）

白

北

南

図 3.5-23 アンカーボルトと鋼製防護壁基部の接合イメージ
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(4) リスクを想定した対策の実施

本施エステップにおける リスクを網羅的に洗い出し，その対策を施すことで施工の実現

性を確保する。表 3.5-21に示す通り，施工中に想定されるリスクに対して，必要な対策

を講じることが可能であることを確認した。

高強度鋼材 (SBHS700)の現場溶接の品質を確保するため，溶接施工試験を実施し計画

通りの工事が確実にできることを確認した（詳細は3.6. 5参照）。

鋼製防護壁の現場継手（溶接及び添接）位置を図 3.5-24に示す。

表 3.5-21 鋼製防護壁架設における想定したリスクヘの対策の確認結果

想定したリスク
想定したリスクヘの対策の確認結果

（注視すべきプロセス等）

鋼製防護壁の一部に高強度鋼材 (SBHS700) 高強度鋼材 (SBHS700)の現場溶接の品質を確保するた
を溶接するため，溶接品質が確保できな め，溶接施工試験を実施し，品質を確保できる溶接条

し）。 件を整備した。 (3. 6. 5参照） 。

ー］
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i 11 I 11 11 11 11 11 I I 11 I I 
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所

所

箇

箇
接

接

溶

添
.... ＿＿
 

例凡

図 3.5-24 鋼製防護壁の現場継手（溶接及び添接）位置図

3-71 188 



(5) 施工品質の確認

鋼製防護壁架設において確認する項目，方法，時期を表 3.5-22に示す。鋼製防護壁架

設に係る品質確認は，目視等にて確認が可能であ り，各作業について適切な時期に施工結

果を確認することで，実施した工事が計画通り行われていることの確認が可能である。ま

た，これらの確認結果は品質に係る記録として保管する。

表 3.5-22 鋼製防護壁架設に係る施工品質の確認項目

工程 確認項目 確認方法

鋼製 鋼製防護壁構造材 現物と図面・ミルシー トの照合 目視，計測，

防護 の材料※1 記録

壁工 現場溶接の材料※2 現物と品質証明書の照合 目視，記録

鋼製防護壁構造材 現物と図面の照合 目視
の配置※3

現場溶接※2 溶接条件（入熱量等）を目視により確認 目視

外部欠陥（外観形状確認），内部欠陥（非 目視確認

破壊検査）にて確認 非破壊検査

現場継手 六角高カボル トは締付けトルク値を確認 計測
（高カボルト） ※2 トルシア型高カボルトはピンテールの破断 目視

を確認※5

鋼製防護壁架設の 寸法を計測し，設計値と照合 計測
寸法※4

鋼製防護壁架設の 目視によりきず，へこみ等の損傷がないこ 目視
外観※4 とを確認

鋼製防護壁の全体 鋼製防護壁天端高さ，幅，組立て，据付け 計測， 目視，

状態及び外観を確認 記録

※1 : JI S G 3140：橋梁用高降伏点鋼板，JISG 3106：溶接構造用圧延鋼材に準拠する。
※2 :道路橋示方書 ・同解説II鋼橋 ・鋼部材編［平成 29年 11月］に準拠する。
※3 :メーカー基準に準拠する。

※4:メーカー基準（既工認 公差表より）に準拠する。

時期

施工前

施工前

施工中

施工中

施工後

施工後

施工後

施工後

施工後

施工後

※5 :トルシア型高カボル トは，専用レンチで締め付け，先端のピンテールが破断することで 「規定の締め付け軸

カ」が確保されていることを目視確認できるボルト。
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3. 5. 7 止水機構，止水ジョイント設置

(1) 工事概要

防潮堤としての止水性確保のために，鋼製防護壁の下面と既設構造物の上面の間に止水

機構を，鋼製防護壁の側面と鉄筋コンクリート防潮壁の側面の間に止水ジョイントを設置

する。

止水機構，止水ジョイントの設置位置を図 3.5-25に示す。

鉄筋コンクリート （天端高さ） T.P. + 20. 00 m 

防潮壁 I 鋼製防護壁

一

止水機構

止水ジョイント 既設構造物 止水ジョイント

図 3.5-25 止水機構，止水ジョイントの設置位置図
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(2) 

a. 

施工方法

止水機構

止水機構の設置手順を図

に示す。

①止水板を底面戸当たりと鋼製防護壁の間に設置する。

②上部止水板押さえにより止水板を固定する。

3. 5-26に，止水機構の詳細図（鉛直断面図） を図 3. 5-27 

底面戸当たり設置 側面戸当たり設置

西 ⇒ 

東 北

乙
止水板設置 上部止水板押え設置

南

西

図 3.5-26 

東

止水機構の設置手順

北

一（陸側） LJ 
上部止水板押え ヨ

／ （：側）
4., 

シー トジョイント

二 ・
既設構造物

爪
土

戸防
召ミ、．

三 • 9 

．．．， 

図 3.5-27 止水機構の詳細図（鉛直断面図）
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b. 止水ジョイント

①鋼製防護壁のネジスタッドと鉄筋コンクリート防潮壁のアンカーボルトに止水

ジョイントを設置する（図 3.5-28参照）。

鋼製防護壁←―」|~鉄筋コンクリート防潮壁

ネジスタッドは添接板に溶接し，

止水ジョイントを固定する。

＼ ＿ 

I 

＇ 
添接板

＇ 高さ調整プレート
/ ‘̀  

I ネジスタッド ／ 1 
止水ジョイ ント1

I------------

゜ p 
• - ¥l' 
9,7  

←さ調整プ・レ上 卜を鋼製

伽に溶接する。
P ← 

19 、ア

アンカーボルト

図 3.5-28 鋼製防護壁への止水ジョイント設置断面図
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(3) 施工性の確認

施工エリアの状況・干渉物等を考慮して，施工性を確認する。止水機構，止水ジョイン

トの設置について，現地確認，施工図等をもとに重機配置図を作成し，干渉物・施工用地

の有無を確認し， 干渉物，施工用地等に問題がないことを確認した。止水機構，止水ジョ

イント設置施工図（北基礎）を図 3.5-29に示す。止水機構，止水ジョイント設置の施工

性の確認結果を表 3.5-23に示す。

表 3.5-23 止水機構，止水ジョイント設置の施工性の確認結果

施エステップ 施工方法 確認結果

止水機構の設置 工場で製作した止水機構を 鋼製防護壁の架設完了後に実施することで， E渉
鋼製防護壁下部，側部にボ 物，施工用地等に問題がないことを確認した。

ルトにて取り付ける。

止水ジョイント 鉄筋コンクリート防潮壁構 鋼製防護壁の架設及び鉄筋コンクリート防潮壁構

の設置 築後及び鋼製防護壁架設 築後，両者にボルトで設置する工事であり，施工

後，両者にボルトで取り付 上の干渉物，施工用地に問題がないことを確認し

ける。 た。

高所作業車

鋼製防護壁

ー］「ニロロロ
三五亡＝竺二•一・ーゴrご竺 '].n「* -f1 

25tラフテレーンクレーン

r.
T
I
L
',111
、ぶ’

750tクローラクレーン
~ - -·ー 一←ご— =--―----- ‘→-+ -る-I -J  -- ―弓ー ・ー天• 一ー迂三9:·:tJ．芦ユ

＼ 

＼ 
~,".\い←：一 ,.~ ヽよ·し~へ ~—•l~ 

~ • I.‘‘‘  
¥‘‘‘へ、．

図 3.5-29 止水機構，止水ジョイント設置施工図（北基礎）
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(4) リスクを想定した対策の実施

本施エステップにおける リスクを網羅的に洗い出し，その対策を施すことで施工の実現

性を確保する。表 3.5-24に示す通り，施工中に想定されるリスクに対して，必要な対策

を講じることが可能であることを確認した。

表 3.5-24 止水機構，止水ジョイント設置における想定したリスクヘの対策の確認結果

想定したリスク
想定したリスクヘの対策の確認結果

（注視すべきプロセス等）

鋼製防護壁の設置精度が悪く，止水機構，止水ジョ 鋼製防護壁は自重によるたわみを想定し，設

イント及が計画通り設置できない。 置高さを管理する等により設置精度が確保で

きることを確認した。

(5) 施工品質の確認

工程

止水機構

設置工

止水

止水機構，止水ジョイント設置において確認する項且方法，時期を表 3.5-25に示す。

止水機構，止水ジョイント設置に係る品質確認は，目視等にて確認が可能であり，各作業

について適切な時期に施工結果を確認することで，実施した工事が計画通り行われている

ことの確認が可能である。また，これらの確認結果は品質に係る記録として保管する。

表 3.5-25 止水機構，止水ジョイント設置に係る施工品質の確認項目

確認項目 確認方法 時期

止水機構の材料・ 現物と図面・ミルシートの照合 目視，計測，記録 施工前
寸法※

止水機構の据付※ 据付位置及び状態と図面の照合 目視 施工後

止水機構の外観※ 止水機構に損傷がないことを確認 目視 施工後

止水ジョイントの 現物と図面・ミルシートの照合 目視，計測，記録 施工前

ジョイント 材料・寸法※

設置工 止水ジョイントの 据付位置及び状態と図面の照合 目視 施工後
据付※

止水ジョイントの 止水ジョイントに損傷がないことを 目視 施工後
外観※ 確認

※：メーカー基準に準拠する。
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3. 5. 8 

(1) 

地盤改良（薬液注入）

工事概要

防潮堤（鋼製防護壁）周辺地盤のうち液状化対象層の液状化を防止するために，対象土

層までボーリングにより注入管を設置し，注入管から地盤に薬液を浸透注入する。

注入後，改良範囲からボーリングで試料を採取し，改良品質を確認する。

地盤改良（薬液注入）平面図を図 3.5-30に，地盤改良（薬液注入）断面図を図 3.5-31 

に示す。

ヽ

べ～ • • • • 9 1 

口｝ ： 
• I r---＝ 亡ロ
二

L[a[］］□ 
地盤j-Iこ；；主土

地盤改良（薬液注入）

図 3.5-30 

南基礎

図 3.5-31 

地盤改良（薬液注入）
g 

4 ヽ↓ →―――`―• -' 

こ二 ↓ i 

こ 摯

＿↑ 
図 3.5-31 
断面位置I ー一下―_」

<
凡例

Eコ 既実施地盤改良体（薬液注入）
ここ3地盤改良体（薬液注入）

地盤改良（薬液注入）平面図

□/BBB9B□ 

地盤改良（薬液注入）既実施箇所

北韮礎

地盤改良（薬液注入）断面図
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なお，地盤改良（薬液注入）の計画範囲のうち不飽和地盤については，施工品質の確保

が困難であるため地盤改良（セメント系）にで性能目標（地盤をセメントにより固結させ，

液状化を防止）を確保する（詳細は3.5. 9 参照）。

(2) 施工方法

地盤改良（薬液注入）の施工方法は以下の通りである。

①削孔：地上あるいは立坑内から所定の深度・位置までケーシング（先端に削孔ビット）

を用いて削孔水を供給しながら削孔する。

②シール材（グラウト）注入：削孔後，シール材を注入し，孔内の削孔水をシール材で

置き換える。

③結束細管（注入パイプ）挿入：シール材が固まる前に，先端に吐出口を持つ細管を結

束したものを挿入する。

④ケーシング引抜き：ケーシングを引き抜き，結束細管の位置を固定する。

⑤クラッキング（初期割裂） ：シール材が固化した後，注入パイプから高圧水を吐出し

周囲の地盤をクラッキング（初期割裂）させ，薬液の注入経路を確保する。

⑥薬液の同時注入開始：結束した結束細管から，流量 ・圧力（低圧）を制御しながら，

複数の点で同時に薬液を注入する。

⑦注入完了

地盤改良（薬液注入）の施工方法（結束細管多点注入方式）を図 3.5-32に示す。

口 ②シール材

（グラウト）

注入

③結束細管

（注入パイプ）

挿入

④ケーシング

引抜き

図 3.5-3 2 地盤改良（薬液注入）の施工方法（結束細管多点注入方式）
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(3) 施工性の確認

施工エリアの状況・干渉物等を考慮して，施工性を確認する。 既実施の地盤改良範囲（平

面図）を図 3.5-33に，既設構造物下の地盤改良のボーリング孔配置を図 3.5-34に示す。

これらの図よ り，既設構造物の設置状況を確認し，対象地盤への薬液注入管設置のための

ボーリング孔配置を検討した結果，対象範囲の薬液注入が施工可能であることを確認した。

地盤改良（薬液注入）の追加範囲を図 3.5-35に，地盤改良（薬液注入）の追加範囲断面

を図 3.5-36に， 既設構造物（鉄筋コンクリート防潮壁フーチング等，以下，この節では

「既設構造物」とする。）下の地盤改良施エフローを図 3.5_,_37に示す。

既設構造物下の地盤改良の施工手順を以下に示す。

・構造物の側部に設けた立坑から水平及び斜めボーリングにより構造物直下に注

入管を設置する（図 3.5-37 :①，②）。

・注入管を通じて構造物直下の地盤を改良した後， 立坑を流動化処理土にて埋戻す

（図 3.5-37 :③，④）。

・地表から施工可能な範囲について，順次，地盤を改良する（図 3.5-3 7：⑤，⑥)。

地盤改良（地盤改良）に使用する削孔機械，注入装置は小型であり，薬液の水槽は原位

置から離れて用地確保が可能であることを確認した。また追加範囲には鉄筋コンクリート

防潮壁や各種設備が設置されているが，施設の側部に仮設土留め（鋼矢板）により立坑の

設置が可能であることを確認した。

地盤改良（薬液注入）の施工性の確認結果を表 3.5-26に示す。また，追加範囲には鉄

筋コンクリート防潮壁や各種設備が設置されているが，施工実績から斜めボーリング等に

より追加範囲の施工は十分可能である。

また，本施工方法による試験施工を計画最大深度の地盤にて実施し，要求品質を満足し

ていることを確認した。

表 3.5-26 地盤改良（薬液注入）の施工性の確認結果

施工方法 確認結果

ボーリング機械で削孔し，注入装置で ・地盤改良（薬液注入）に使用するボーリング機械，注

薬液を注入する。 入装置は小型であり，薬液の水槽は原位置から離れて

用地確保が可能であることを確認した。

・追加範囲には鉄筋コンクリート防潮壁や各種設備が設

置されているが，仮設土留め（鋼矢板）により立坑を

設置したうえで斜め削孔の位置・角度の調整により対

応可能であることを確認した。
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図 3.5-33 地盤改良範囲（平面図）

青色：鉛直ボーリング及び地盤改良体

赤色：斜めボーリング及び地盤改良体
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図 3.5-34 既設構造物下の地盤改良のボーリング孔配置図（既実施範囲）
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如 ：立坑

亡コ：既設構造物
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図 3.5-35 

追加範囲のうち

鉄筋コンクリート

防潮壁フーチング下

地盤改良（薬液注入） の追加範囲平面図

既設構造物（鉄筋コンクリート防潮壁）

追加範囲のうち

鉄筋コンクリート

防潮壁フーチング下

亡コ：追加範囲

Z ：立坑
仁コ：既設構造物

ー：既設構造物（地中連続壁）

図 3.5-36 地盤改良（薬液注入） の追加範囲断面図
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① 立坑掘削

←西 10000 . -・ -. 東→

T.P.+3.00m 

I du 

Ag2 

仮設土留め
As 

Ac 

鉄筋コンクリート防潮壁フーチングの側部に仮設土留めを

施工し，立坑を掘削する。

③ 一次注入

←西
10000 

東→

鉄筋コンクリート防潮壁フーチングの下側に 1次注入し
地盤改良を行う。

⑤ 2次削孔

←西
10000 

p 2 

I 

／／ 

Ag2 

As 

Ac 

1次注入で地盤改良できなかった範囲を地表部から削孔
し，注入管を設置する。

② 1次削孔

←西
10000 

東→

＇ 

Ac 

立坑の削孔側の壁面に補強壁を構築した後，削孔機にて，

1次削孔を行う。孔に注入用の注入管を設置する。

④ 立坑埋戻し

←西
10000 

二”̀

l 

"/ 
T.P.+3.00m 

du 

Ag2 

As 

Ac 

立坑を流動化処理土で埋め戻す。次に，仮設土留めを引抜

き，隙間をモルタルで充填する。

⑥ 2次注入

←西

Ag2 

As 

Ac 

: 1 0000 , 
東→

2次注入

1次注入で地盤改良できなかった範囲を地表部から 2次注
入し地盤改良する。

図 3.5-37 既設構造物下の地盤改良施エフロー
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(4) リスクを想定した対策の実施

本施エステップにおけるリスクを網羅的に洗い出し，その対策を施すことで施工の実現

性を確保する。施工中に想定されるリスクに対して，必要な対策を講じることが可能であ

ることを確認した。 その詳細については， 3.6. 6に示す。

(5) 施工品質の確認

a. 施工品質の確認方法

施工品質の確認を行うための項目等を整理するため， まず，地盤改良（薬液注入）の

目的及び設計上の取扱いを明確にし，具体的な性能目標を表 3.5-27の通り整理した。

この性能目標を達成する具体的な要求品質を表 3.5-28の通り設定した。次に，これら

の性能目標（要求品質）が達成されていることを確認する方法を定めるため，準拠する

基準類を表 3.5-29の通り明確にした。

地盤改良（薬液注入）の設計における与条件は改良範囲と要求品質（液状化強度比）

である。これらが計画通り実施されていることを確認するために，地盤改良（薬液注入）

において確認する項目，方法，時期を表 3.5-30の通り整理した。また， 各層の配合試

験結果に基づき設定した要求品質（液状化強度比）と，これを確認するための指標とな

る管理基準値を表 3.5-31に示す（詳細は3.6. 6 (2)参照）。

地盤改良（薬液注入）に係る品質確認は表 3.5-30に示す通り，計測等にて確認が可

能であ り，各作業について適切な時期に施工結果を確認することで，実施した工事が計

画通り行われていることの確認が可能である。また，これらの確認結果は品質に係る記

録として保管する。

表 3.5-27 地盤改良（薬液注入）の目的及び設計上の取扱い，性能目標

地盤改良（薬液注入）の目的 設計上の取扱い 性能目標

地震応答の低減及び地盤反カ 地盤改良体（薬液注入） 設計から得られた地震時の最大せん

の確保のため，地盤の液状化 は想定する地震力に対し 断応力比に対し，地盤改良体（薬液

を防止する。 て液状化しない。 注入）の液状化強度比 (RL20)※が上回

ること。

※繰返し回数20回で液状化に至る応力比。

表 3.5-28 地盤改良 （薬液注入）の具体的な性能目標

性能目標 対象地層 最大せん断応力比 Lmax 要求品質（液状化強度比）

設計から得られた地震時の最大 Ag2層 0. 62 左記(0.62)値以上
せん断応力比に対し，地盤改良

As層 0. 65 左記(0.65)値以上
体（薬液注入）の液状化強度比

(RL20)が上回ること。 Agl層 0. 58 左記(0,58)値以上
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表 3.5-29 確認項目が準拠する基準類

工法 基準・指針名

浸透固化処理工法技術マニュアル 平成22年6月，沿岸技術研究センター

薬液注入工法 急速浸透注入工法超多点注入工法 技術マニュアル平成24年2月，地盤注入開
発機構恒久グラウト•本設注入協会

表 3.5-30 地盤改良（薬液注入）に係る施工品質の確認項目

工程 確認項目 確認方法 時期

削孔工 削孔位置，削孔角度 測量，計測にて確認 測量，計測 削孔前

（ボーリング）
削孔長 ケーシング検尺にて確認 計測 削孔後

注入管の仕様 注入管のノズル数，間隔， 目視，計測 挿入前

全長を目視，計測にて確認

注入管の位置 注入管の位置を計測 計測 挿入後

グラウト材の材料 分析報告書にて確認 記録 充填前

グラウト材の比重 比重測定にて確認 計測 充填前

グラウトの充填 充填されている状態を目視 目視 充填後

にて確認

注入エ 薬液の材料 試験成績表等の確認及び比 記録，計 注入前

重測定との照合 測

流量計の校正 実測値と計測値の誤差にて 計測 注入前

確認

注入薬液の品質 pH測定にて確認 計測 注入前

注入速度・注入圧力 流量計（モニタ）にて確認 目視 注入中

注入量 流量計（積算流量，モニ 目視 注入後

タ），タンク容量の目視に

て確認

事後調査 ボーリング位置，角 測量，計測にて確認 測量，計測 削孔前

・ボーリング 度

（試料採取）
ボーリング深度 ケーシング検尺にて確認 計測 削孔後・試料分析

シリカ含有量増分量 現地で採取した試料をシリ 試料 採取後

力含有量測定 (ICP発光
分光分析）にて確認

表 3.5-31 管理基準値

対象土層 要求品質（液状化強度比）
管理基準値

（シリカ含有量増分量）

Ag2層 0. 62以上 5. 1 mg/g以上
As層 0. 65以上 8. 0 mg/g以上
Agl層 0. 58以上 7. 3 mg/g以上
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また，地盤改良（薬液注入）は，地中での施工であり，施工結果を直接，把握しにく

い。このため，地中連続壁の不具合事象を受け，品質確認を規格基準以上に強化・拡充

する。これらの具体的な内容を表 3.5-32に，一般工事との比較を表 3.5-33に示す。

表 3.5-3 2 検査項目・時期及び頻度・方法等

検査項目 検査時期 頻度及び方法等

改良範囲 施工後
改良範囲は，施工配置図をもとに削孔位置，削孔長・削孔角度等が計画

通りであることにより確認する（②参照）。

要求品質の液状化強度比に相当するシリカ含有量増分量を確認する。

【確認頻度】 （①を参考に保守的に設定）

ボーリング孔数：

・改良土量 5,000而未満では 3孔
• 5, 000耐以上では 2,500耐増えるごとに 1孔追加
試料採取箇所数： 各孔で地層ごと

・改良層厚が 6rn以上の場合は 3箇所
• 6 m未満の場合は概ね 2mの間隔で採取

シリカ 改良範囲・時期ごとに上記頻度を適用する。

含有量 施工後 【試験方法】 （①参照）

増分量 シリカ含有量試験

【管理基準値：シリカ含有量増分量門

Ag2層： 5.1 mg/g以上
As 層： 8.0 mg/g以上
Agl層： 7.3 mg/g以上
|【採取箇所】

ボーリング孔数を改良範囲内に偏ることなく分散させるとともに，構

造物直下及びAc層内に介在する薄い砂層 (As層）も対象とし，適

切に配孔する。

※：要求品質（液状化強度比）と相関を持ち，要求品質の達成を間接的に確認できる指標

①：浸透固化処理工法技術マニュアル 平成 22年 6月，財団法人 沿岸技術研究センター
② ：急速浸透注入工法 超多点注入工法 技術マニュアル平成 24年2月，地盤注入開発機構恒久グラ
ウト・本設注入協会

表 3.5-33 一般工事との比較

対策 A:防潮堤（鋼製防護壁） B:一般工事における対応 評価 (A, B比較結果）

区分 工事における対応（概要）

ボーリング孔数を改良土量 改良土量 5,000而未満では 3 地層区分ごとに検査数量を増や

5, 000而未満では3孔， 5,000 孔， 5,000而以上では 2,500 m3 す（一般工事の 2倍以上）こと
酎以上では 2,500而増えるごと 増えるごとに 1孔追加実施す で，施工結果の信頼性が向上す

品質
に1孔追加実施する。各孔で地 る。各孔で改良層厚が 6m以上 る。

層ごとに改良層厚が 6m以上の の場合は上，中，下の 3箇所， 6
確認

場合は3箇所， 6Ill未満の場合 m未満の場合は改良層厚に応じ
は概ね 2mの間隔で試料採取す て2m程度に 1箇所で試料採取
る。改良範囲・時期ごとに当該 する。

頻度を適用する。
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b． 本工事の事後調査確認頻度

(a) 確認頻度の考え方

地中連続壁の不具合事象を踏まえ，地中工事の信頼性確保のため，事後調査におけ

る試料採取のためのボーリング孔数は，実績のある基準（浸透固化処理工法マニュア

ル）に基づき，改良対象土層 5,000而未満は調査ボーリング3孔， 5,000而以上は

2, 500而増えるごとに 1孔追加することとする。

本工事では 1孔のボーリングですべての各改良対象土層が採取可能であることか

ら，各改良対象土層の土量ごとではなく総改良土量からボーリング孔数を決定する。

また，浸透固化処理工法マニュアルでは事後の品質確認試験の頻度を 「ボーリング

孔 1本につき上，中，下それぞれ l回，計 3回を目安」としているが，本工事では改

良対象土層ごとに層厚 6m以上の場合は 3箇所，層厚 6m未満の場合は概ね 2m間隔

で試料を採取することから，通常よりも多く試験を実施するため妥当である。

事後ボーリング調査の実施例を図 3.5-38に示す。

【改良体平面図】

【改良体断面図】

事後調査ボーリング

改良体半径X1/2 

事後調査ボーリング

-----f-
改良体半径が約 l.l mの場合，約 l.9 mの範
囲で改良される (l.0 mサンプリングチュー
ブ2本分に相当する試料がとられる）。

----―▼__ 

l改良体あたりの試料採取範囲

図 3.5-38 事後ボーリング調査実施例
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試料採取位置の例を，図 3.5-39に示す。

一般工事では，浸透固化処理工法マニュアルで試験頻度をボーリングごとに上，中，

下の 3箇所と規定していることを踏まえて試験を行う。

それに対し，本工事では，ボーリングで確認した地層ごとに，層厚が6m以上の場

合は3箇所， 6m未満の場合は概ね 2mの間隔で 1箇所の頻度で試験を行う。

1 m程度の薄層の場合は 1箇所で試験を行う。

図 3.5-39では，地層1,3, 5が層厚 6m以上であるため 3箇所，地層 2が層厚 6

m未満であるため概ね2mの間隔で2箇所，地層4が層厚 1m程度の薄層であるため

1箇所で試験を行う。

なお，改良範囲・時期ごとに当該頻度を適用する。

また，

一般上事

■：試料採取位世

ボーリング孔

本上事

■：試料採取位世

ボーリング孔

I非液状化層I |)ド液状化層I

口

戸

I非液状化層I

上

l 
’ 

: ̀ 羞言；戸！口 2(::2 m間隔で 1箇所）

I非液状化層I

国
〗
こ
1
9迄＇

中

下

地層構成によらず

3箇所

上＿ ＿ ＿ ＿ 

7}3箇所

ゞ

―

―

 

一

所

所

所

一

箇

箇

箇

-

3

1

3

-

_
}
}
-

じ

中

下

上

中

下

I非液状化層I 1非液状化層 I

図 3.5-39 試料採取位置の例
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(b) 本工事の事後調査確認頻度

イ． ボーリング孔数

ボーリング孔数は，改良土量5,000而未満では3孔， 5,000而以上では 2,500 m3 

増えるごとに 1孔追加実施する。また改良範囲・時期ごとにこれを適用する。

これに基づき，施工時期が同じ条件でのボーリング孔数を算出する。改良土量は，

南側と北側で分けて設計図面より求積する。

概算の改良土量とボーリング孔数を表 3.5-34に示す。

表 3.5-34 概算改良土量とボーリング孔数（施工時期が同じ場合）

改良範囲（施工箇所） 概算改良土量 ボーリング孔数

南側 18, 300 m3 9孔

北側 28, 700 m3 13孔

合計 47, 000 m3 22孔

口． ボーリングの配置

算出したボーリング孔本数を改良範囲内に偏ることなく分散させるとともに，構

造物直下及びAc層内に介在する薄い砂層 (As層）も対象に含めて適切に配孔す

る。配孔イメージ断面を図 3.5-40に示す。介在する薄い砂層 (As層）について

は，鉛直ボーリング孔を削孔し他の改良土層と同様に試料を採取する。また，構造

物直下の改良範囲については，浅部は掘削した立坑の中からボーリング孔を削孔し，

深部は地表部から斜めボーリング孔を削孔し試料を採取する。
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既設構造物
（鉄筋コンクリート防潮壁）

Ac層内に介在する砂層

(As層）も含め，地上か

ら鉛直ボーリング孔を削孔

し，改良土層から試料を採

取する。

du 

Ac 

ゃほ‘
悉

.. / 
歪；

Eニコ ：薬液注入範囲

：：： ＇＼社・貸 ll 
xヽ/‘ジ
、企

既設構造物直下（浅部）に対

しては，斜めボーリング孔を

立坑内より削孔し，改良土層

から試料を採取する。

既設構造物直下（深部）に対して

は，立坑埋戻し後に地上から斜め

ボーリング孔を削孔し，改良土層

から試料を採取する。

E ：薬液注入範囲のうち構造物直下
匿 ：薬液注入範囲のうち介在砂層

図 3.5-40 事後調査ボーリング配孔イメージ断面図

3-90 207 



3. 5. 9 

(1) 

地盤改良（セメント系）

工事概要

防潮堤（鋼製防護壁）の基礎の変位抑制を目的として基礎の西側に地盤改良（セメント

系）を実施する。地盤改良範囲の外周に土留めを設置し，該当範囲の土砂を掘削し，流動

化処理土（地盤改良体（セメント系））に置き換える。

地盤改良（セメント系）平面図を図 3.5-41に，地盤改良（セメント系）断面図を図 3.5-42 

に示す。

地盤改良

（セメント系）

I 

図 3.5-4] 

l 
地盤改良

（セメント系）

地盤改良（セメント系）平面図

▲

▼

 

Ei

ooo
.6
 

南基礎

図 3.5-42 

北基礎

地盤改良（セメント系）断面図
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(2) 施工方法

地盤改良（セメント系）の施工方法は以下の通りである。

①地盤改良範囲の外周に土留めを設置する。

②土留め内の土砂を掘削，撤去する。

③掘削した範囲にプラントで製造した流動化処理土を打設する。

現地製造プラントのイメージを図 3.5-43に示す。

セメン トサイロ
1,----y,- セメン トミルク

／ 
ミキシングプラント

ノ

混和剤供給機

＼ 
◎ o o 

セメン トローリー車

ーこ｀シ;・ニダンプトラック !Ot バックホウ 土砂供給装置 ポンプ車

0. 7而平爪 口息
集中操作制御盤発電機 150KVA

図 3.5-43 現地製造プラントのイメージ

(3) 施工性の確認

こL
流量計

施工図を作成し，干渉物を特定した後，重機配置に干渉する発電設備については，撤去

または移設により干渉しないことを確認した。なお，南基礎において，移設できない既設

構造物を考慮した改良範囲を構造設計に反映した。

施工エリアの状況・干渉物等を考慮して，施工性を確認する。

地盤改良範囲及び仮設土留め計画を図 3.5-44に，掘削・置換工法施エイメージを図

3. 5-45に示す。地盤改良範囲は既設構造物と近接しているが仮設土留めによ り計画の改

良範囲の掘削・置換が可能であることを確認した。また，設置する仮設土留めは重機 (8t 

級コンクリートポンプ車）荷重により大きな変形を生じさせることはなく，周辺地盤や既

設構造物の沈下を引き起こす懸念はないことから，施工上の問題とならないことを確認し

た。

掘削・置換工法（流動化処理土）の施工性の確認結果を表 3.5-35に示す。また，表 3.3-6 

で整理した想定リスクに対する対策を行い，工事の確実性を確保する。
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ぐ）

Q 

摯
仮設土留め

（鋼矢板）

口
南基礎 北基礎

図 3.5-44 地盤改良範囲及び仮設土留め計画図

←西 東→

au憬i

Ag2層

日
Ac層

As 層 • A g l 層

Km層

図 3.5-45 掘削・置換工法施エイメージ図（北基礎）
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表 3.5-35 掘削・置換工法（流動化処理土）の施工性の確認結果

施工方法 確認結果

対象箇所に仮設土留めを打設し，バックホウで ・施工エリアは当該作業で占有しており，施工

掘削し，ポンプ車で流動化処理土を打設する。 （掘削・埋戻し）に対して作業空間は問題な

いことを確認した。

・ポンプ車が停車・作業する補助エリアも他の

施エステップの作業と工程調整により確保可

能であることを確認した。

・工事範囲の干渉物は原則移設・撤去（南基礎

西側は既設構造物を回避した構造に変更）

し，施工に影響がないことを確認した。

(4) リスクを想定した対策の実施

施エステップにおける リスクを網羅的に洗い出し，その対策を施すことで施工の実現性

を確保する。施工中に想定されるリスクに対して，必要な対策を講じることが可能である

ことを確認した。 その詳細については， 3.6. 7に示す。
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(5) 施工品質の確認

施工品質の確認を行うための項目等を整理するため， まず，地盤改良（セメント系）の目

的及び設計上の取り扱いを明確にし，具体的な性能目標を表 3.5-36の通り整理した。こ

の性能目標は表 3.5-37に示す通り設計における条件である強度及び剛性である。次にこ

れらの性能目標が達成されている事を確認する方法を定めるため，準拠する基準類を表

3. 5-38の通り明確にした。

地盤改良（セメント系）の設計における与条件は改良範囲と強度である。これらが計画

通り実施されていることを確認するために，地盤改良（セメント系）において確認する項

目方法時期を表 3.5-39の通り整理した。

地盤改良（セメント系）に係る品質確認は，目視等にて確認が可能であり，各作業につ

いて適切な時期に施工結果を確認することで，実施した工事が計画通り行われていること

の確認が可能である。 また，これらの確認結果は品質に係る記録として保管する。

表 3.5-36 地盤改良（セメント系）の目的及び設計上の取扱い

地盤改良（セメント系）の目的

地盤の液状化の防止及び津波波力に対

する基礎の変形の抑制のため，地盤の

強度・剛性を向上させる。

設計上の取扱い

鋼製防護壁基礎から受ける荷重に対

し，必要な地盤反力を発揮する。

性能目標

設計に用いた強

度及び剛性

表 3.5-37 地盤改良（セメント系）の具体的な性能目標

設計に用いた強言讐：性 I―軸圧縮強胃tt言：：；蚕度（管理基準値り

※改良体の剛性は一軸圧縮強度に基づき解析用物性値が設定されていることから，強度及び剛性を確認するための

間接的な指標として設計に用いた 「一軸圧縮強度」を管理基準値として採用する。

工法

流動化処理士

表 3.5-38 確認項目が準拠する基準類

基準・指針名

掘削土再利用大口径柱列ソイルエ法 設計・施工マニュアル 平成27年度版
CRM工法協会

表 3.5-39 地盤改良（セメント系） （掘削・置換工法（流動化処理土））に

係る施工品質の確認項目

工程 確認項目 確認方法 時期

流動化処理土 改良範囲 流動化処理土打設前に寸法を測量し， 測量 掘削完了後

打設工 図面と照合 施工後

流動化処理土 配合計画書，材料試験結果の確認 図書・記録 施工前
の配合計画書

等

流動化処理土 プラント出荷前にフロー値等（湿潤密 計測 施工中

の性状 度他）を実施し，計画値と照合

一軸圧縮強度※ プラント出荷時に作製した供試体を用 試料を用い 施工後

い，強度発現後に圧縮強度試験により た試験

確認

※：土木工事施工管理基準及び規格値［令和 7年3月版］ （国土交通省）に準拠する。
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なお，設計における与条件である改良範囲及び性能目標である設計に用いた強度が計画

通りできていることを検査するための具体的な内容について整理した結果を表 3.5-40に

示す。

表 3.5-40 検査項目・時期及び頻度・方法等

検査項目 検査時期 頻度及び方法等

改良範囲
掘削完了後 改良範囲は，施工配置図をもとに平面位置，深さが計画通りであるこを

施工後 確認する。

試験結果の平均値が性能目標の一軸圧縮強度以上であることを確認す

る。

一軸圧縮
施工後

【確認頻度】

強度 製造日ごとに 1回※ (3個の供試体の平均）

【試験方法】

土の一軸圧縮試験※ orsA 1216:2020 :土の一軸圧縮試験方法）
適用する基準・指針名：

掘削土再利用大口径柱列ソイルエ法設計・施エマニュアル 平成27年度版 CRM工法協会
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参考として，地盤改良（セメント系）のうち既実施の高圧噴射攪拌工法についても同様

に整理する。

まず，地盤改良（セメント系：高圧噴射攪拌工法）の目的，設計上の取扱い及び性能目

標を表 3.5-41の通り整理した。この性能目標は表 3.5-42に示す通り設計における条件

である強度及び剛性である。次に，これらの性能目標が達成されていることを確認する方

法を定めるため，準拠する基準類を表 3.5-43の通り明確にした。

地盤改良（セメント系：高圧噴射攪拌工法）の設計における与条件は改良範囲と強度で

ある。これらが計画通り実施されていることを確認するために，地盤改良（セメント系：

高圧噴射攪拌工法）に係る施工品質の確認項目を表 3.5-44の通り整理した。

地盤改良（セメント系：高圧噴射攪拌工法）に係る品質確認は，計測等にて確認が可能

であり，各作業について適切な時期に施工結果を確認することで，実施した工事が計画通

り行われていることの確認が可能である。また，これらの確認結果は品質に係る記録とし

て保管する。

表 3.5-41 地盤改良（セメント系：高圧噴射攪拌工法）の目的，設計上の取扱い及び性能目標

地盤改良（セメント系）の目的 設計上の取扱い 性能目標

地盤の液状化の防止及び強度の向上によ
護岸の変位の抑制及び地盤の安定性

る護岸変位の抑制・地盤の安定性の確保 設計に用いた強
のため，必要な地盤剛性・強度を発

のため，地盤の強度・剛性を向上させ 度及び剛性
Iる。 1揮する。 1 

表 3.5-42 地盤改良（セメント系：高圧噴射攪拌工法）の具体的な性能目標

性能目標 I 設計に用いた強度（管理碁準値り

設計に用いた強度及び剛性
砂・礫質土層： 一軸圧縮強度 3. 0 N/rnrn2 

粘性土層 ：一軸圧縮強度 1. 0 N/rnrn2 
※改良体の剛性は一軸圧縮強度に基づき解析用物性値が設定されていることから，強度及び剛性を確認するための

間接的な指標として設計に用いた 「一軸圧縮強度」を管理基準値として採用する。

工法

高圧噴射攪拌工法

表 3.5-43 確認項目が準拠する基準類

基準・指針名

土木工事施工管理基準及び規格値 令和7年度版：国土交通省 関東地方整

備局
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表 3.5-44 地盤改良（セメント系：高圧噴射攪拌工法）に係る施工品質の確認項目

工程 確認項目 確認方法 時期

削孔工 ボーリング 測量，計測により確認 測量等
削孔前

（ボーリング） 位置角度

ボーリング ケーシング検尺により確認 計測
削孔後

深度

造成工 改良範囲※ 改良範囲を測量，計測にて確認 測量等 施工前

施工中

固化材の品質 材料試験結果の確認 図書・記録 施工前

施工仕様 工法上指定された状態（配合，吐出 計測等 造成中

量，吐出圧力等）であることを計測等

により確認

事後調査 ボーリング 測量，計測にて確認 測量等 削孔前

・ボーリング 位置，角度※

（試料採取） ボーリング ケーシング検尺にて確認 計測 削孔後

・一軸圧縮試験 深度※

改良体の一軸 現地で採取した供試体を用い，強度発 供試体を用 採取後
圧縮強度※ 現後に一軸圧縮試験にて確認 いた試験

※：土木工事施工管理基準及び規格値［令和 7年3月版］ （国土交通省）に準拠する。

なお，設計における与条件である改良範囲及び性能目標である設計に用いた強度が計画

通りできていることを検査するための具体的な内容について整理した結果を表 3.5-45に

示す。

表 3.5-45 地盤改良（セメント系：高圧噴射攪拌工法）に係る検査項目・時期及び頻度・方法等

検査項目 検査時期 頻度及び方法等

改良範囲 施工後
改良範囲は，施工配置図をもとに平面位置，深さが計画通りであること

を確認する。

①各供試体の試験結果は改良地盤設計強度の 85％以上。
②l回の試験結果は改良地盤設計強度以上。
なお， 1回の試験とは3個の供試体の試験値の平均値で表したもの。
【確認頻度】

一軸圧縮
改良体 500本未満は3本， 500本以上は250本増えるごとに 1本追加す

施工後 る。試験は 1本の改良体について，上，中，下それぞれ 1回，計3回と
強度

する。ただし， 1本の改良体で設計強度を変えている場合は，各設計強
度ごとに 3回とする。
改良範囲・時期ごとに上記頻度を適用する。

【試験方法】

土の一軸圧縮試験※ OISA 1216:2020：土の一軸圧縮試験方法）
※：適用する基準・指針名：土木工事施工管理基準及び規格値［令和 7年3月版］ （国土交通省 関東地方整備局）
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また，地盤改良（薬液注入）の計画範囲のうち不飽和地盤について， 改良品質の確保が

困難であるため地盤改良（セメント系）にで性能目標を確保する。飽和地盤と不飽和地盤

の改良方法の選定に係るイメージを図 3.5-46に示す。なお，施工条件に応じて，適切な

工法を選択する。

施工品質の確認を行うための項目等を整理するため，まず，地盤改良（セメント系）の

目的及び設計上の取扱いを明確にし，具体的な性能目標を表 3.5-46の通り整理した。こ

の性能目標を達成する具体的な要求品質を表 3.5-47の通り設定した。次に，これらの性

能目標（要求品質）が達成されていることを確認する方法を定めるため，準拠する基準類

を表 3.5-48の通り明確にした。

地盤改良（セメント系）の設計における与条件は改良範囲と性能目標である。これらが

計画通り実施されていることを確認するために，地盤改良（セメント系）において確認す

る項目，方法，時期を表 3.5-49の通り整理した。

▽施工基面

不飽和地盤 ：

地盤改良（セメント系） ▽地下水位

飽和地盤： ：·区・：~:: : : ::::::::::]忍：：立忍立忍：［．：忍：：：： ·9:::
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図 3.5-46 飽和地盤と不飽和地盤の改良方法の選定に係るイメージ図

表 3.5-46 地盤改良体の目的及び設計上の取扱い

地盤改良（セメント系）の目的

地震応答の低減及び地盤反力の確保の

ため，地盤の液状化を防止する。

設計上の取扱い

地盤改良体は想定する地震力

に対して液状化しない。

性能目標

液状化しないこと（地盤

が固結していること）

なお，地盤改良（セメント系）で代替する範囲は，地下水位以浅（地表から数m)であ

り，本改良範囲に接する重要構造物の杭基礎（深度T.P. -0. 5 m以浅に設置，図 3.5-46 

参照）がないことを確認した。また，当該範囲に重要構造物の鉄筋コンクリート部が接す

るものの，これらに比べ本地盤改良体の強度は0.5 N/mm2と小さく，これらの構造物に影

響を及ぼすことはない。

一方，液状化対策地盤と比較した場合には，強度・剛性ともに増大することから，構造

物の変形を抑制し安全性の向上に繋がることとなる。
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表 3.5-47 地盤改良（セメン ト系）の具体的な性能目標

性能目標 管理基準値

液状化しないこと
地盤改良によっても当該箇所の元々の地盤強度を下回らないことを

（地盤が固結していること）
確保及び固結の確認として，計画範囲の地盤の強度を超える一軸圧

縮強度 (0.5 N/mmり以上

表 3.5-48 確認方法が準拠する基準類

工法 基準 ・指針名

高圧噴射攪拌工法
土木工事施工管理基準及び規格値 令和7年度版 ：国土交通省 関東地方整

備局

掘削・ 置換工法 土木工事施工管理基準及び規格値 令和7年度版：国土交通省 関東地方整

（事前混合処理） 備局

掘削 ・置換工法 現地で発生土を流動化する「エースサンド工法」技術資料 令和 3年 ：エー
（流動化処理土） スサン ド協会

中層混合処理工法
パワーブレンダーエ法（中層混合処理工）技術資料 令和元年 ：パワーブレ

ンダーエ法協会

表 3.5-49 掘削・置換工法（事前混合処理）及び中層混合処理工法に係る施工品質の確認項目

工程 確認項目 確認方法 時期

改良範囲を測量にて確認 測量 掘削完

改良範囲 了後

掘削 ・置換工法 施工後

（事前混合処理） 事前混合処理土の 配合計画書，材料試験結果の確認 図書 ・記録 施工前

配合計画書等

締固め度 転圧回数の確認 計測 施工後

中層混合処理工法 改良範囲 改良範囲を測量にて確認 測量 施工前

施工中

固化材の品質 材料試験結果の確認 図書・記録 施工前

改良材の性状 スラリー比重の測定を実施し，計 測定を目視 施工中

画値と照合

施工仕様 計画した状態（スラリー量，改良 計測 施工中

深度，羽根切り回数等）であるこ

とを計測等により確認

改良体の一軸圧縮 現地で採取した供試体を用い，強 供試体を用 施工後

強度 度発現後に圧縮強度試験にて確認 いた試験
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なお，設計における与条件である改良範囲及び性能目標である設計に用いた強度が計画

通りできていることを検査するための具体的な内容について整理した結果を表 3.5-50, 

及び表 3.5-51に示す。

表 3.5-50 掘削・置換工法（事前混合処理）に係る検査項目・時期及び頻度・方法等

検査項目 検査時期 頻度及び方法等

改良範囲
掘削完了後 改良範囲は，施工配置図をもとに平面位置，厚さが計画通りであること

施工後 を測量により確認する。

施工範囲を小分割した管理ブロックの全てが規定回数だけ締め固められ

たことを確認する。

【確認頻度】

・盛土を管理する単位（以下「管理単位」）に分割して管理単位ごとに

管理を行う。

現場密度
施工後

・管理単位は 1日の 1層当たりの施工面積1,500国を標準とする。ま
測定 た， 1日の施工面積が2,000而以上の場合，その施工面積を 2管理単

位以上に分割する。

• 1日の施工が複数層に及ぶ場合でも l管理単位を複数層にまたがらせ
ることはしないものとする。

【試験方法】

・転圧回数の確認

※：適用する基準・指針名：土木工事施工管理基準及び規格値［令和 7年 3月版］ （国土交通省 関東地方整備局）

表 3.5-51 中層混合処理工法に係る検査項目・時期及び頻度・方法等

検査項目 検査時期 頻度及び方法等

改良範囲 施工後
改良範囲は，施工配置図をもとに平面位置，深さが計画通りであるこを

測量により確認する。

各供試体の試験結果は設計基準強度の 85％以上とし，かつ 1回の試験
結果は設計基準強度以上とする。

なお， 1回の試験とは3個の供試体の平均値で表したもの。

一軸圧縮
【確認頻度】

施工後 1, 000耐～4,000而につき l回の割合で行う。試験は改良体について
強度

上，中，下それぞれ l供試体で 1回とする。
改良範囲・時期ごとに上記頻度を適用する。

【試験方法】

土の一軸圧縮試験※ OISA 1216:2020 ：土の一軸圧縮試験方法）
※：適用する基準・指針名 ：パワーブレンダーエ法（中層混合処理工）技術資料［平成30年7月版］ （パワーブレ
ンダーエ法協会）
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3. 5. 10 本不具合事象を踏まえた工事管理の改善等について

(1) 品質マネジメントシステムに基づく改善活動

設工認の 「設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」において，設計に係る品質

管理の方法で行った管理の実績，または行おうとしている管理の計画，並びに，工事及び

検査に係る品質管理の方法，組織等について具体的な計画を定めている。設工認に基づく

具体的な設備の設計の実施から具体的な設備の設計に基づく工事の実施については，本シ

ステムの「工事に係る品質管理の方法」において， 「設工認における調達管理の方法」の

管理を適用して実施することを定めている。

「設工認における調達管理の方法」において，契約を主管する組織による「供給者の技

術的評価及び供給者の選定」並びに調達を主管する組織の「調達製品の調達管理」を定め

ている。このうち， 「調達製品の調達管理」において，調達製品の管理は，調達文書で要

求した製品が確実に納品されるよう調達製品が納入されるまでの間， 「調達管理要項」に

従い，業務の実施に当たって必要な図書（品質保証計画書，各種要領書等）を供給者より

提出させ，それを審査し確認する等の製品に応じた必要な管理を実施するとしている。

この調達製品の管理のうち「設工認に基づく具体的な設備の設計」において，工事段階

でのリスク想定が不十分であったため本不具合事象を発生させた。この再発を防止するた

め，品質マネジメントシステムに基づき是正処置を図った。

また，不具合事象の予防の観点から異常兆候発見のための改善活動を実施する。

a. 本不具合事象に対する再発防止

本不具合事象について，社内規程 「是正処置プログラム管理要領」に基づき，不適合

処理として再発防止のための是正処置を実施した。

具体的には，本不具合事象の主要な直接原因である 「溝壁の粘性土のはらみ出し及び

同土砂の崩落等」について，その背後要因である 「リスク想定が不十分であり，不具合

の発生を予期できなかったこと」に対し，以下の是正処置を立案し実施した。

【是正処置内容】

社内規程に， 工事要領書の確認において以下の項目の確認を実施することを定める。

・基礎（地中連続壁）及びそれらの補助工法を実施する工事の具体的な施工設計，

手順では以下を確認すること。また，施エステップを考慮した上で，検討された

条件以外に厳しい条件がないこと。

①鉄筋かご建て込み後における溝壁内の堆積物撤去（掘削を含む）を行う際には，

安定液中での使用機械の揺動を事前検討し確認する。

②閉鎖型の地中連続壁における施エトラブル等を収集し事前確認を実施する。

③補助工法を選定する際には，地質状況を考慮し時間的影響による変化（軟化や

はらみ出し）を踏まえた対策の有無と必要性を確認する。

b. 異常兆候発見に向けた改善活動

発電所の品質マネジメントシステム活動として， 2020年 4月から原子力施設におけ

る状態報告の情報を活用した改善活動を実施している。具体的には，本来あるべき状態

と異なる状態，すべき行動から外れた行動や結果，気づいた問題，要改善点等が提案・
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